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特集・石綿被害救済新法一周年
写真：アスベスト問題は終わっていない！労働者・市民集会



｜『三井三池炭鉱炭じん爆発事件史料集成』 刊行記念報告会｜

三池が語る、いま
主 催 三池炭じん爆発事件研究会 三池co研究会 後援 柏書房

基調講演 「戦後最悪の労災事故 三池が語る、いま」

3都市． 鎌田慧氏 （ルポライター）

記念講演「三池の事故と専門家の責任～史料集の現代的意義についてJ

講師． 原田正純氏 （三池co研究会代表、熊本学園大学教授）

出版報告： 美 奈川成章氏 （三池炭じん爆発事件研究会代表、弁護士 ・福岡県弁護土会所属）

1 9 6 3年 11月9目、福岡県大牟回市、三井三池炭鉱で死者458名、労災認定されただけでも 8

39名にのぼる co中義患者を出した炭じん爆発事件が起きました。本史料集成l立、三池 co研究会が

収集したこの燥発事件の史料に加え、大牟田市立図書館や刊行に際して提供を受けた史料で情成。全E

期にわたり、 5200点の貧重な史料がマイクロフィルム化されています。

日本の近代化のひずみと、二度と繰り返さないための英知を共に考えていきたいと思います。ご多忙

の折とは存じますが、 一人でも多くの方にご参加いただきますよう、ご案内申しょげます。

【刊行記念報告会】

日 時 2007年4月28日 （土）

時間午後2時開場 午後2時30分開会（午後4時30分閉会予定）

場所文京シピックセンター区民会議室 （東京都文京区春日 1-6-21)

TEL O 3 -3 8 1 2 -7 1 1 1～3 

匡重罰東京メトロ南北線「後楽園駅J徒歩0分・東奈川ロ丸の肉線「後楽園駅北歩 1分

都営地下鉄大江戸線「春日駅」徒歩0分・都営地下鉄三回線「春日駅J徒歩 1分

JR中央線・ 総武線「水道徳駅」徒歩8分

参加賀無料 （予約が必要です）

【交流会】 終了後、懇親会を行います。ご参加l下さい。

時間午後5時 30分から

会 場 かつ吉水道橋店 （東京都文京区本郷1-4-1 金水道ピノレB1) 

医画JR・地下鉄三回線「水道鰍j徒歩2分

TEL O 3 -3 8 J 2 -6 2 6 8 

参加費 500 0円

｜問い合わせ ：福岡城商法律事務所 CTEL O 9 2ー 771-3228)
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石綿健康被害救済新法の施行一周年の2007
年3月27日に向けて、石綿対策全国連絡会議は、
「アスベスト問題は終わっていない！ 隙間なく公
正な補償・救済を実現しよう！」と訴えた一周年行動
（シンポジウム、集会・デモ）に取り組んだ。
3月25日には、中央大学駿河台記念館で、新法
一周年を検証する「労働者・市民シンポジウム」を
開催した。永倉冬史石綿全国連事務局次長（中
皮腫・じん肺・アスベストセンター事務局長）の司
会ではじまり、まず、韓国から来賓として参加された
「労働健康連帯」のイ・サンユン政策局長（産業
医）と鈴木明零細労働者事業団長が連帯の挨拶
とともに、5月18-19日にソウルで「アスベスト問題解
決のための日韓共同シンポジウム（仮称）」を準備中
であり、ぜひ参加してほしい」と呼びかけた。
続けて古谷杉郎同事務局長（全国安全セン

ター）から「基調報告―アスベスト被害救済新法
施行一周年の概況」の報告が行われた。一周年
行動に向けて石綿全国連が用意した基調報告
を、6頁以下に紹介したので参照されたい。
その後のシンポジウムは、3部構成で進行した。
「第1部： ひろがるアスベスト公害の現場から」
は、クボタ・ショック以降、アスベスト公害が尼崎だけ
にとどまらず全国各地で次 と々明らかになってきて

いるなかで、健康被害あるいは曝露を受けた住民
自身による取り組みが始まっている現場の代表が、
はじめて一堂に会す場となった。
中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会副会長

の古川和子さんと関西労働者安全センター・片岡
明彦事務局次長を進行役に、横浜鶴見（エーアン
ドエーマテリアル）から「旧朝日石綿住民医被害
者の会準備会」のお母さんを中皮腫で亡くされた
原田義一さん、岐阜羽島（ニチアス）の「アスベスト
に関する地域住民の会」代表の林三統さん、王寺
（ニチアス）・斑鳩（竜田工業）の住民関係者が加
わっている「中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の
会奈良支部」から吉崎和美さん（日本通運の労働
者としてニチアス王寺工場に出入りしていたお父
さんを中皮腫で亡くされている）と竜田工業近隣に
暮していたお母さん中皮腫で亡くされた女性、河
内長野（東洋）の「河内長野アスベスト被害者とそ
の家族の会」から弟さんを中皮腫で亡くしている
森本啓二さん、日本のアスベスト紡績業のメッカで
あった「泉南・阪南地域の石綿被害と市民の会」
から会長の柚岡一禎さん、国家損害賠償請求訴
訟の原告でもある、お父さんを石綿肺で亡くされた
（環境曝露による石綿肺で新法の救済給付の対
象にもされていない）南和子さんと、お母さんを管

石綿問題は終わっていない！
隙間なく公正な補償を！
新法一周年でシンポ・集会・デモ

特集／石綿被害救済新法一周年
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理4の石綿肺（労災認定）で亡くされた薮内昌一さ
ん、震源地となった尼崎（クボタ）の「中皮腫・アスベ
スト疾患・患者と家族の会尼崎支部」からは中皮
腫で弟さんを亡くされた武澤泰さんと、お父さんを
亡くされた瀬川澄雄さんから、それぞれ報告をして
いただいた。古川和子さんから紹介されてフロア
から武澤さんのお母さんにも発言していただいた。
参加者にとっては、メディアでもほとんど報じられ

ていないアスベスト公害の広がりと、かけがえのな
い家族を失った悲しみや、知らないうちにアスベス
トに曝露させられ自らもいつ被害者になるかもわか
らない住民の不安、そして、救済新法の不公正・不
十分さなど、初めて直接当事者の声を聞く機会と
なった。また、地域の状況も加害企業の対応もまっ
たく一様ではなく、各 に々苦労も工夫もしながら取り
組みを進められている状況の一端を理解し合うこ
とができたのではないかと思われる。初めてお互
いに知り合った関係者相互の交流・支援から、住
民の取り組みが始まっていない地域への支援等へ
と広がることが期待される。

直近の予定では、「クボタ・ショックから2年―ア
スベスト被害を知らせる写真と報告のつどい（仮
称）」を、6月30日-7月1日に尼崎で開催する準備が
はじまったところであり、再会の場になりそうである。
第2部では、全建総連/東京土建労働対策部長

の高木史雄さん、全造船機械/アスベストユニオン
執行委員長の文泰竜さん、全港湾/本部書記長
の伊藤彰信さん、国労/本部業務部長の久保孝幸
さんからそれぞれ、未曾有のアスベスト災害に対処
していくための「労働組合の新しいイニシアティブ」
について報告された。
第3部では、アスベスト訴訟弁護団の古川武志
弁護士から、「アスベスト裁判の動向」の解説と、増
大するであろう裁判に対して弁護士の支援体制を
整えているという力強い報告がされ、また、参加さ
れていた係争中の裁判の原告たちが紹介された。
このシンポジウムは、定員150名弱の会場に、北
海道から沖縄まで全国から集まった210名があふ
れる熱気に満ちた集まりとなった。地方から参加さ
れた患者と家族の会関係者らだけでも約50名。シ
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アスベスト問題は終わっていない！
隙間なく公正な補償・救済を求めるアピール

一昨年夏のクボタ・ショック以来、連日マスコミを賑わせていたアスベスト問題も、最近は取り上げら
れる機会が激減しています。しかし現実には、アスベスト被害が拡大し続けています。工場等の周
辺住民の健康や命をも奪う「アスベスト公害」が、尼崎だけでなく、全国各地に広がっていることも明ら
かになってきています。にもかかわらず、国や自治体、企業によるそれらの実態及び原因の解明、責
任の追求等はほとんどなされていないに等しい状況です。
小泉内閣のもとで関係閣僚会合による「アスベスト問題に係る総合対策」が策定されていながら、

その達成状況や積み残し課題等の総括も行わないまま内閣が変わり、安倍内閣ではいまだに一度
も関係閣僚会合が開催されていません。クボタ・ショック前の縦割り行政時代に逆戻りしてしまってい
る状況です。複数の省庁で異なる補償・救済制度が実施されている状況の中で、「隙間ない補償・
救済」がどの程度実現できているかを検証する仕組みすら存在していないのです。
被害者・家族に重い立証責任を負わせ、闘病中に手続を行わなければ一切の救済が受けられ

ず、また、石綿肺を救済対象から外している石綿健康被害救済新法は、日々 新たな「隙間」を生み出
しているとさえ言えます。
さらに、同じアスベストによる被害者でありながら、新法による救済内容・水準は労災補償と比べて
あまりにも低すぎ、加害企業の責任を追及して労災補償や新法救済の上積み補償をさせる取り組み
も進められる中で、その「不公正」さは一層際立ってきています。

ンポジウム終了後、中華料理屋を貸し切って懇親
の場をもったが、こちらも席が足りない状態だった。
翌3月26日、午前中は二手に分かれた。一隊は、
霞ヶ関の厚生労働省と環境省が入っている中央
合同庁舎前でチラシを配りながら宣伝活動。代表
が両省の記者クラブで会見も行った。別の一隊は、
アスベストユニオンによるエーアンドエーマテリアル、
ニチアス本社に対する行動に参加した。
午後は、三宅坂の社会文化会館で、「労働者・市
民集会」が開催され、こちらにも定員を大幅に上回
る900名が結集した。
富山洋子石綿全国連代表員（日本消費者連盟
代表運営委員）と伊藤彰信事務局次長（全港湾書
記長）の司会で開始され、佐藤正明代表委員（全
建総連書記長）が開会ののあいさつ。
来賓としてご出席いただいた、民主党アスベスト
被害対策プロジェクト座長の田島一成衆議院議
員、日本共産党国会議員団アスベスト対策チーム
責任者代理の吉井英勝参議院議員、社民党幹事

特集／石綿被害救済新法一周年

長の又市征治参議院議員、日本労働組合総連合
会連合（連合）の古賀伸明事務局長からあいさつ
をいただいた。続いて、全国労働組合総連合（全
労連）坂内三夫議長からのメッセージの紹介。ま
た、IBAS（イバス：アスベスト禁止国際書記局、イギ
リス）、ADAO（アダオ：アスベスト疾患啓蒙機関、ア
メリカ）、ASAREA（アサレア：アルゼンチン・アスベ
スト曝露者協会）、インドネシア国立労働安全衛生
研究所からも連帯のメッセージが届いていることが
紹介された。集会での紹介には間に合わなかった
が、ABREA（アブレア：ブラジル・アスベスト曝露者
協会）、AAW（アスベスト・アウエアネス・ウェールズ、
イギリス）からも寄せられている。また、前日のシンポ
ジウムに続いて韓国・労働健康連帯のイ・サンユン
政策局長からも連帯のあいさつをいただいた。
古谷杉郎事務局長の基調報告の後、労働者を
代表して全建総連・伊藤義彰委員長、中皮腫患者
である患者と家族の会関西の中村實寛さん、そし
て、アスベスト公害に立ち向かっている全国の住民
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私たちは、昨日の石綿健康被害救済新法一周年を検証するシンポジウムと本日の集会を通じて、
困難な中でアスベスト問題に取り組む被害者、家族、住民曝露者、労働者、市民等による新たなイニ
シアティブが育ちつつあることを確認し、一層、連携していく決意をしました。
アスベスト問題は終わっていないどころか、被害の本格化はまさにこれからなのであって、決して小
手先の対策でもって「幕引き」をさせてはなりません。私たちは、救済新法は5年を待たずに「見直し」
というよりも「作り直し」が必要であり、補償・救済以外の健康対策や将来の被害の拡大を防止するた
めの抜本的・総合的対策の確立のためには「アスベスト対策基本法」の制定が不可欠であると考え
ています。同時に、地球規模でのアスベスト被害の根絶に向けて、国際協力を一層すすめていくこと
がきわめて重要です。石綿健康被害救済新法一周年に当たって、私たちは、あらためて次の事項
の実現を強く求めます。

・ 石綿被害救済新法及び労災補償制度等の不備を早急に見直し、全てのアスベスト被害者とその
家族に「隙間なく公正な補償・救済」を実現すること。
・ アスベストの把握・管理・除去・廃棄等を通じた一貫した抜本的・総合的対策を確立するために、
「アスベスト対策基本法」を制定すること。
・ ノンアスベスト社会の実現をめざして、行政・被害者・労働者・市民の参加による体制を確立すること。

アスベスト問題は終わっていない！隙間なく公正な補償・救済を実現させよう！ 
3.26 労働者・市民集会参加者一同

やアスベスト裁判を代表するかたちで、国賠訴訟
の原告でもある泉南・阪南地域のアスベスト被害と
市民の会の南和子さんによる決意表明。お父さん
を中皮腫で亡くし旧国鉄（清算事業本部）の責任を
問う損賠訴訟を提起したばかりの大前麻衣さんの
朗読により別掲の「隙間なく公正な補償・救済を求
めるアピール」を満場の拍手で確認した後、中島
圭子代表委員（自治労労働局次長）の閉会あいさ
つで集会を締めくくった。なお、中野友美子・日教組
生活局次長、名取雄司・中皮腫・じん肺・アスベスト
センター所長にも登壇していただいた。
集会後、900名の参加者は3つの梯団に分かれ

て、開催地点の日比谷公園に向けて力強い国会
請願デモを行った。衆参両院の議員面会所では、
民主、共産、社民3党から約40名の国会議員また
はその秘書がデモ隊を迎え、請願の紹介議員に
なっていただいた。
アスベスト問題は終わっていないどころか、被害
の本格化はまさにこれからなのであり、小手先の対

策で「幕引き」をさせてはならない。その誓いを新
たにした一周年行動であった。本号では、概要の
紹介だけになってしまうが、とりわけシンポジウムの
内容については、ぜひ何らかのかたちで別途紹介
できるようにしたいと考えている。
また、前述のとおり、5月18-19日、韓国・ソウルでの
日韓共同シンポジウムと、6月30日-7月1日の尼崎で
のクボタ・ショック2周年のつどいが予定されている。
石綿全国連は、今年11月14日で結成20周年を迎
えることから、その前後に総会や記念イベントも計
画される予定である。
さらに、本稿執筆時点ではまだ未確定だが、昨
年7月のタイ・バンコクに続くアジア第2段とも言える
アスベスト会議が、9月頃にベトナム・ハノイで開催さ
れる可能性が急遽浮上してきている。2000年のブ
ラジル・オザスコ、2004年の日本・東京に続く、3回目
の世界アスベスト会議（GAC2008）も、2008年末頃
の南アフリカでの開催に向けた準備が進め
られているところである。
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アスベスト問題の「幕引き」を
許してはならない！

石綿対策全国連絡会議は、今年11月で設立20
周年を迎えます。私たちが一貫して掲げてきた「全
てのアスベスト被害者に隙間なく公正な補償・救
済」、「ノンアスベスト社会実現をめざした抜本的・
総合的対策の確立」の実現が、いままさに重大な
局面を迎えています。一昨年夏のクボタ・ショックに
よって、アスベスト問題が国をあげて取り組まなけ
ればならない重要課題として脚光を浴び、私たち
が呼びかけた100万人署名にわずか3か月あまりの
うちに187万人を超す方々から賛同が寄せられた
にも関わらず、不十分な小手先の対応でアスベス
ト問題が終わらされてしまいそうだからです。
政府は、クボタ・ショックから1か月後の2005年7月
29日に最初の「アスベスト問題に関する関係閣僚
会合」を開催し、同年末12月27日の第5回関係閣僚
会合で「アスベスト問題に係る総合対策」をまとめま
した。石綿健康被害救済法の制定、及び大気汚
染防止法、廃棄物処理法、建築基準法等の改正
も、この総合対策の一環として行われたものでした。
2006年9月8日に、第6回目にして、小泉内閣最後

の関係閣僚会合が開催されました。しかし、そこで
は、前年末に取りまとめた「総合対策」の進捗状況
を確認し、積み残し事項及び実施した中で明らか
になった新たな課題等を整理して、次の内閣に引
き継ぐという、当然なされてしかるべき「小泉内閣の

もとでのアスベスト対策の総括」が行われた形跡は
まったくありません。そもそも政府―関係閣僚会合
としての文章自体が一切なく、各省庁の報告文書
の寄せ集めが公表されただけで、あたかもクボタ・
ショック以前の縦割り行政時代に逆戻りしてしまっ
たかのようです。
続く安倍内閣のもとでは、関係閣僚会合は一度

も開催されておらず、開催する意志すら表明され
ていません。政府は、アスベスト問題の「幕引き」は
すんだと考えているのかもしれませんが、そのような
ことを許すわけにはいきません。

「隙間ない補償・救済」の検証

クボタ・ショックによって、アスベストを原因とする
「中皮腫」は、よく知れわたった病名となりました。
中皮腫の労災認定件数は、1978年の第1号認定
以来2004年度末までの累計が502件でしたが、
2005年度は1年だけで503件、2006年度は9月末ま
での半年だけで512件と、わずか1年半で3倍になり
ました。加えて、救済新法による時効救済が2006
年度前半で452件、労災対象以外の住民や自営
業者等を対象とした新法救済が2007年3月12日ま
での時点で2,099件（死亡1,504件、生存595件）で、
総合計は4,068件となっています（表1）。
救うべき対象を全中皮腫事例（推定）とすれば、
補償・救済率（表1の「認定率」）は約30%と試算され
ます。過去の事例も全て対象とする新たな救済初
年度の実績として果たしてこれは十分と言えるで

アスベスト問題は終わっていない！
～隙間なく公正な補償・救済を実現させよう～
3.25 労働者・市民シンポジウム/3.26 労働者・市民集会

基調報告
石綿対策全国連絡会議
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しょうか。中皮腫の2倍と言われる石綿関連肺がん
に関しては、認定率の試算結果はわずか4.5％と、
ほとんど救済できていないことが明らかです。また、
中皮腫の約80%がアスベストへの職業曝露による
ものと言われていますが、表1の「寄与率」をみると、
本来、労災補償か時効救済の資格があるものが、
低額の新法による救済で済まされているのではな
いかという疑念が生じます。
そればかりでなく、国家公務員については、気象
庁、北海道開発局、水産庁から中皮腫事例4件の
報告がなされているものの、全体状況は（誰が把握
するのかも）明らかではなく、地方公務員災害補償
基金は私たちに対して、昨年末で10件台後半の
請求がなされていることは明かしたものの自ら公表
しようとはしていません。社会保険庁は船員保険
における実績の公表を求めたのに対して、検討す
ると言ったきり回答がありません。旧国鉄職員の業
務災害補償等を扱う（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構国鉄清算事業本部は、2007年2月1日現

在の認定件数67件（中皮腫35
件、肺がん16件、その他16件）
等と公表していますが、旧専売
公社、旧電電公社関係の実態
は明らかにされていません。他
にも関連する制度があります。
このような状態は、政府には、

「隙間ない救済」という自らの公
約が実現できているかどうかを
検証する意思も体制もないという
ことを示すものにほかなりません。
発端となったクボタの労働者

のアスベスト被害は、2004年度
末時点で93件（中皮腫46件、
肺がん20件、その他27件）で
あったものが、その後に発症あ
るいは会社に連絡があったもの
を加えて、2005年度末には132
件（中皮腫60件、肺がん35件、
その他37件）、2006年9月末時
点では144件（中皮腫65件、肺
がん・その他79件）へと増え続

けています（ほとんど（中皮腫は全て）が尼崎市の
旧神崎工場関係）。このような状況であるにも関わ
らず、厚生労働省が公表した労災認定事例に係
る事業場名は、2004年度以前分についてだけで
あって、その後の激増分については明らかにされ
ていないままです。
工場や鉱山等の周辺住民の健康や命を奪う

「アスベスト公害」を引き起こしているのが、尼崎だ
けにとどまらず、全国各地にひろがっていることも明
らかになってきています。中皮腫だけですでに百
名以上の被害者が出ている尼崎についてすら、被
害者・家族等が研究者に依頼した「尼崎市クボタ旧
神崎工場周辺に発生した中皮腫の疫学評価」に
よって、クボタのアスベストが原因であることが明ら
かにされたものの、国や自治体による被害実態の
全貌の把握と原因の究明はなされていません。尼
崎以外の住民被害等に関しては、なおさらです。
私たちはまた、企業や自治体による健診の結果に、
住民の石綿肺もみられているにもかかわらず、ま
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た、建設業等の自営業者に石綿肺が発症している
ことが明らかであるにも関わらず、救済新法の対
象疾病から石綿肺が外されたままであることに、深
い憤りを感じています。
「隙間なく公正な補償・救済」の実現はもとより、
わが国における石綿被害の実態の解明も、今後の
課題として残されているのです。

全てのアスベスト被害者に
公正な補償・救済を

表2は、石綿全国連が作成した、労災補償と新
法による救済の比較で、「◆救済の隙間」及び「▼公
正さを欠く点」を示しています。私たちは、救済新
法の「見直し」は、部分的な手直しですませるわけに
はいかず、事実上の「作り直し」でなければ対処でき
ないと考えています。
ここで示した他にも、クボタのような法律を超える

「上積み補償制度」の問題や、労災補償や時効救
済の「官民格差」などの問題も存在しています。認
定基準やその運用等も含めて、補償・救済をめぐる
問題点は広範囲にわたっており、詳しい解説は省
略しますが、主な問題点だけでも、以下のような点
があげられます。

・ 新たな時効切り捨ての続出（生存中本人申請要
件、過去分は3年以内）
・ 迅速な行政救済からほど遠い（とくに新法救済
では全数環境大臣の医学判定→環境再生保
全機構の役割は単なるメッセンジャーにすぎない
実態）
・ 被災者・家族に多大な医学的立証責任
・ 医学的診断精度の向上等を救済制度に持ち込
むべきではない―新法救済では「判定保留」事
案続出
・ 「石綿肺がん」をほとんど救済できていない
・ 対象疾病以外の石綿関連疾患（とくに石綿肺）
・ 認定事業場名、市区町村別中皮腫数等の公表
・ 救済財源の事業主負担のあり方

補償を行うべき企業がすでに存在しない場合や
「クボタ並み」の補償を実施できない企業もあるこ

とに加えて、環境曝露の発生源が工場から建築
物等の改修・解体等に移行していくにつれて、加害
者を特定できない被害事例が将来増えていくであ
ろうことも予想されます。それらも含めて、アスベスト
の使用を早期に中止させることを怠り、かえってそ
の使用を事実上義務づけたり、促進してきた面す
らある、国の責任を回避することはできません。結
局、個別企業の対応のみによっていたのでは正義
が実現することにはならず、国としての対応が必要
になってくることは不可避であると考えられます。
フランスではすでに、職業曝露か環境曝露によ
るものかを問わずに平等な補償を行う「アスベスト
被害者補償基金（FIVA）があり、ベルギーで4月1日
から、非職業性のアスベスト被害者を対象とした補
償制度がスタートし、イギリスやオランダでも同様の
動きがあると伝えられています。わが国の補償・救
済制度の見直しを急ぐべきです。

石綿曝露者の健康管理対策

アスベストによる健康被害対策は、疾病が発症
してしまった場合の補償・救済に限られるものでは
ありません。この点では、まず、政府の検討会報告
書等でも何度も勧告されていながら、いまだに実現
していない中皮腫等の登録制度の確立が重要で
す。臨床現場における中皮腫等の診断精度の向
上までをも新法のもとでの医学判定が担うかのごと
きいびつな現状は早急に是正される必要がありま
す。また、因果関係の究明のためにも同制度は寄
与できるものと考えられます。厚生労働省（健康局
総務課がん対策室）は、2007年2月22日に、「『中皮
腫登録のあり方についての研究』の一環として行う
一般住民を対象とした健康調査のための予備調
査の実施について」発表しましたが、実効性のある
中皮腫登録制度を構築していくためには、患者・家
族、労働者、市民の参加が不可欠です。被害者の
悲願である治療法の開発等についても同様です
過去アスベストに曝露した者に係る健康管理対
策については、関係閣僚会合の「総合対策」でも一
定ふれられながら、船員であった者に対する健康
管理手帳の創設以外には、いまだに何ら恒久的な
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具体策の講じられていない課題です。
曝露労働者対策としては、行政指導による事業
主による離退職者健診が一定行われていますが、
その内容等の妥当性は検証されておらず、いつま
で続けられるかも不透明です。倒産企業等の離
退職者に対しては、厚生労働省委託事業による特
別健康診断が行われたものの一過的なものにすぎ
ません。「総合対策」で「調査研究の結果を踏まえ…
見直しを行う｣こととされている健康管理手帳制度
の見直しが早急に実施されるべきであり（厚生労働
省はこのための検討会を参集していると伝えられ
ていますが、その事実すら公表されていません）、

石綿全国連は早くから、①交付対象者を3か月以
上の石綿曝露作業従事者に拡大、②「常時従事」
要件を撤廃するとともに、③本人の申請によらず事
業者の責任で交付手続をするようにし、④過去の
離・退職者についても遡及適用すること。また、⑤
手帳所持者が無料で健診を受けることのできる医
療機関を全ての医療機関に拡大すること等を要求
してきています。
「総合対策」ではまた、「『石綿に関する健康管理
等専門家会議』において検討し、その結果を活用し
て、一般住民等の健康管理の促進を図る」ともして
いました。しかし、同専門家会議の報告書は、「中
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皮腫登録のあり方の検討の必要性」を提起してい
ることは注目されるものの、労働者の場合の健康管
理手帳制度のような、「一般住民等の健康管理体制
の確立」に関する具体的提言はなされていません。
環境省の「石綿の健康影響に関する検討会」では、
①健康リスク調査（大阪府泉南地域、尼崎市、鳥栖
市）、②健康影響実態調査（大阪府、佐賀県）、③尼
崎市コホート調査等が進められているようですが、
そこから何が生まれてくるのかも定かではない状
況です。現在、一部の地方自治体や企業によって
行われている健康診断は、健康管理対策とは言え
ず、妥当性、将来性等も不透明なままです。
労働者と同様の職業曝露の可能性のある自営
業者や、学校等における吹き付けアスベスト等に曝
露した可能性のある児童・生徒･学生等の健康管
理対策の考え方・あり方等については、検討すらさ
れていない状況であり、このような重要な課題を放
置したまま、終わらせるわけにはいきません。

全面禁止の実現はいつか

2004年10月1日からわが国で実施された原則禁
止は、条文上は10種類の石綿含有製品の禁止（禁
止品を列挙するネガティブリスト）にすぎませんでし
たが、クボタ・ショック前の時点ですでに、2005年4月
にILO石綿条約批准が審議された参議院外交貿
易委員会で公明党の澤雄司議員から質されて、
厚生労働省は後日、同議員に、2007年を目途にポ
ジティブリスト（禁止除外品を列挙）化する方針を報
告していました。
クボタ・ショック直後の2005年7月8日、尾辻秀久
厚生労働大臣は、「2008年度までに全面禁止」する
方針を表明。7月29日の第1回関係閣僚会合の「当
面の対応」では、「遅くとも2008年までに全面禁止を
達成するため代替化を促進するとともに、全面禁
止の前倒しも含め、さらに早期の代替化を検討す
る」とされ、年末の第5回関係閣僚会合の「総合対
策」では、「全面禁止を前倒しして、関係法令の整
備を行い2006年度中に措置する」と公約しました。
厚生労働省は、「石綿製品の全面禁止に向けた
石綿代替化等検討委員会」を設置して検討を進

め、2006年1月18日にその報告書を公表しましたが、
そこでは、2006年度中のポジティブ・リスト化を示した
ものの、全面禁止の時期は明示されませんでした。
国会審議においても、「完全な（例外なき）全面禁止」
の時期は「『できるだけ早期に』以上のことは言え
ない」という政府答弁で、EUその他諸国の「全面禁
止」にも例外はあり、「ポジティブ・リスト化は実質的な
全面禁止」だと居直ってもいますが、これは公約を
反古にするものと言われても仕方ないでしょう。
ともかく、再び労働安全衛生法施行令が改正さ
れ、経過措置として新たに6品目に再整理された
適用除外製品等を除き、アスベストをその重量の
0.1％を超えて含有する製品等の使用等の禁止
が、2006年9月1日から実施されました。規制対象の
含有率基準の1％から0.1％への引き下げは、2005
年総選挙時の石綿全国連のアンケートに対して、
全政党が賛意を示した事項が実行に移されたも
のです。化学物質等に係る表示及び文書交付制
度の改善関係の労働安全衛生法施行令等の改
正も別途行われて、2006年12月1日からは、アスベ
スト以外も含めた発がん物質に係る関係規制も含
有率0.1％基準で整合化が図られました。
とはいえ、アスベストの全面禁止の実現時期はい
まだに不透明なままであり、その早期実現が求めら
れています（厚生労働省は2007年2月14日に、「鉄鋼
業・非金属製造業の設備で使用されるジョイントシー
トガスケット等の非アスベスト化について」発表し、
「今後とも早期に代替化が行われるよう指導してい
く」としています）。輸出の禁止や海外移転の規制
に関する規定・仕組みがないことなども課題です。

既存石綿対策の「整合性」

これまでのわが国の既存アスベスト対策に関し
ては、数多くの省庁や法令が関与していながらも、
①それらの間で「整合性」や「連携」を欠き、また、②
「隙間」も多く、さらに、③規制等の周知・遵守の徹
底、執行体制上の問題も多い、ことなどが指摘され
てきました。最大の弱点は、何といってもアスベスト
対策に係る国としての「戦略」の不在であったと言え
るでしょう。クボタ・ショックを契機に求められたのは、
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まさにそのような状況を抜本的に変革することでし
た。
既存アスベスト対策に関しては、大気汚染防止
法、廃棄物処理法、建築基準法が改正されました。
しかし一言で言えばいずれも、原則使用禁止とい
う新たな局面に対応した労働安全衛生法令、とり
わけ石綿障害予防規則の2005年7月1日施行まで
に当然行われるべきだった対応の遅れを、クボタ・
ショック後のどさくさに紛れて取り戻したにすぎず、
その点ですら十分とは言えない内容にとどまってい
ます。労働安全衛生法の法改正は行われず、既
述の禁止規制のポジティブ・リスト化と含有率基準
の引き下げを除くと、マイナーな石綿障害予防規則
の改正が2006年9月から実施されただけです。
例えば、規制対象となる石綿建材等の石綿含
有率基準は、労働安全衛生法・石綿障害予防規

則では、前述のとおりクボタ・
ショック直後に、1％から0.1％
への引き下げの方針が固ま
りました。大気汚染防止法
では、法令ではなく施行通
知で1％基準を示していまし
たが、2006年7月に都道府
県等に示された改正法の
解説である「建築物の解体
等に係る石綿飛散防止対
策マニュアル」では、「『石綿
を含有する』とは…石綿を
意図的に含有させたことを
言い、それが不明な場合に
あっては、石綿の質量が当
該建築材料の質量の一％
を超えることをいう」としてい
ます。意図的含有の場合に
は0.1％以下の場合も含まれ
るようにも読めますが、なぜ
0.1％基準を採用しないのか
疑問です。施行令改正案
のパブリック・コメントで寄せ
られた意見に対する回答（7
月31日）の中で、「労働安全

衛生法施行令及び石綿障害予防規則の改正に
より石綿含有率が0.1％超えに変更になる場合は、
その運用方針も見ながらできるだけ合わせてまい
りたい」としていますが、いまだにマニュアルの記述
は変更されていません。廃棄物処理法令では、含
有率基準は示されていませんでしたが、改正廃棄
物処理法施行令により0.1％基準を採用しました。
また、国会審議で国土交通省は「建築基準法独自
に含有率の数値を定めることは考えていない」と
答えたものの、法改正に伴う建築基準法関連告示
で規制対象を、①吹き付け石綿、及び、②吹き付
けロックウールでその含有する石綿の重量が当該
建築材料の重量の0.1％を超えるもの、と明示しまし
た。
また、規制対象となるアスベスト含有建材等の
範囲について、石綿障害予防規則は、レベル①―
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石綿含有吹き付け、レベル②―石綿を含有する耐
火被覆材、保温材、断熱材、レベル③―上記以外
の石綿含有材、と称して、曲がりなりにも全ての石
綿建材等について各々のレベルに応じた規制を設
けました。改正大気汚染防止法令では、特定建
築材料として、従来のレベル①にレベル②に対応
するものを追加して、①と②の区別をつけない同じ
規制をかけたものの、レベル③に対応する部分の
対策については、法令による規制ではなく、前述の
マニュアルによる行政指導を示すにとどまっていま
す。改正廃棄物処理法令では、特別管理産業廃
棄物としての廃石綿等として、①と②の区別をつけ
ない同じ規制改正廃棄物処理法では、レベル①と
②の部分を含めて特別管理産業廃棄物としての
廃石綿等として、①と②の区別をつけない同じ規
制の対象としたうえで、レベル③に対応するものに
対しても、「石綿含有一般廃棄物」及び「石綿含有
産業廃棄物」として「収集、運搬、処分等の基準」を
示しました。他方、改正建築基準法は、レベル①の
石綿含有吹き付けうちの、そのまた一部としての、
吹き付け石綿及び石綿含有吹き付けロックウール
のみに限定した、新たな規制を導入したものです。
各省庁まかせではない関係閣僚会合のもとで

の「総合対策」と言っても、このようになかなか「整合
性」がとれないということは、より強力な政府一体化
の方策を必要としていることを証明していると言え
ます。

既存石綿対策の「隙間」

しかも、いずれの法令も基本的に、建築物等の
解体等作業が行われる段にならないと発動されな
い仕組みとなっています。唯一の例外は、石綿障
害予防規則が事業主に対して、「その労働者を就
業させる建築物の壁、柱、天井等に吹き付けられ
た石綿等が損傷、劣化等によりその粉じんを発散
させ、及びその労働者がその粉じんに曝露するお
それがあるときは、当該石綿等の除去、封じ込め、
囲い込み等の措置を講じなければならない」として
いることです。これにより事業者は、吹き付け石綿
等の調査及び状況の把握をしなければなりません

が、石綿全国連が要求した「措置を講ずべき場合
の基準」及び「いずれの措置を講ずべきかの判断
基準」が明確ではない上に、義務自体が周知され
ていないのが実状です。
今回の建築基準法改正の関連で事態が改善

することが期待されましたが、宅地建物取引業法
施行規則の改正で重要事項説明に追加されたの
は、「当該建物に石綿の使用の有無の調査の結
果が記録されているときは、その内容」であって、調
査の実施及び結果の記録を義務づけるものではな
く、住宅性能表示基準等の改正で石綿関連項目
が盛り込まれているものの、同基準による評価を受
けるかどうかは申請者の判断によるものです。建
築基準法12条1項に基づく定期調査報告書の様
式が、吹き付け石綿等の実態把握をより適切に行
うために改正され、「石綿を添加した建築材料の調
査状況」の欄が新設され、この欄に吹付け石綿等
がある旨を記入した場合には、「一般構造の調査状
況」においても併せて「不適合の指摘あり（既存不適
格）」をチェックする必要があるとされたことが、今
後どのように運用されるか、注目していく必要があり
ます。
国土交通省住宅局長名で2006年10月1日付け

で都道府県宛てに発出された、改正法施行に係
る技術的助言の通知（国住指第1539号）は、「吹付
け石綿等が使用されている建築物については、民
間建築物における吹付けアスベストの実態調査、
定期調査・報告等により把握した上で、必要に応じ
て、報告聴取、立入検査を行い、建築物の所有者
等に除去等の飛散防止措置の実施を指導」し、「石
綿の飛散により著しく衛生上有害となるおそれがあ
ると判断される場合には、法第10条に基づく勧告、
命令の厳正な適用を図られたい」としています。た
だし一方で、「石綿繊維の濃度の基準については、
現時点で室内環境の基準はなく、石綿繊維の濃
度測定結果に基づき、勧告・命令の判断を一律に
行うことは困難である」とも言っています。これも、
運用次第で効果が左右されるという状況です。
すなわち、現在、どこに、どのようなかたちで、どれ

だけのアスベストが存在しているかを、誰が、いつ、
どのように調査・把握するかを規定した法令は存

特集／石綿被害救済新法一周年
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在していないということです。クボタ・ショック後、各
省庁等の指示により全国で建築物等のアスベスト
調査等が実施されましたが、この調査の法的裏付
けは存在せず、調査方法及び実施状況の妥当性
等も検証されていません。1980年代後半の「学校
パニック」のときと同様の諸問題が再燃することは
避けられないと考えられます。
濃度基準等については、現在、法令で策定され

ているのは、労働安全衛生法令による屋内作業環
境基準（管理濃度）＝0.15繊維/cc＝150繊維/リット
ル、及び、大気汚染防止法令による敷地境界基準
（アスベスト粉じん発生施設と周辺環境との敷地
境界における規制基準）＝10繊維/リットルだけで
す。これらはいずれも、アスベスト含有製品製造工
場を主眼としたものであって、新たな製造等が原
則禁止されたことから、現実に発動される場面はな
くなっています。
そして、必要とされるような濃度基準等を定めて
いる法令は、いまだにひとつも存在していないのが
実状です。国土交通省の社会資本整備審議会建
築分科会にアスベスト対策部会が設置され、2005
年12月に「建議『建築物における今後のアスベスト対
策』」がまとめられました。その概要のひとつに、「室
内空気中のアスベスト繊維濃度の指標を検討す
ることが必要」との項目があげられています。この
建議を踏まえて、アスベスト室内濃度測定委員会
が参集され、委員の一人（名取雄司・アスベストセン
ター所長）から根拠を示して「建物内の石綿濃度指
針を0.3繊維/ccとする提案がなされていますが、採
用されず、それに代わる濃度指標も示されませんで
した。この提案は、2006年3月にまとめられた「アス
ベストによる健康障害対策に関する緊急研究建築
物室内のアスベスト濃度指標の検討報告書」の本
体にも収録されないで、議事録と一緒に別冊化さ
れたうえ、ウエブでも公表されていない状況です。

既存アスベスト対策の原則

このような状況を踏まえれば、改正された関連法
令を含めて既存の法令を遵守しているだけでは十
分な対策とは言えず、また、企業なり所有者、管理

者としても、法令さえ守っていれば責任を果たして
いると言い切れない実状にあります。クボタ・ショッ
ク後、多くの地方自治体がアスベスト対策に関連し
た条例等を策定していますが、これらは改正諸法
令の施行に対応した見直しが必要なだけでなく、
そのような観点からも見直される必要があるでしょう
（現に国の法令の不備を補うような条例も見受けら
れます）。
その際、既存アスベスト対策の主な原則として、
以下の点をあげることができます。

・ 全てのアスベスト含有製品等を対象とする
・ 把握・管理・除去・廃棄等を一貫した対策をたて
る
・ 有害性・飛散性等による優先順位付け
・ 有害性（青・茶石綿含有製品）
・ 飛散性（吹き付け、保温材・断熱材・耐火被覆板
等）
・ 利用状況（不特定多数者の利用の有無・頻度
等）による優先順位付け
・ 特別な管理が必要な石綿等（優先順位の高い
石綿等）の取り扱いは認可を受けた業者、それ
以外は粉じん飛散防止の一般原則の徹底
・ 封じ込め、囲い込みは「管理」対策のひとつで
あって「措置済み」ではないことの徹底（「除去」す
るまでの管理計画）
・ 計画的・段階的・継続的取り組み（年次計画の作
成等）
・ 情報公開／関係者の教育・参加／人材・財政
的裏付け

国レベルではやはり、各省庁まかせの現状を転
換して、「アスベスト対策基本法」の制定、及び、政
府においては、省庁間の縦割り行政の弊害を克服
するため、内閣府のもとに「アスベスト対策会議」を
設置するとともに、アスベスト被害者とその家族、労
働者、市民等の代表を含めた「アスベスト対策委
員会」を設置すること等も重要な課題として残され
ています。

石綿問題は終わっていないし、小手先の

対策で終わらせてはならないのです。
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医学的判定に係る資料に関する留意事項
平成19年3月26日

中央環境審議会 石綿健康被害判定小委員会

石綿による健康被害の救済に関する法律が施
行されて約1年が経過し、当委員会において、申請
時に提出された医学的資料を基に、中皮腫及び
石綿による肺がんについて、医学的判定のための
審議を行ってきたが、当該審議に必要な医学的資
料が不十分であり、判定保留となっている事案が
見受けられる。
医学的判定の考え方については、既に環境省か

らの通知（環保企発第060313003号平成18年3月
13日環境保健部長通知。以下「施行通知」という。）
（抜粋を別添［省略―2006年4月号37頁参照］）
に示されている。また、迅速に医学的判定を行い、

救済につなげるために、当委員会において医学的
判定に係る資料に関する留意事項（平成18年6月
6日［2006年7月号12頁参照］）にて医療機関や医
療関係者が留意すべき事項をまとめたが、今回、
医学的判定のための審議の内容を踏まえ、より迅
速な審議に資するため、一部を改訂した。医療機
関や医療関係者は、施行通知の考え方に即した
以下の留意事項を踏まえ、医学的資料を申請者・
請求者に提供することが重要である。当委員会と
しても、この留意事項に基づいて医療機関へ補足
資料、追加資料の提出を依頼する場合がある。
また、独立行政法人環境再生保全機構は、被

基労補発第0314001号
平成19年3月14日

都道府県労働局労働基準部長殿
厚生労働省労働基準局
労災補償部補償課長

石綿による肺がん事案の
事務処理について

石綿による疾病の認定基準については、平成
18年2月9日付け基発第0209001号「石綿による疾
病の認定基準について」（以下「認定基準」という。
［2006年4月号58頁参照］）により示され、このうち、
肺がんについては、認定基準記の第2の2に掲げら
れているとおり、石綿にばく露したことを示す医学
的所見（胸膜プラーク、石綿小体又は石綿繊維）
が得られ、かつ、石綿ばく露作業への従事期間が

10年以上あることが認定要件の1つとされた。
認定基準では、石綿小体に関して、肺がんの発
症リスクを2倍に高める石綿ばく露量として「乾燥
肺重量1g当たり5000本以上」が示されているが、
石綿ばく露作業に10年以上従事した場合にも、肺
がん発症リスク2倍と評価されていることから、この
期間石綿ばく露作業に従事した労働者の肺内に
は、「乾燥肺重量1g当たり5000本以上」と同水準
のばく露量が想定されるところである。
したがって、石綿小体に係る資料が提出され、
乾燥肺重量1g当たり5000本を下回る場合には、
「乾燥肺重量1g当たり5000本以上」と同水準の
ばく露とみることができるかどうか、という観点から、
作業内容、頻度、ばく露形態、石綿の種類、肺組織
の採取部位等を勘案し、総合的に判断することが
必要である。
このため、「乾燥肺重量1g当たり5000本以上」
の基準に照らして、石綿小体数が明らかに
少ない場合には、本省あて照会されたい。

特集／石綿被害救済新法一周年
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害者及びその遺族の迅速な救済を図る観点から、
以下の留意事項について、医療機関、医療関係
者等への周知に努められたい。
なお、これらの留意事項は、現在の医学的知見
や技術等に基づいたものであり、当該知見や技術
の進展等に伴って変更し得るものである。

記

1  中皮腫について

臨床所見、臨床検査結果だけでなく、病理組織
学的検査に基づく確定診断がなされることが重要
であり、その結果なしでは、中皮腫であるかどうか
の判定をすることは困難であることから、医学的資
料の提供に当たっては、以下の事項に留意する必
要がある。

（1） 画像所見の重要性について

中皮腫の確定診断における臨床所見、臨床検
査結果の評価に当たり、胸部エック
ス線とCT検査フィルムについては医学的判定
のための重要な情報であり、確定診断の根拠に至
るまでのフィルムを添付すること。

（2） 病理組織学的検査記録がある場合について

① 医学的資料の提供に当たっては、HE染色に
よる形態的特徴及び免疫染色の結果につい
て、詳細に記載すること。
② 肺がん、その他のがん、胸膜炎などとの鑑別も
必要であるため、HE染色によって上皮型、肉腫
型、二相型などの組織学的分類を行った上で、
陽性となる抗体及び陰性となる抗体で所見を確
認すること。
  免疫染色については、これまで集積された知
見から、上皮型中皮腫の場合には、陽性となる
抗体（中皮細胞を同定するために用いる抗体）
としてcalretinin、陰性となる抗体（肺がん（腺
がん）を除外するために用いる抗体）としてCEA
を、肉腫型中皮腫の場合には、陽性となる抗体
（中皮細胞を同定するために用いる抗体）とし
てCAM5.2やAE1/AE3、陰性となる抗体（他の

肉腫に特徴的に陽性となる抗体）として、例えば、
smooth muscle actin, desmin, S100, CD34な
どの適当な抗体を用いることが重要であり、これ
らの結果を添付することが強く推奨されること。
  上記以外に、上皮型中皮腫の場合には、
陽性となる抗体としてWT1, cytokeratin5/6, 
thrombomodulin, D2-40など、陰性となる抗
体としてTTF-1, Ber-EP4, B72.3, Leu-M1, 
MOC-31, BG8, NapsinAなど、肉腫型中皮腫
の場合には、陽性となる抗体としてcalretinin, 
WT1, D2-40, EMAなど、これらの抗体を用いた
免疫染色の結果も参考になる場合があること。
③ 女性の腹膜中皮腫の場合には、卵巣を原発
とするがんとの鑑別のため、Ber-EP4,MOC-31
などの卵巣がんに特徴的に陽性となる適当な抗
体を用いての免疫染色の結果を確認すること。

（3） 病理組織学的検査記録がない場合について

① 施行通知にあるように、申請に当たっては、原
則として病理組織学的検査の結果を提供する
ことが重要であるが、病理組織学的検査が行わ
れていない事案では、細胞診でパパニコロウ染
色とともに免疫染色などの特殊染色を実施した
場合には、その他の胸水の検査データや画像
所見等を総合して中皮腫であると判定できる場
合があることが示されている。これに関しては、
以下の事項に留意する必要がある。
（ア）細胞診については、パパニコロウ染色による
形態的特徴及び免疫染色の結果について、
詳細に記載すること。

（イ）免疫染色を実施するに当たっては、陽性と
なる抗体（中皮細胞を同定するために用いる
抗体）としてcalretinin、陰性となる抗体（肺
がん（腺がん）を除外するために用いる抗
体）としてCEAを用いた免疫染色の結果を
添付することが強く推奨されること。上記以
外の陽性となる抗体として、cytokeratin5/6, 
thrombomodulin, D2-40などが、陰性となる
抗体として、Ber-EP4, MOC-31などがあり、こ
れらの抗体を用いた免疫染色の結果も参考
になる場合があること。
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※細胞診結果を医学的判定に用いることが
できる場合は、上皮型中皮腫や二相型中
皮腫の場合に限られ、肉腫型中皮腫では、
現在のところ、細胞診結果を用いて判定が
できるとするに足る十分な知見がないため、
病理組織学的検査の結果がなければ判定
できないことに注意する必要がある。

② 女性の腹膜中皮腫の場合には、卵巣を原発
とするがんとの鑑別のため、Ber-EP4,MOC-31
などの卵巣がんに特徴的に陽性となる適当な抗
体を用いての免疫染色の結果を確認すること。

2  肺がんについて

原発性肺がんであって、喫煙者・非喫煙者にか
かわらず、肺がんの発症リスクを2倍以上に高める
量の石綿ばく露があったとみなされる場合に、石綿
を吸入することにより発症したものと判定できること
から、医学的資料の提供に当たっては、以下の事
項に留意する必要がある。

（1） 原発性肺がんについて

原発性肺がんであることの確認は重要であり、
他臓器の悪性腫瘍の既往がある場合には、転移
性肺腫瘍の可能性もあるため、病理組織学的に
十分に鑑別する必要があること。また、必要に応
じ、免疫染色を行うこと。

（2） 発症リスクを2倍以上に高める量の石綿のば
く露に該当する医学的所見について

（2-1） 画像所見による医学的所見について
① 胸膜プラークについて
  胸膜プラークの確認に当たっては、胸部エック
ス線画像又は胸部CT画像を用いて、限局性で
斑状に肥厚していることを十分に確認すること。
② 胸部エックス線検査でのじん肺法（昭和35年
法律第30号）第4条第1項に定める第1型以上と
同様の肺線維化所見及び胸部CT検査での肺
線維化所見（以下「肺線維化所見」という。）に
ついて
  通常CT検査に加えて、 高分解能CT
（HRCT）検査が肺線維化所見の同定に有用

である場合が多いので、可能な限り、HRCT画
像も提供すること。

（2-2） 石綿小体・石綿繊維による医学的所見に
ついて
① 肺内石綿小体・石綿繊維の計測は技術的に
難しいものであるため、一定の設備を備え、かつ、
トレーニングを受けたスタッフのいる専門の施設
で実施することが望ましいこと。
② 石綿小体・石綿繊維の計測の際は、必ず非
腫瘍部を用いること。
③ 肺内石綿小体・石綿繊維の計測結果の記載
に当たっては、検出下限値の記載が重要である
こと。（判定様式第6号）
④ 肺内石綿小体・石綿繊維の計測について、具
体的な採取方法や計測方法などの情報は重要
なので、その内容を記載すること。

3  判定様式第1号～第6号の記載について

（1） 判定様式第1号（診断書（中皮腫用））の記
載について

① 臨床経過を記載するに当たっては、確定診断
日までの臨床経過に留まらず、申請日に近い時
期まで記載すること。
  特に、手術や生検の実施の有無及び治療内
容やその結果、経過は重要であることから、それ
らの内容については詳細に記載すること。
② 胸部エックス線とCT検査フィルムについては
医学的判定のための重要な情報であるので、
確定診断の根拠に至るまでのフィルムを添付す
ること。
③ 確定診断日から申請日までの間が長期にわた
る場合には、最近実施された病理組織学的検
査やCT検査などの検査結果を提供すること。

（2） 判定様式第2号（診断書（石綿を原因とする
肺がん用））及び第3号（石綿が原因であること
の根拠に関する報告書（石綿を原因とする肺が
ん用））の記載について

① 胸部エックス線とCT検査フィルムについては医
学的判定のためには欠くべかざる情報であるの

特集／石綿被害救済新法一周年
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で、可能な限り確定診断の根拠に至るまでのフィ
ルムを添付すること。肺がんについては、CT検査
フィルムがないと判定のための審議ができない場
合が非常に多いことに留意する必要がある。
② CT検査フィルムについては、撮影されている
胸郭内の全レベルにおける肺野条件と縦隔条
件の画像を添付すること。

（3） 判定様式第4号（病理組織診断書）の記載に
ついて

① 判定様式の記載は、実際に病理組織学的検
査を実施した医師が行うことが原則であり、病理
医が検査を実施した場合は、主治医ではなく、
当該病理医が判定様式に記載することが望ま
しい。検査を実施した医師が不在の場合や他
の医療機関等で検査を実施した場合等で、や
むを得ず主治医が判定様式に記載する場合に
は、判定様式とともに、検査を実施した医師が記
載した病理組織診断書等の写し又は他の医療
機関等で作成された病理組織診断書等の写し
も添付すること。
② 検査材料の大きさや検査材料を採取した部
位によっては、判定が困難である場合があること
から、手術時等に採取したより大きな検査材料を
用いた検査結果を優先して提供すること。
③ 「診断名」の欄には、臨床診断名を記載す
るのではなく、病理診断名を記載すること。また、
「所見」の欄には、病理所見を記載すること。
④ 判定様式第4号は、中皮腫に係る病理組織
学的資料の提供に当たって必要な様式であり、
肺がんに係る病理組織学的資料を提供する必
要がある場合には、この様式を用いる必要はな
いこと。

（4） 判定様式第5号（細胞診報告書）の記載につ
いて

① 判定様式の記載は、実際に細胞診を実施し
た医師等が行うことが原則であり、病理医が細
胞診を実施した場合は、主治医ではなく、当該
病理医が判定様式に記載することが望ましい。
検査を実施した医師等が不在の場合や他の医

療機関等で検査を実施した場合等で、やむを得
ず主治医が判定様式に記載する場合には、判
定様式とともに、検査を実施した医師等が記載
した細胞診報告書等の写し又は他の医療機関
等で作成された細胞診報告書等の写しも添付
すること。
② 「診断名」の欄には、臨床診断名を記載する
のではなく、細胞診診断名を記載すること。また、
「所見」の欄には、細胞診所見を記載すること。

（5） 判定様式第6号（石綿計測結果報告書）の
記載について

① 判定の様式は、実際に石綿小体等を計測し
た医師等が記載することが望ましい。検査を実
施した医師等が不在の場合や他の医療機関等
で検査を実施した場合等で、やむを得ず主治医
が判定様式に記載する場合には、判定様式とと
もに、検査を実施した医師等が記載した石綿小
体等の測定結果等の写し又は他の医療機関等
で作成された石綿小体等の測定結果等の写し
も添付すること。
② 検査材料の大きさや検査材料を採取した部
位によっては、判定が困難である場合があること
から、手術時等に採取したより大きな検査材料を
用いた検査結果を優先して提供すること。

4  写真等に係る追加資料の依頼について

（1） 肉眼像及び組織像に係る写真等があれば、
病理組織学的検査の評価の参考になることか
ら、その写真等（病理標本を含む）の提出を依
頼する場合があること。

（2） 細胞像に係る写真等があれば、細胞診の評
価の参考になることから、その写真等（細胞診
標本を含む）の提出を依頼する場合があること。

（3） 肺組織切片から作成したHE標本等におい
て、石綿小体の存在が容易に確認できる場合に
は、その旨を記載し、併せて石綿小体の写真を
添付すること。

（別紙） 参考文献リスト［省略］

http://www.env.go.jp/air/asbestos/
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2003年に欧州委員会は、｢欧州職業病一覧表に
関する委員会勧告」（http://ec.europa.eu/employ
ment_social/news/2003/sep/occdis_recc_en.
pdf）を採択している。欧州労連労働安全衛生
局（ETUC-TUTB、現在は研究・教育・安全衛生
のための欧州労働組合研究所（ETUI-HESA））
のニューズレターNo.26（2004年12月）は、「職業病
に関する新たな勧告：いくつかの進展、しかし調
和化には不十分」という記事で、これを評してい
る（http://hesa.etui-rehs.org/uk/newsletter/
files/Pages23-24.pdf）。
｢新たな勧告は、以前のものと同様に概括的に
構成されている。第1の表は、全ての加盟国で認め
られるべき職業病からなる。第2の表は、届出の対
象とされるべき、また、今後第1の表への包含を検討
されるべき、職業性が疑われる疾病のリストである。
新たな勧告は全体的に、委員会の2001年の提
案に沿ったものである。欧州労連が提示した改善
提案の大部分は拒絶されたものの、いくつかは取り
上げられた。
・ 国の職業病に関する統計は、性別によって分類
されるべきである（このことは現在、例えばフラン

スのように、いくつかの国では行われていない）
・ 職業病の報告における、国の医療システム及び
医療スタッフの積極的な役割
・ 新しい筋骨格系障害―手根管症候群及び3つ
のカテゴリーの滑液包炎（新しい区分の506.10。
506.11、506.12）―が職業病リストに明確に含め
られた［2007年4月号特集も参照］
いくつかの点では、一定の政府に支持された使
用者の圧力の結果、元の提案が『トーンダウン』して
しまった。後退してしまった最悪の部分は、アスベ
スト曝露に起因する喉頭がんに関するものである。
当初の計画は、加盟諸国により認められるべき職
業病に含めるというものだったが、職業性が疑われ
る疾病のリストに格下げされてしまった。いくつか
の国では、アスベスト曝露による喉頭がんは認めら
れた職業病とされているのであり、このようにする理
由は全くない。」（｢もうひとつの重大な後退は、重量
物運搬による脊柱の問題に関するものである」。）
この勧告に至る前の基礎的な調査結果が、｢
欧州職業病統計『1995年パイロットデータの評価』」
（1999年、以下｢Eurostat 1999」という）、｢欧州職
業病統計（第1段階：方法論」（2000年、｢Eurostat 

古谷杉郎
全国安全センター事務局長

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準

喉頭がん、プラークも補償対象
肺がん認定基準改正は急務
欧州諸国の対象疾病・認定基準との比較
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2000」）という報告書にまとめられている。
また、労災職業病保険欧州フォーラムが2006年
にまとめた｢欧州におけるアスベスト関連職業病：
認定―件数―特別のシステム」（｢Eurogip 2006」）
を最近入手した。（同フォーラムの｢欧州における
職業病―13か国比較調査―届出、認定、補償の
手続と条件」を2002年1・2月号で紹介している。欧
州フォーラムの調査には、25か国に拡大する前の
EU15か国のうち、オーストリア、ベルギー、デンマー
ク、ドイツ、フィンランド、スペイン、フランス、イタリア、オ
ランダ、ポルトガル、スウェーデンの11か国が参加、
ギリシャ、アイルランド、ルクセンブルグ、イギリスの4
か国が参加していない一方で、ノルウェー、スイス
の2か国が加わっている―合計13か国）。
今号では、主にこれらの資料に拠りながら、アス

ベスト関連疾患の補償・認定について、わが国と比
較検討してみたい（1996年3月号23頁の｢EU諸国
の職業病リスト」（1995年の論文の紹介）も参照）。

喉頭がんはリスト化の対象

既述のとおり、EUでは、アスベスト曝露による喉
頭がんが｢職業性が疑われる疾病」として公認さ
れ、労働組合等は職業病リストへの掲載を要求し
ている。Eurogip 2006によれば（38頁の表4参照）
実際、特定の労災保険をもたないオランダを除く12
か国中5か国がすでに職業病リストに掲載しており
（表中の｢リスト・システムのもとでの認定｣）、さらに2
か国で、掲載されていないものの｢補完的システム
のもとで認定」された事例が実際にあるという。ス
ウェーデンは基本的に職業病リストをもたずに個別
立証システムに拠っていて言及がないが、スウェー
デンでも喉頭がんが認定されているとすれば、12
か国中8か国で認定されていることになる。
｢補完的システムのもとでの認定」とは、わが国で
言えば、包括的救済規定―｢その他業務に起因す
ることの明らかな疾病」―のもとでの認定ということ
であり、わが国でもこの規定のもとで、アスベスト曝
露による喉頭がんが認定されることは理論的には
あり得るが、現実問題としては、中皮腫、肺がん、石
綿肺、びまん性胸膜肥厚、良性石綿胸水以外のア

スベスト関連疾患が認定された事例はこれまでの
ところない（喉頭がんの不支給事例はある）。
38頁の表4をみれば、喉頭がん以外にも認定の
対象となっているアスベスト関連がんがあり、とりわ
けフランスの実績が際立っている。これらのアスベ
スト関連がんの認定が、わが国でも今後問題となっ
てくることは確実である。

胸膜プラークも補償対象

認定対象疾病に関してはもうひとつ、わが国の
患者・家族の間でも問題になってきつつある胸膜プ
ラーク（肥厚班）の取り扱いがある。わが国では、胸
膜プラークは、｢病気ではない」―｢それ自身では肺
機能障害を伴わず、胸膜の疾患を意味するもので
はない」（2003年8月26日｢石綿ばく露労働者に発生
した疾病の認定基準に関する検討会報告書」）と
されて、一切、補償の対象とはされていない。
欧州の状況については、若干情報が錯綜？して

いる部分はあるものの、胸膜プラークが補償対象
から締め出されていないことがわかる。
Eurostat 1999の表16a（25頁参照）は、各国に

おいて｢301.21 石綿肺」というコード分類の中に
含められている胸膜異常等をまとめたもので、異
なるコード分類のもとで胸膜プラーク等が補償対
象となっている場合には、この表に現われてこな
いことに注意する必要はあるものの、胸膜プラーク
を補償対象としている国があることを示している。
（Eurostat 1999は、あるコード分類のもとに、どの
疾病を含め、どの疾病を除外すべきかが、検討の
主要課題になっている。）
森永謙二｢諸外国における石綿関連疾患と労
災補償の動向」（2005年）は、Eurostat 2000の問
74～84（32～34頁参照）を要約して｢EU諸国にお
ける石綿関連疾患を職業性疾患とする条件」とい
う表にまとめている。一部転記間違いもみられるた
め、作表し直したものを次頁に示した。
また、Eurostat 1999、Eurostat 2000、Eurogip 
2006の記述からまとめた｢EU諸国における胸膜プ
ラークの労災認定」を19頁に示した。同じ国につ
いてでも報告によって内容が異なる部分もあるが、



20  安全センター情報2007年5月号

報告の目的の違いによるものもあるかもしれない。
胸膜プラークが認定されるかどうかという点に関

してはEurogip 2006が一番詳しいが、職業病リス
トに掲載されている国が8か国、補完的システム及
び立証システムにより認定される国が各1か国で、
12か国中10か国―Eurostat 1999で補足すると、
さらにギリシャ、アイルランド、ルクセンブルグ、イギリ
スが追加される可能性があり、そうすると16か国に
おいて認定され得ることになる。
認定基準は、42頁の付録4にあるごとく、｢わずか

な曝露であっても（even modest exposure）」よい
とされている。ただし、フランスを除くと、｢胸膜プラー
クの結果として肺の能力が低減した」場合に限定
している国が多い模様である。ただし、Eurostat 
1999/2000では、両側性と片側性に区分して示し
ているが、Eurogip 2006では両者の取り扱いの相
違がわからない。
フランスでは、「胸膜プラークの存在のみの証明

によって」補償が得られる。2005年末に環境省が
フランスのアスベスト被害者補償基金（FIVA）を訪
問して入手したその活動報告書の翻訳によって、
測定可能な障害がない場合でも障害率5％という
基本率が適用されるというシステムによって補償さ
れていること、胸膜プラークが補償事例全体の約
80％を占め、平均して約300万円の補償を受け取っ
ていること（詳しい注釈が必要だが、中皮腫の場合
の平均は約1,800万円）なども明らかになっている。
わが国の労災補償システムでは、障害補償は療
養→症状固定・治ゆ後に行われるものとされ、騒音
性難聴の場合を除いて、療養の必要のない疾病
に対しては障害補償が一切なされないということと
比べると、実に大きな違いである。

中皮腫は｢わずかな曝露でも可」

補償対象となっていることは同じ疾病でも、認定

直訳
両側性びまん性線
維症（＋）
肺線維症（－）

両側性胸膜プラーク（＋）
肺線維症（－）
臓側胸膜びまん性線維症（－）

石綿肺（＋）
COPD-肺気
腫（＋）

両側性胸膜線維
症（＋）
COPD-肺気腫（＋）

両側性胸膜プラー
ク（＋）
COPD-肺気腫（＋）

森永氏作成表
の記載

両側びまん性胸膜
肥厚（＋）
石綿肺（－）

両側胸膜プラーク（＋）
石綿肺（－）
びまん性胸膜肥厚（－）

石綿肺（＋）
肺気腫（＋）

両側びまん性胸
膜肥厚（＋）
肺気腫（＋）

両側胸膜プラーク
（＋）
肺気腫（＋）

オーストリア Yes* Yes（1） No No
ベルギー Yes No（広範囲・拘束性はYes） Yes（2） Yes（2） No
デンマーク Yes No Yes（2） No No
ドイツ Yes Yes ― ― ―
フィンランド Yes Yes* Yes（2） No No
フランス Yes Yes Yes（1） Yes（1） Yes（1）
アイルランド No No Yes（1）
イタリア Yes Yes Yes（1） No No

ルクセンブルグ Yes Yes Yes（2） Yes（2） Yes（2）
オランダ No No Yes（1）
ポルトガル Yes Yes Yes（2） Yes（2） Yes（2）
スペイン No No ― ― ―
イギリス Yes No Yes（2） Yes（2）

Yes*： 永久的障害を引き起こすものとはみなさない。
Yes（1）： 拘束性要素（障害）の有無に関わらず。            Yes（2）： 拘束性要素（障害）もある場合。

EU諸国における石綿関連疾患を職業性疾患とする条件（Eurostat 2000による）

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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基準の内容に相違があることも確認できる。
石綿肺の認定基準の検討は今回は省略。
わが国の中皮腫の労災認定基準は、以下のよう

に変遷してきた。
① 1978年―石綿曝露作業従事歴≧5年＋医学
的所見
② 2003年―石綿曝露作業従事歴≧1年＋医学
的所見（胸膜プラークまたは石綿小体/繊維）
③ 2006年―石綿曝露作業従事歴≧1年
2003年認定基準改正の基礎となった｢石綿ばく
露労働者に発生した疾病の認定基準に関する検
討会報告書」では、｢なお、ばく露状況等によって
は、1年より短いばく露期間での中皮腫発症も否定
しえない」とされ、これが運用上も適用されてきた。
数年間のうちに著しい改善と歓迎されてきたが、
欧州諸国の認定基準―Eurogip 2006の付録3（42
頁）の｢曝露基準」は軒並み、｢わずかな曝露でも
可｣あるいは｢数週間｣であり、｢原則1年以上｣のわ

が国よりも緩いことが明らかである。現在、｢運用｣
で処理されている｢1年未満｣事例の認定も、決し
て特例的なものではないことをはっきりさせたい。
より注目されるのは｢医学的基準｣の方である。
付録3の表の記載をみただけでも、病理組織学的
診断の重要性を踏まえつつ、現実的な認定実務を
模索しているように思われるのである。
39頁記載のとおり、｢全国規模で全ての疑われ

る事例の評価を実施する『中皮腫パネル』と呼ばれ
る専門病理医のグループが存在する｣ところでは、
このシステムが補償システムにも大いに貢献する
であろうことは想像に難くない。逆にそれがない場
合には、例えばベルギーのように、｢組織学的検査、
それがない場合、例示的な（suggestive）臨床経過
及び画像に基づく診断」といった次善の―補完的
判断基準を用意しているようである。
石綿対策全国連絡会議が主張しているように、
｢医学的診断精度の向上等を救済制度に持ち込

EU諸国における胸膜プラークの労災認定

国名 胸膜プラーク
（PP） 両側性胸膜プラーク（BPP）

片側性胸
膜プラーク
（UPP）

両側性びまん性胸膜肥厚
（BDT）

片側性びま
ん性胸膜
肥厚（UDT）

良性滲出
性胸膜炎
（BEP）

Eurogip 
2006

Eurostat 
1999

Eurostat 
2000

Eurostat 
1999

Eurostat 
1999

Eurostat 
2000

Eurostat 
1999

Eurostat 
1999

ベルギー ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋
デンマーク ＋ － － － ＋ ＋ － －
ドイツ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋
ギリシャ ＋ ＋ － ＋
スペイン － － － － － － － －
フランス ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ － ＋
アイルランド － － － ＋ － － －
イタリア ＋ （＋） ＋ （＋） ＋

ルクセンブルグ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋
オランダ ＋ － ＋ ＋ － ＋ ＋
オーストリア － ＋
ポルトガル ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
フィンランド ＋ （＋） ＋ － （＋） ＋ － （＋）
スウェーデン ＋ － － － － －
イギリス － ＋ － ＋ ＋ － －
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むべきではない｣。前者の目的のためには、｢中皮
腫パネル｣、｢中皮腫登録｣及び/またはイギリスで
開始された｢中皮腫フレームワーク｣のようなシステ
ムを整備することは重要であり、また、それが補償
システムに寄与することになろう。補償システムの
方では、現実の臨床診断レベルを前提としながら、
被災者や家族に多大な立証負担を負わせることの
ない柔軟な認定に努めるべきなのである。

肺がん認定のヘルシンキ基準

石綿関連肺がんの認定は、どこの国にとっても
重要な課題である。
Eurostat 2000の35頁の表は、前出の森永論文

でも紹介されている。この表は、欧州諸国の石綿
関連肺がんの認定の考え方を、端的に表わしてい
ると思われる。
すなわち6つあげられた基準のうちの「いずれか」

を満たせば補償を受けることができる。各条件が、
「または（OR）」で結ばれているわけである。最初
の5つの基準では「石綿肺（＋）」から「片側胸膜プ
ラーク（＋）・石綿肺（－）」までの医学的所見があげら
れており、最後の6番目は、「石綿肺も胸膜病変もな
いが、著しい曝露歴がある」という曝露基準である。
森永論文も、「有意の職業性石綿曝露があれ

ば、石綿肺や胸膜病変の所見がなくても良いとす
る国は…9か国がある」と紹介している。
Eurogip 2006、とくに41頁の付録2の表をみる

と、各国における認定の考え方が一層よくわかる。
曝露基準として「ヘルシンキ基準」または「25繊
維/ml-年の（推定累積）曝露」が、一般的に使わ
れている。「25繊維/ml-年」というのは、例えば、1
繊維/mlの石綿濃度の作業に25年従事、または2
繊維/mlで12.5年の場合などを意味している。
ヘルシンキ基準とは、1997年にフィンランドのヘル

シンキで、8か国19人が参加した国際石綿専門家
会議で合意された「アスベスト、石綿肺及びがん：
診断と認定のためのヘルシンキ・クライテリア」（1998
年6月号参照）。「石綿による健康被害に係る医学
的判断に関する検討会」でも、同基準に関する資
料が提出され（厚生労働省ホームページから入手

可能）、たびたび取り上げられてもいる。そのなか
から、病理学（Pathology）誌第36巻第6号（2004年）
のダグラス・ヘンダーソン他による「アフター・ヘルシン
キ：1997-2004年に報告された研究に重点を置いた
アスベスト曝露と肺がんの関係の学際的レビュー」
の、最初と最後の部分、及び同基準を要約・紹介し
た部分を翻訳して、43頁に紹介した。
ヘルシンキ基準の肺がんをアスベストによるものと
認定する考え方は、以下のようなものである。

① 石綿肺（＋）、または（OR）

② 乾燥肺組織1g中石綿小体≧5,000～15,000
本、または（OR）

  乾燥肺組織1g中アンフィボール繊維（＞5μm）
≧200万本、または（OR）

 乾燥肺組織1g中アンフィボール繊維（＞1μm）
≧500万本、または（OR）

  気管支肺胞洗浄液1ml中石綿小体≧5-15
本、または（OR）

③ 25繊維/ml-年以上のアスベストへの推定累
積曝露、または（OR）

④ ≧1年の高度曝露（石綿製品製造、石綿吹付、
石綿材使用保温作業、古い建築物解体等）、
または（OR）

  ≧5-10年の中等度曝露（建築や造船等）、また

は（OR）

  曝露が著しく高度の場合は＜1年でも可
及び（AND）

⑤ 初回曝露から10年の最低間隔期間（lag-time）

最後のラグタイムのみが「及び（AND）」でつな
がり、初回曝露から最低10年経過していることが絶
対必要条件とされるほかは、全て、「または（OR）」
であり、他の要因と識別してアスベストが当該肺が
んの原因であると判断する決定的条件を定められ
ない状況のなかで、いずれかひとつの基準を満た
せばよいという考え方なのである。
同基準自身が、それ自体絶対条件ではないこと

を認めていることも重要である。例えば、喫煙者で
もあるアスベスト労働者で、プラークも石綿肺もな
く、相対危険度（RR）がヘルシンキ基準（2.0）よりも
かなり低い（1.1-1.2）肺がん事例をアスベストによるも

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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のと認め、被告企業に約1億5千万円の損害賠償
の支払いを命じた、2006年12月8日のウエスターン・
オーストラリア洲最高裁判所の判決は、次のように
述べている（http://www.btinternet.com/̃ibas/
Frames/f_lka_attack_helsinki_crit.htm）。
「一般的に言って、被告側の提出したものは、25
繊維-年未満の累積曝露もまた肺がんのリスクの増
大を伴い、また、認定［肺がんの原因をアスベストに
帰属させること］の目的のためには全ての曝露基準
が満たさなければならない必要はないとする、ヘル
シンキ基準自身の認識を無視している。ヘルシンキ
基準は診断基準をマクロなものである疫学的レベル
に合わせるひとつの試みであり、また、一定の事例に
おいて低濃度曝露が肺がんを起こすリスクを高める
ことを同基準が特に認めていることを理解するなら
ば、ある個別事例が同文書で定式化された明示的
量的条件を満たさなかったとしても、アスベスト曝露
と肺がんとの因果関係のいかなる側面も否定される
という結論を下すことに慎重になるべきである。」
ヘルシンキ基準の内容を知れば、41頁の付録2
表の読み方もより理解できるだろう。ヘルシンキ基
準は、このように各国の認定基準として、また、裁判
上の司法判断基準としても活用されている。

職歴単独の認定基準が必要

2006年2月7日に公表された「『石綿による健康被
害に係る医学的判断に関する考え方』報告書」は、
25繊維/ml-年以上の累積曝露基準を他の諸基
準よりも上位に置くかたちになってはいるものの、基
本的にはおおむねヘルシンキ基準を踏襲した考え
方を示している。一方、わが国の現在の石綿関連
肺がんの労災認定基準は、以下のとおりである。

① 石綿肺（＋）、または（OR）

② 石綿ばく露作業従事歴≧10年＋医学的所見（胸
膜プラークまたは石綿小体/繊維）、または（OR）

③ 乾燥肺組織1g中石綿小体≧5,000本、または

（OR）

  乾燥肺組織1g中石綿繊維（＞5μm）≧200万
本、または（OR）

 乾燥肺組織1g中石綿繊維（＞2μm）≧500万
本、または（OR）

  気管支肺胞洗浄液1ml中石綿小体≧5本、ま

たは（OR）

④ 石綿ばく露作業従事歴＜10年＋医学的所見
（胸膜プラークまたは石綿小体/繊維）は本
省協議

①②は1978/2003年基準で示されていたもので
あり、②の医学的所見については2003年基準で整
理された。③は、石綿健康被害救済新法に係る認
定基準との関わりで、2006年に新たに追加された。
ヘルシンキ基準や欧州諸国の認定基準と比較
すると、「曝露基準」のみで認定する道が用意さ
れていないことが最大の相違点であろう。前出の
「『石綿による健康被害に係る医学的判断に関す
る考え方』報告書」は、「このような諸外国の状況を
踏まえ、現行労災認定基準で示されている原則とし
て概ね10年以上のばく露期間をもって肺がんリスク
を２倍に高める指標とみなすことは妥当である。もち
ろん、従事期間だけを判断指標とすることは、石綿
作業の内容、頻度、程度によっては、必ずしも25本
/ml ×年を満たすとは限らないことから、胸膜プラー
ク等の医学的所見を併せて評価することが必要で
ある」としているが、「諸外国の状況を踏まえ」れば、
「胸膜プラーク等の医学的所見を併せて評価する
こと」は「必要ない」と言うべきなのである。
また、③の基準が導入されたことから、石綿小体
/繊維数に関心が集まるようになっている。例えば、
23年間の造船作業の職歴があり、乾燥肺組織1g
当たり401本が検出された事例が、労働基準監督
署では不支給とされ、労災保険審査官段階で逆
転認定された事例や、約20年間の港湾作業の職
歴があり、石綿小体数が741本/gで不支給とされ
た事例のことなどが報道されている。
どちらも、石綿ばく露作業従事歴≧10年だが、胸
膜プラークまたは石綿小体/繊維の所見がないた
め②の基準を満たさず、③の石綿小体単独基準
も満たさないという事例である。
職歴―曝露歴のみで認定可能な基準が用意さ

れていれば、このようなトラブルは回避できる。
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2007年3月5日付け朝日
新聞（左）、同年3月9日付け
神戸新聞（右）

石綿小体/繊維数基準に注意

そもそもわが国の石綿関連肺がんの現行労災
認定基準（2006年4月号58頁参照）の「②石綿曝露
作業従事歴≧10年＋医学的所見」は、医学的所見
について、「胸部エックス線検査、胸部CT検査等によ
り、胸膜プラーク（胸膜肥厚斑）が認められること」、
または（OR）、「肺内に石綿小体又は石綿繊維が認
められること」としているのみで、石綿小体/石綿繊
維の本数の基準は一切示していない。
おそらくは新聞報道等を受けてのことだろうが、
厚生労働省は3月14日付けで基労補発第0314001
号「石綿による肺がん事案の事務処理について」
を発している（14頁参照）。意味がわかりにくい文

章ではあるが、「石綿曝露作
業従事歴≧10年の労働者の
肺内には、乾燥肺重量1g当た
り5,000本以上の石綿小体が
想定される」と解釈されるとし
たら、明らかにヘルシンキ基準
に反している。そのような想定
が成り立たないからこそ、「ま
たは（OR）」でつないだ複数
の基準のいずれかを満たす
ことを要件としているのであっ
て、たとえ石綿小体/石綿繊
維の本数が少なくても、例えば
曝露基準を満たしていれば、
それだけで十分なのである。
石綿曝露作業従事歴≧10年
で「石綿小体に係る資料が提
出され」、「石綿小体数が明ら
かに少ない場合には、本省あ
てに紹介されたい」という手続
は、認定行政の後退である。
また、ヘルシンキ基準自体
が、例えば、クリソタイル（単独）
による肺がんリスクについて
は、繊維数分析よりも職歴（曝
露の繊維-年）の方が優れた

指標であるとも指摘していることなどにも注意する
必要がある。前出報告書も、「石綿小体は、角閃
石族石綿（クロシドライト、アモサイト）については、ば
く露の良い指標であるが、一方、クリソタイル（白石
綿）は角閃石族石綿と比べ、石綿小体が形成され
にくいなどの性質を持っており、実際のばく露量とず
れを生じる可能性がある。また、石綿繊維は、下肺
野により多く集積する傾向が認められるので、石綿
小体、石綿繊維を計測するに当たっては、ばく露し
た石綿の種類、肺組織採取部位等について考慮
する必要があり、測定方法の標準化を行うことが望
まれる」としている。一般的に言っても、石綿小体
/石綿繊維の本数を重視しすぎるべきでない。
肺がん認定基準の見直しは、わが国で

は優先的な課題である。

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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欧州職業病統計「1995年パイロットデータの評価」
1999年  欧州委員会

付録1. EODSパイロット
プロジェクトの結果の詳細

16. 301.21 石綿肺

「職業病の診断に関する情報通知」に基づい
て、以下の種類の疾病が、国のシステムに含められ
るべきであると期待された。

210 肺疾患

スペインでは、石綿肺、中皮腫及びアスベスト関
連肺がんが全て、301.21に含められている。診断に
よる他の制限は、この質問項目ではふれられない。
イタリアは、認定のための業務のリストを用い、ま
た、少なくともベルギーは、非限定的な［業務の］リス
トをもっている。
追加質問によれば、認定基準や胸膜変化の包
含は様々であるにしろ（表16a）、肺腺維症は、全て
の加盟諸国によって、パイロットデータのなかで認
知され、含められている。パイロットデータでは、当
該事例の87％が様 な々診断によって肺障害に分類

国名 肺線維
症（PF）

両側性びまん性
胸膜肥厚（BDT）

両側性胸膜プ
ラーク（BPP）

片側性びまん性
胸膜肥厚（UDT）

片側性胸膜プ
ラーク（UPP）

良性滲出性胸
膜炎（BEP） その他

ベルギー ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ －
デンマーク ＋ ＋* － － － － －
ドイツ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ －
ギリシャ ＋ ＋ ＋ － ＋ －
スペイン ＋ － － － － － がん
フランス ＋ ＋ ＋ － － ＋ 心膜プラーク

アイルランド ＋ ＋ － － － － －
イタリア** ＋ － － － － － －

ルクセンブルグ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ －
オランダ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ －

オーストリア***
ポルトガル ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ －
フィンランド**** ＋ － － － － － －
スウェーデン － － － － － － －
イギリス ＋ ＋ － － － － －

＊ デンマークは、一定の換気障害を示す場合には、BDTの事例も含める。
＊＊ イタリアは、リスト未掲載の胸膜疾患も認定しているが、リストには含めていない。
＊＊＊ オーストリアでは、石綿肺または胸膜の異常は、肺機能検査で障害がある場合には、認定される。
＊＊＊＊ フィンランドは、BDT、BPP、BEPを認定しているが、それらを301.21には含めていない。

表16a  パイロットデータでのアスベストに関連する異常の301.21への包含
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され、12％があるべきところに分類されていなかっ
た。たまに、がん、聴力障害や皮膚疾患に分類さ
れていた。
今後の作業において、全ての加盟諸国によって
認められている肺腺維症（石綿肺）を分離すること
が合理的であろう。少なくともひとつの胸膜の異常
を認めている9加盟国のうち、5か国は現時点で、
また1か国は間もなく、それらを石綿肺から分離す
ることが可能である。異なる胸膜の異常を相互に
分離することは、より不確かなようにみえる。全加盟
国において、がん、皮膚疾患等の他の疾病は、でき
るだけ首尾一貫して他の項目に含めるようにすべ
きである。
アイルランド、ルクセンブルグ、オランダでは、石綿
肺の事例が一件もない。デンマーク、ギリシャ、アイ
ルランド、イタリア、オーストリア及びイギリスでは、認
定に当たって石綿肺の症度に関する何らかの要
求事項が存在している（だいたい肺機能検査また
はX線写真による）。発症率にはおよそ100倍の違
いがある（現在の労働力人口で計算して）（表16b）。
10％超の障害の事例では約40倍、20％超の障害
の事例では約30倍の差がある。ギリシャ、スペイン、
オーストリア、ポルトガル及びスウェーデンは、ベル
ギー、ドイツ、デンマーク、フランス、イタリア、フィンラ
ンド及びイギリスよりも、明らかに発症率が低い。し
たがって、早期に届け出られた事例の悪化は、こ
のデータではみられない。認定に当たって一定の
最低限障害が要求されない国では、最初の届出

時点ですでに重度でない限り、重度の事例はこの
データには現われない。
上述のとおり、イタリア及びベルギーは、いくつか

の業種からの事例の認定を制限する可能性のあ
る補償慣行をもっている。この影響は、主要（知られ
た）業種間の事例の割合を、ベルギー、イタリアと全
加盟国について比較した場合、非常に大きいように
は思えない。なお、製造業における事例の割合は、
イタリアでいくぶん高い。その他の業種では、数が
少ない。

   ベルギー イタリア EU15か国
   （N＝241） （N＝133） （N＝3,299）
製造業 65％ 74％ 65％
建設業 21％ 12％ 18％
電力等供給業 1％ 1％ 6％
運輸業 5％ 4％ 4％
卸・小売業 1％ 4％ 3％
鉱業 2％ 2％ 1％
知られている全業種 100％ 100％ 100％

EU全体における石綿肺の発症率が最も高い
業種のリストは、まったく論理的なもののようにみえる
（表16c）。

17. 301.22 石綿粉じん吸入による中皮腫

「職業病の診断に関する情報通知」に基づい
て、以下の種類の疾病が、国のシステムに含められ
るべきであると期待された。

EU15
か国

ベル
ギー

デン
マーク ドイツ ギリシャ スペイン フランス イタリア オースト

リア
ポルトガ
ル

フィンラ
ンド

スウェー
デン イギリス

事例数

合計 3,894 260 35 2,100 4 23 447 252 13 3 140 2 615

≧10％の障害 1,542 116 20 383 4 nd 164 231 nd 3 25 nd 596

≧20％の障害 1,104 76 8 360 4 nd 60 150 nd 3 17 nd 426

発症率

合計 30 96 14 59 2 2 30 13 4 1 77 0.5 28

≧10％の障害 12 43 8 11 2 nd 11 12 nd 1 14 nd 27

≧20％の障害 9 28 3 10 2 nd 4 8 nd 1 9 nd 19

表16b  加盟国における石綿肺の事例数及び発症率（雇用労働者百万人当たり）
（全事例及び≧10％の障害、≧20％の障害事例）

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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国名 EU15
か国

ベル
ギー

デン
マーク ドイツ ギリ

シャ
スペイ
ン

フラン
ス

アイル
ランド

イタリ
ア

ルクセン
ブルグ

オラン
ダ

オース
トリア

ポルト
ガル

フィンラ
ンド

スウェー
デン

イギリ
ス

事例数 1,446 35 56 459 1 －* 97 19 36 － 2 10** － 38 8 685

発症率 11 13 22 13 0.5 － 6 15 2 － － 3 － 21 2 31

診
断

がん 687 1 56 459 － － 69 18 36 － 2 － － 38 8 －

肺 36 34 － － 1 － － 1 － － － － － － － －

その他 28 － － － － － 28 － － － － － － － － －

不詳 695 － － － － － － － － － － 10 － － － －

110 がん

フランスは、その他の腫瘍（998）も含まれると指
摘した。実際に、28のそのような事例がフランスの
データで生じた。スペインでは、石綿肺、中皮腫及
びアスベスト関連肺がんが全て、301.21に含められ
ている。オーストリアでは、301.22と302が結合され
ている。
どの加盟国においても、業務または職種による明
らかな制限は用いられていないが、ベルギーは、非
限定的リストを用いている。

追加質問で、潜伏期間、曝露期間、診断の組織
学的検証、同じ基準が胸膜及び腹膜中皮腫に適
用されるか、以前に良性アスベスト関連疾患を認
定された者における事例を新たな疾病として確認
できるか、それ以後はこの疾病がもはや認定されな
いという最高年齢があるか、についての要求事項
を扱った。
―曝露開始から最低限10年の潜伏期間がフィンラ
ンドで適用され、オランダでは15年である（補償制
度ではない）。これらはおそらく、現実的には何ら
制限はもたらさないだろう。
―どの加盟国においても、絶対的な最低限曝露期
間はない。

＊ スペインについては、アスベスト関連障害は301.21に含められている。
＊＊ オーストリアについては、アスベスト関連中皮腫と肺がんを分離することができない。

表17a  301.22の診断の事例数及び発症率（/百万人）及び分布

（参照人口＝1995年の労働力）

業種 N 発症率
（/百万人）

鉱業（C） 28 50

製造業（D） 565 20

電気・ガス・水供給業（E） 125 110

建設業（F） 353 40

卸・小売業等（G） 39 2

運輸業（I） 106 10

その他サービス業（O） 36 6

その他全て 46 1

不詳 148 －

合計 1,446 11

表17b  EUにおける業種別中皮腫事例数
及び発症率（/百万人）

業種 N 発症率
（/百万人）

61 水供給業 89 810
35 その他の運輸車両製造業 335 400
24 化学物質・化学製品製造業 635 330
40 電気・ガス・蒸気・温水供給業 185 210
26 その他の非金属鉱物製品製造業 218 190
28 金属加工製品製造業 360 120
31 電子機械・機器製造業 146 100
27 基礎金属製造業 94 70
17 織物製造業 75 60
45 建設業 585 60

合計 3,894 30

表16c  EU15か国における石綿肺の
発症率が最も高い上位10業種

（NACE-2ディジット・レベル、少なくとも50例）

（参照人口＝1995年の労働力）
（参照人口＝1995年の労働力）



28  安全センター情報2007年5月号

業種
事例数 発症率（/百万人）

ベルギー ドイツ デンマーク フィンランド アイルランド イギリス ベルギー ドイツ デンマーク フィンランド アイルランド イギリス

製造業 18 269 26 14 8 181 25 30 50 36 34 39

電力等供給業 2 11 2 1 － 107 59 31 120 39 － 490

建設業 4 68 7 16 10 232 19 20 43 190 105 230

運輸業等 5 9 3 5 － 83 19 4 19 39 － 60

合計 35 459 56 38 19 685 13 13 22 21 15 31

表17c  ベルギー、デンマーク、ドイツ、フィンランド及びイギリスにおける
業種別の中皮腫事例数及び発症率（/百万人）

―ベルギーは、組織学的検証に病理医のパネル
を用いており、デンマーク、ドイツ、スペイン、フラン
ス、アイルランド、オーストリア、ポルトガル及びフィ
ンランドは、どの病理医による組織学的検証でも
受け入れており、ギリシャ、イタリア、ルクセンブル
グ、オランダ及びイギリスでは、組織学的検証は

要求されない。
―ギリシャを除き全てが、胸膜中皮腫に対するのと
同じ基準を、腹膜中皮腫にも適用している。
―ギリシャ及びフランスは、以前に良性アスベスト
関連疾患が認定された者において認定された
事例を必ずしも把握することができない。

国
全男性 70歳未満男性

死亡統計  N EODS  N EODS/死亡数（％） 死亡統計  N EODS  N EODS/死亡数（％）
ベルギー 73 35 48 38 25 66
デンマーク** 80 55 69 n.d. 35
ドイツ 693 424 61 411 299 73
ギリシャ 6 1 17 3 1 33
スペイン*** 120 ≦23 ≦19 64 ≦23 ≦36
フランス 681 94 14 323 67 21
アイルランド 5 18 ＞100 2 n.d. n.d.
イタリア 653 34 5 323 26 8
ルクセンブルグ 3 - - 1 - -
オーストリア**** 36 ≦8 ≦22 21 ≦7 ≦33
ポルトガル 14 - - 13 - -
フィンランド 45 36 80 23 24 100
スウェーデン 68 8 12 32 6 19
イギリス***** 1,139 659 58 621 425 68
EODSデータが全人口を代表していないため、オランダのデータは示していない。
＊ EUROSTATによる死亡統計（ICD-9の163、死亡の根本原因、1995年）
＊＊ Eurostatの死亡統計は、デンマークについては、男性で5件しか示していない。デンマークがん登録による、1993年の胸膜中皮腫の発生件数
に関するデータを用いた。

＊＊＊ スペインについてのEODSデータでは、合計23件のアスベスト関連疾患から中皮腫を分離することができない。
＊＊＊＊ オーストリアについてのEODSのデータは、中皮腫とアスベスト関連肺がんの療法を含んでいる。
＊＊＊＊＊ イギリスについてのEurostatの死亡数は444件しか示しておらず、1995年についてのイギリスの中皮腫登録によるデータを用いた（安全衛
生委員会、安全衛生統計 1997-98、HSE、1998年）。イギリスについてのEODSデータは、グレートブリティンしか対象としていないことに注意され
たい。

表17d  EODSデータの男性中皮腫認定事例と男性胸膜がんの死亡統計との比較

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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国名 N 発症率
診断

がん 肺疾患 不詳
EU15か国 987 7.7 930 1 56
ベルギー 13 4.8 12 1 -
デンマーク 43 16.9 43 - -
ドイツ 675 19.0 675 - -
ギリシャ - - - - -
スペイン -* - - - -
フランス 88 5.8 88 - -
アイルランド - - - - -
イタリア 21 6.2 - - 1
オランダ - - - - -
オーストリア -** - - - -
ポルトガル - - - - -
フィンランド 91 49.9 91 - -
スウェーデン - - - - -
イギリス 55 2.5 - - 55

表19a  302の診断の事例数、発症率
（百万人当たり）及び分布

＊ スペインについては、すべてのアスベスト関連疾患が301.21に含ま
れる（23例）。

＊＊ オーストリアについては、アスベスト関連中皮腫及び肺がんは分
離されていない（10例）。

―認定に当たっての最高年齢は、どの加盟国にも
存在していない。
要約すれば、上述のうちで統計の比較可能性

に影響を及ぼす可能性のある唯一の項目は、ギリ
シャ及びフランスが、全ての認定された中皮腫事
例を新たな存在として把握することができないとい
うことである。
合計1,446事例が認定された。発症率は、ベル

ギー、デンマーク、ドイツ、アイルランド、フィンランド及
びイギリスで10-30/百万人、フランス、イタリア、オー
ストリア及びスウェーデンではわずかに低く、残りの
諸国ではきわめて低い（表17a）。ほとんどの事例
及び最高の発症率は、製造業、電力・水・ガス供給
業、建設業及び鉱業で生じている（表17b）。運輸業
における高い発症率は、主に水の運搬による事例
である。発症率の高い諸国を比較すると、発症率
は製造業ではきわめて似ているが、他の職種では
異なっている（表17c）。
重症度及び認定基準に関連した諸問題は、職
業性中皮腫に関する統計の比較可能性に影響
を及ぼすべきでない。EODSのデータを加盟諸国
の中皮腫総発生件数と比較してみることは、興味
深い。大多数の加盟国は全国規模のがん登録シ
ステムをもっておらず、死亡統計の（死亡）原因のみ
をこの比較に使うことができた（表17d）。死亡統計
は、中皮腫にではなく、胸膜がんのみをコード化し
ており、加盟諸国でコード化の慣行に重要な相違
があるかもしれない。例えば、イギリスの中皮腫統
計は1995年に、死亡診断書に中皮腫の記載があ
る1,139件の男性の事例を示しているにも関わら
ず、Eurostatによるイギリスの死亡統計は、1995年
に、男性について、死亡の根本原因が胸膜がんで
ある事例を444件としている。さらに、死亡が中皮
腫の認定と同じ年に起こったとは限らず、これが、と
りわけ事例の少ない国では、ふたつの統計の比較
可能性に影響を与えているかもしれない。したがっ
て、表17dのデータは、完全に比較可能なものでは
なく、慎重に解釈されなければならない。にもかか
わらず、同じ加盟国においては、男性における認定
されたものの割合は、明らかに死亡統計から推定
される事例総数の半分に満たないと思われる。全

ての加盟国において、認定された事例の割合は、
70歳未満の男性についての方が、より高齢の男性
よりも高い。

19. 302 気管支がんのかたちでの石綿合併
症

「職業病の診断に関する情報通知」に基づい
て、以下の種類の疾病が、国のシステムに含められ
るべきであると期待された。

110 がん
210 肺障害

アイルランドは、肺がんをアスベスト曝露との関連
では認知していない。スペインでは、石綿肺、中皮
腫及びアスベスト関連肺がんが301.21に含められ
ている。

（参照人口＝1995年の労働力）
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欧州職業病統計（第1段階：方法論）
2000年  欧州委員会

付録C： 最終報告

第1部  EODSデータ収集のための包含基
準、重症度の分類及び診断の分類に
関する提案草稿

第2部  疾病の国の認定基準及び重症度の
評価に関する質問調査の結果

石綿肺及び胸膜のアスベスト疾患

71. 石綿肺（アスベストによる肺線維症）による永

久的障害を評価する場合、あなたの国のシステ

ムでは、以下のどのパラメーターを考慮に入れ

るか？考慮に入れられるものを全て選んでくだ

さい。

72. 質問71のどのパラメーターが、石綿肺につい

ての障害の程度の判定で主要な決定パラメー

ターとなるか？

［次頁表参照］
その他

ベルギー： 総合的な肺の能力
デンマーク： X線写真の結果が診断にとって決定的であ
る。原則的に、下方3分の2の肺野のsub-pleural部
分が、底及び門に向かって症度が増し、小さな不整形
（または線状）影がある（ILO分類：s-t-u）。初期には、
周縁部に髪の毛のような特徴を伴う霧のような縞があ
り、後には網状増殖構造へと厚くなり、びまん性腺維
嚢胞性変化にまで至る（ILO分類：1-2-3）。胸側付近の
水平の暗い縞（Kerley Bライン）も生ずる。後期になる
と、心臓との境界及び横隔膜の頂部が曖昧になり、上
部のX線透過が増す場合もある。

オランダ： 個々の事例によって区々であるが、これら全て
のパラメーターが考慮に入れられるかもしれない。い
ずれも義務的なものではない。

オーストリア： 療法、投薬量及びbody-pletysmography
イギリス： これらの全てが決定権者に助言するDSSの医
師によって考慮に入れられるかもしれない。一般的に
は、DSSの医師は、利用可能なものがない場合には、
履歴、胸部X線写真だけを検討し、また、自ら簡単な肺
活量検査を実施する。

フランスは、認定のための業務のリストを用い、少
なくともベルギーは、非限定的なリストをもっている。
アスベスト関連肺がんについては、事例が主に
アスベストによるものとするか、または主に喫煙によ
るものとするかの現実的なルールが必要である。
結果的に、認定の慣行にたくさんの不均質性が存
在している。追加質問によれば、（1995年時点で）
いくつかの諸国（デンマーク、ドイツ、ギリシャ、スペイ
ン、フランス、ポルトガル、フィンランド）は、曝露が十
分であれば放射線学上の所見がなくても認めてい
るの方で、ある加盟国（イタリア）は石綿肺患者につ
いてのみ、別の加盟国は（イギリス）石綿肺または
びまん性胸膜腺維症、あるいは（ベルギー、アイルラ

ンド）何らかの胸膜の異状がある場合に、アスベス
ト関連肺がんを認めている。前者においてさえも、
実際のルールや報告の取り組みに多くの不均質性
があるように思われる。デンマーク、ドイツ、フランス
及びイタリアでは、アスベスト関連肺がんの認定数
は中皮腫事例数とおおよそ等しい。フィンランドで
は、肺がんの事例数の方が多く、BE［？］及びイギリ
スでは中有皮腫事例数よりも少ない。ベルギー及
びフランスでは、現在の認定の慣行は1995年当時
とは異なっている。アスベスト関連肺がんよりも、石
綿肺及び中皮腫に関する比較可能なデータを収
集する方が容易である。

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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73. 上記の主要なパラメーターに関して、障害の

程度が10％及び20％という結果になる、「敷居

値」 は何か。主要なパラメーター及びその敷居

値を指摘することが不可能な場合は、障害の程

度が10％及び20％という結果になる、関連する

パラメーターの値の代表的なプロフィールを述

べてください。これらのパーセンテージのどちら

かが、あなたの国のシステムにおいて重要な裾

切り点である場合には、そのことも指摘し、及び、

この裾切り点前後のパラメーターの値に関する

情報を提供してください。

各国の、呼吸系職業病における障害の程度の評価の一
般原則は、以下のとおり。
オーストリア：  生理学的障害の程度は、様 な々臨床所見
を考慮に入れて定義される。10％及び20％に対応す
る値は与えられていない。
ベルギー： 障害の程度は、生理学的機能の障害パーセ
ンテージ及び社会経済的要因である。したがって、
10％及び20％に対応する値を示すことはできない。そ
のような生理学的障害の程度は、様々な臨床所見に
よって決定される。
デンマーク： 生理学的障害は、関連する全ての所見を考
慮に入れて定義される。喘息の場合に最も重要な要
因は、症状及び投薬の必要性である。症状がめった
になく、しかし投薬が必要な場合が10％の障害に対応
し、日常的に症状及び投薬の必要がある場合が25％
の障害に対応する。他の呼吸器疾患の場合には、主
要な決定要因は、症状の程度及びFEV1である。肉

体的運動の制限がない（またはFEV1が2リットル超）
場合が5％の障害に対応し、運動時に軽い換気障害
がある（またはFEV1が1.5から2リットル前後）の場合
が20％の障害に対応する。

フィンランド： 生理学的障害の程度は、疾病の医学的程
度（一般的不自由）をいい、関連する全ての臨床所見
を考慮に入れる。これは、直接または間接の所得喪
失の、すなわち「非医学的」に計算される、測定である
労働障害の程度とは完全に切り離されている。生理
学的障害の程度は、様 な々臨床所見を考慮に入れて
定義される。可逆性の呼吸障害を伴う疾病（喘息）に
ついては、症状がまれで、有害な曝露を避けることがで
き、投薬を続ける必要がない場合に、10％という程度
が与えられる。常に日中の症状があり、服薬を続ける
必要性があり、しかしPEF値は投薬によってよい状態
を維持している場合に、20％という程度が与えられる。
不可逆性の呼吸障害の疾病（じん肺等）については、
評価は症状の程度及び肺機能検査に基づいてなさ
れる。25％までの障害は、激しい動作（しかし坂道を歩
いたり上の階に登るのではない）時を除き、ほとんど呼
吸症状がない、及びFVC（またはFEV1）が期待値の
65-79％または拡散能力60-74％の場合に対応する。

フランス： 生理学的障害の程度は、様 な々臨床所見を考
慮に入れて定義される。軽い喘息の場合の主要な要
因は、気管支過敏性検査である。可逆性の気管支痙
攣及びコリン作用閾値の減少が、5-10％の障害に対
応する。（軽い）じん肺の場合は、軽い呼吸障害があっ
たとしても、放射線学的評価（10-30％の障害）を行うこ
とができる。どの呼吸器疾患の場合でも、測定可能な
慢性呼吸障害があれば、程度は少なくとも10％であり、
機能検査にしたがって評価ができる。（慢性の呼吸障

ベル
ギー

デン
マーク ドイツ スペイン フランス アイルラ

ンド イタリア ルクセン
ブルグ オランダ オースト

リア
ポルトガ
ル

フィンラ
ンド イギリス

FVC（努力肺活量） + + ++ ++ + + ++

VC（肺活量） + + + + ++ + + +

FEV1（1秒量） ++ + ++ + ++ ++ + +

びまん度 ++ + + + ++ + ++ + +

血液ガス分析 + + + ++ + + ++ +

運動検査 + + + ++ +

X線写真上の症度 + ++ + + ++ + + ++ ++ +

症状の症度 ++ + + + + ++

労働者が原因物質への
将来の曝露を回避できる
可能性

+ +

その他 ++ + + + +

+ = 考慮される要因、 ++ = 主要な要因
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害がある場合）以下の値が、障害の程度10から40％
に対応する。肺の能力（TLC）が期待値の60-80％、
FEV1が1.5リットル超または期待値の75％超、または
PaO2が9.3kPa（70mmHg）超。

ドイツ： 障害の程度は、関連する全ての所見を考慮に入
れて、ケースバイケースで定義される。評価は医学コ
ンサルタントによってなされ、彼らが用いる検査につい
て決定できる。10％及び20％に対応する値を与えるこ
とはできず、評価は、個々人の所得能力の減少を考
慮に入れている。

アイルランド： 障害（能力の喪失）の程度は、疾病の症度
に左右され、肺機能検査、臨床評価及びsympto-
mathologyに基づいて決定される。値のパラメーター
も、一般に同等に重要であり、10％及び20％に対応す
る敷居値の組み合わせはない。20％の能力喪失と
いう障害が適用されることから、労働不能も考慮され
る。20％未満と評価される場合には、年金のgratuity
が支払われる。

イタリア： 障害の程度は、様 な々臨床所見及び検査結果
を考慮に入れて定義される。喘息の場合、10％及び
20％の障害は、FEV1値が予測値の少なくとも80％及
び70-79％に対応する。その他の呼吸器疾患の場合、
以下の限界値が10％の障害に用いられる。FVC、
FEV1またはDLCOが予測値の74％。また20％の障
害は、FVC、FEV1またはDLCOが予測値の63％。

ルクセンブルグ： 障害の程度は、様 な々臨床及び検査所
見、症状の程度によって定義される。10％及び20％の
障害に対応する値を示すことはできない。

オランダ： 国の職業病補償制度は存在しない。届出シ
ステムは、障害の程度に関しては何も記録していな
い。一般的な社会保障のもとで、労働障害の程度は、
その者の労働能力及び労働市場の状況、障害が生
じた時点での所得を考慮に入れて、その者が稼ぐ（こ
とのできる）ものの割合によって決定される。障害の
最低の程度は、15％の年金の資格がある。

ポルトガル： 障害の程度は、関連する全ての臨床所見、
検査の結果及びsymptomathologyを考慮に入れて
定義される。これらのパラメーターは、通常同等に重
要な決定要因である。5-15％の障害の程度は、FVC
及びFEV1が期待値の80％超、PaO2が75mmHg
超及びPaCO2が45mmHg未満（安静時）に対応す
る。16-30％の障害の程度は、FVC及びFEV1が期
待値の60-79％、PaO2が75mmHg超及びPaCO2が
45mmHg未満（安静時）、拡散値が60-69％に対応す
る。喘息の場合、気管支hyperresponsivenessの上
昇は5％に等しく、じん肺の場合も放射線学的所見が
考慮に入れられる。

スペイン：障害の程度は、関連する全ての所見を考慮に
入れて定義され、10％及び20％の障害に対応する値
を示すことはできない。

イギリス： 障害の程度は、symptomathologyはもちろん、
関連する全ての臨床所見及び検査結果を考慮に入
れる。通常、検査は治療に当たる臨床医によって行わ
れ、請求によって検討される。社会保障局の医師は、
請求者に質問をし、入手できない場合には胸部X線
写真を撮り、簡単な肺機能検査を行うだけである。症
状の程度が主要な決定要因である。10％及び20％の
障害に対応する値を示すことはできない。じん肺、綿
肺及び中皮腫については、1％以上の場合に、その他
の呼吸器疾患については、14％以上の場合に給付が
支払われる。

74. 臓側胸膜の両側性びまん性線維症があり、し

かし肺線維症の証拠はない、アスベスト曝露者

（例えば、保温工） を想定した場合、この人の臓

側胸膜線維症はあなたの国のシステムにおい

て職業病として認められるか？

No：  アイルランド、オランダ、スペイン
Yes： オーストリア、ベルギー、デンマーク、ドイツ、フィン
ランド、フランス、イタリア、ルクセンブルグ、ポルトガ
ル、イギリス

75. 問74がYesの場合、あなたの国のシステムは、

臓側胸膜線維症を潜在的に永久的障害を引き

起こすものとみなすか？

No： オーストリア
Yes： ベルギー、デンマーク、ドイツ、フィンランド、フラン
ス、イタリア、ルクセンブルグ、ポルトガル、イギリス

76. 問75がYesの場合、臓側胸膜線維症による永

久的障害を評価する場合、あなたの国のシステ

ムでは、以下のどのパラメーターを考慮に入れ

るか？考慮に入れられるものを全て選んでくだ

さい。

77. 問76のどのパラメーターが、臓側胸膜線維症

についての障害の程度の判定で、 主要な決定

パラメーターとなるか？

回答は、石綿肺についての質問71-72と同じ

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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78. 上記の主要なパラメーターパラメーターに関

して、障害の程度が10％及び20％という結果に

なる、「敷居値」 は何か。主要なパラメーター及

びその敷居値を指摘することが不可能な場合

は、 障害の程度が10％及び20％という結果に

なる、 関連するパラメーターの値の代表的なプ

ロフィールを述べてください。 これらのパーセン

テージのどちらかが、あなたの国のシステムに

おいて重要な裾切り点である場合には、そのこ

とも指摘し、及び、この裾切り点前後のパラメー

ターの値に関する情報を提供してください。

 各国の、呼吸系職業病における障害の程度の評価の
一般原則は、質問71-72に述べられている。

79. 両側性胸膜プラークがあり、 しかし肺線維症

または臓側胸膜のびまん性線維症の証拠はな

い、アスベスト曝露者（例えば、保温工）を想定し

た場合、この人の胸膜プラークは、あなたの国の

システムにおいて職業病として認められるか？

No：  ベルギー（広範囲にわたり拘束性を伴う場合の
み）、デンマーク、アイルランド、オランダ、スペイン、
イギリス

Yes： ドイツ、フィンランド、フランス、イタリア、ルクセンブ
ルグ、ポルトガル

80. 問79がYesの場合、あなたの国のシステムは、

胸膜プラークを潜在的に永久的障害を引き起こ

すものとみなすか？

No：  フィンランド（めったにない）
Yes： ドイツ、フランス（しかし5％未満）、イタリア、ポルト
ガル

81. 問80がYesの場合、 胸膜プラークによる永久

的障害を評価する場合、あなたの国のシステム

では、以下のどのパラメーターを考慮に入れる

か？考慮に入れられるものを全て選んでくださ

い。

82. 質問76のどのパラメーターが、胸膜プラークに

ついての障害の程度の判定で主要な決定パラ

メーターとなるか？

回答は、石綿肺についての質問71-72と同じ

82. 上記の主要なパラメーターパラメーターに関

して、障害の程度が10％及び20％という結果に

なる、「敷居値」 は何か。主要なパラメーター及

びその敷居値を指摘することが不可能な場合

は、 障害の程度が10％及び20％という結果に

なる、 関連するパラメーターの値の代表的なプ

ロフィールを述べてください。 これらのパーセン

テージのどちらかが、あなたの国のシステムに

おいて重要な裾切り点である場合には、そのこ

とも指摘し、及び、この裾切り点前後のパラメー

ターの値に関する情報を提供してください。

  各国の、呼吸系職業病における障害の程度の評価の
一般原則は、質問71-72に述べられている。

84. アスベスト関連疾患とCOPD （慢性閉塞性肺

疾患） -肺気腫の両方がある患者を想定した場

合、障害を評価する場合に、また肺機能障害の

障害性要素（FEV1）とみなすか？

 ドイツ及びスペインからは、これらの質問に対する回
答はなかった。

84a. 石綿肺と付随するCOPD-肺気腫の場合

No：  ―
拘束性要素もある場合は、Yes： ベルギー、デンマーク、
フィンランド、ルクセンブルグ、ポルトガル、イギリス

拘束性要素の有無に関わらず、Yes： オーストリア、フラ
ンス、アイルランド、イタリア、オランダ

84b. 両側性臓側胸膜線維症と付随するCOPD-肺

気腫の場合

No：  オーストリア、デンマーク、フィンランド、イタリア
拘束性要素もある場合は、Yes： ベルギー、ルクセンブ
ルグ、ポルトガル、イギリス

拘束性要素の有無に関わらず、Yes： フランス

84c. 両側性胸膜プラークと付随するCOPD-肺気

腫の場合
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No：  オーストリア、ベルギー、デンマーク、フィンランド、イ
タリア

拘束性要素もある場合は、Yes： ルクセンブルグ、ポルト
ガル

拘束性要素の有無に関わらず、Yes： フランス

事例3. パイプ保温工として35年間働いたことのあ

る、60歳の男性を想定。彼は、1960-72年の間、

大量にアスベストに曝露し、1973-80年の間は、

それよりは程度が小さかった。BAL （気管支肺

胞洗浄） 液中に高濃度の石綿小体 （AB） が認

められた （35AB/ml）。 慢性の咳及び動作時呼

吸困難がある。胸部X線写真は、石綿肺に典型

的な肺線維症 （ILOじん肺分類によるプロフュー

ジョン1/1） は示している。肺機能検査は、期待

値に対して、VC 70％、FVC 68％、FEV1 84％を

示した。また、拡散能力障害 （期待値に対して

TLco/VA 70％）もある。

85. この事例3の現在の障害の程度は、あなたの

国の職業病システムでは、どれくらいか？

オーストリア： 30％
ベルギー： 5％＋社会経済的パーセンテージ
デンマーク： 20％
ドイツ： 回答不能
フィンランド： 15-20％
フランス： 20％
イタリア： 11％
ルクセンブルグ： 回答不能、程度は医学専門家によっ

て決定される
オランダ： 回答不能、所得に関するデータが必要
ポルトガル： 症状の程度によって15％
スペイン： 回答不能
イギリス： 呼吸困難の症状の記述がないので、回答不

能

86. 事例3.に関するコメント。 質問85に回答不能

な場合、理由を説明して下さい。

85.に記載。

アスベスト関連中皮腫

91. EODS1995年パイロット評価以降、 国の中皮

腫の認定基準に何らかの変更があったか（曝露

期間/程度、診断の組織学的検証、その他）？

No：  ベルギー、デンマーク、ドイツ、フィンランド、フラン
ス、アイルランド、イタリア、ルクセンブルグ、オラン
ダ、ポルトガル、スペイン、イギリス

Yes： オーストリア

92. 質問91がYesの場合、 以下に明記してくださ

い。

オーストリア： 基準が変わったわけではないが、国のリス
トに言及がなされた。

93. 中皮腫の診断が死後になされただけの場合、

あなたの国のシステムでは職業病として認定さ

れるか？

No：  アイルランド、オランダ
Yes： オーストリア、ベルギー、デンマーク、ドイツ、フィン
ランド、フランス、イタリア、ルクセンブルグ、ポルトガ
ル、スペイン、イギリス

アスベスト関連肺がん

94. 労働においてアスベストに曝露してきた肺が

ん患者を想定した場合、以下のどの状況におい

て、肺がんがアスベスト関連職業病として認定さ

れ得るか？該当するものを全て選んでください。

［次頁表参照］

95. アスベスト関連がんの診断が死後になされた

だけの場合、あなたの国のシステムでは職業病

として認定されるか？

No：  アイルランド、オランダ
Yes： オーストリア、ベルギー、デンマーク、ドイツ、フィン
ランド、フランス、イタリア、ルクセンブルグ、ポルトガ
ル、スペイン、イギリス

96. あなたの国のアスベスト関連疾患の認定基

準を満たす肺がんの事例を想定して、 がんが

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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手術（例えば肺葉切除術）によって治ゆし、手術

後の肺機能検査が正常値の範囲内であった場

合、この事例の永久的障害の程度（％）は、あな

たの国の職業病システムでは、どれくらいか？

無回答： ベルギー、デンマーク、ルクセンブルグ、スペイ
ン

オーストリア： 20％未満、しかし管理
ドイツ： 回答不能
フィンランド： 50％
フランス： 70％
アイルランド： いくらかの能力喪失が評価されるだろう
イタリア： 回答不能
オランダ： 所得に関するデータがないので、回答不能
ポルトガル： 最大80％
イギリス： 回答不能。手術までの期間を対象とした暫

定額がなされるだろうが、それは症状によって大き
く左右される。今後の手術に伴う痛みや障害を
対象とした期間及び術後の期間に対して、より多
額の補償がなされそうである。請求者が、手術が
成功して術後が良好だとすれば、予後の不安定
を対象としたきわめて低い額の補償がなされるだ
ろう。

ベル
ギー

デン
マーク ドイツ スペイン フランス アイルラ

ンド イタリア ルクセン
ブルグ オランダ オースト

リア
ポルトガ
ル

フィンラ
ンド イギリス

患者に石綿肺（すなわち
びまん性肺腺維症）があ
る場合

+ + + + + + + + + +

患者に両側性びまん性
胸膜腺維症［びまん性胸
膜肥厚］があり、しかし石
綿肺はない場合

+ + + + + + + +* +

患者に片側性びまん性
胸膜腺維症［びまん性胸
膜肥厚］があり、しかし石
綿肺はない場合

+ + + + + + +* +

患者に両側性胸膜プ
ラークがあり、しかし石綿
肺はない場合

+ + + + + + +*

患者に片側性胸膜プ
ラークがあり、しかし石綿
肺はない場合

+ + + + + +*

患者に著しい曝露歴が
あり、しかし石綿肺または
胸膜病変はない場合

+ + + + + + + + +

＊ 曝露が十分に高度な場合

198.  2001年までにこの質問調査で扱った事項

に関して、あなたの国のシステムで何らかの変

化が予想される場合、具体的に述べてください。

ベルギー： 新たな要素が含められる。1.701 ラテックス
によるアレルギー疾患、9.310 アスベストに関連し
た喉頭がん（石綿肺/びまん性胸膜肥厚または少
なくとも25繊維-年のアスベスト曝露の組み合わ
せ）

【本文書について】
EurostatのUnit E3《教育、健康及びその他の社会領
域》、DG《雇用及び社会問題》のUnit D5《労働における
保健、安全及び衛生》、ワーキング・グループ及びEODS
（欧州職業病統計）作業部会のメンバー、とりわけフィンラ
ンド労働衛生研究所（FIOH）のAntti Karjalainen及び
デンマーク国立労働衛生研究所のJohnny Dyreborg
の両氏が、この文書の準備に非常に貴重な支援を提供
してくれた。
付録Cの報告は、EODS作業部会の加盟国の代表か

ら提出された質問への回答に基づいて、FIOHのAntti 
Karjalainenがまとめたものである。
欧州委員会2000　Doc. OS/E3/HSW/2000/1081
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欧州における石綿関連職業病
認定―件数―特別のシステム

2006年  労災職業病保険欧州フォーラム

第1部： アスベスト関連疾患の認定

A―アスベスト関連の病理

以下に述べる病理は、アスベスト粉じんへの曝
露との因果関係がよく確立されている、または一般
に認められているものである。

石綿肺は、アスベスト繊維の吸入によって引き起
こされた肺繊維症の一種に与えられた名前であ
る。石綿肺のリスク及び症度は、曝露のレベル及
び長さに左右される。この疾病の経過は多様であ
り、半数以上の事例では病状は安定したものであ
るが、呼吸不全に向かって進展する場合もある。
石綿肺の全ての事例について、肺がんのリスクは
増大する。

肺がんは、大部分は喫煙に起因するものの、ア
スベスト関連である場合がある。科学者は、肺が
ん事例の約10％において、アスベストが疾病の原
因であると見積もっている。また、アスベスト関連肺
がんの数は、中皮腫事例の数とだいたい同じであ
るとも推定されている。喫煙とアスベスト曝露の結
合が肺がんの発症に乗数効果をもつことから、個
別の事例評価は複雑である。

中皮腫は、たいていは胸膜（肺を覆っている薄
膜）に発症する、稀な悪性腫瘍である。それはもっ
ぱら事前のアスベストへの曝露によって起こる。か
かる曝露は、診断の数ダース年前に生じたもので、
かつ、低いレベルのものであったかもしれない。中
皮腫が、（内蔵を覆う）腹膜または（心臓を覆う）心膜
という、胸膜以外の部位に現われる場合もある。

胸膜プラークは、胸膜上の限局性の線維化した
部位である。アスベスト「曝露の指標」とみなされて、
通常はほとんど取るに足らないものではあるが、場
合によっては痛みを、あるいは呼吸能力のわずか
な低減をもたらす。がん組織に変性はしない。
アスベスト粉じんの吸入によって起こる上記の主
要な疾病はいまではよく知られているものの、数種
類の中皮腫及び肺がん以外のがんもまた、この物
質によって引き起こされると疑われている。しかし、
アスベスト曝露との因果関係に関して、ヨーロッパ
では科学的なコンセンサスがない。

B―認定の道筋

ほとんど全ての欧州諸国において、疾病の業務
関連性の認定のための二つの手続が存在してい
る。
全ての国が国の職業病リストをもっており、それ

は、程度の差はあっても、業務起因性の強い推定
を与えている。被災者は、自らの疾病及び/または
有害因子がリストに登録されていれば、自ら因果
関係を立証しなくともよいことから、職業病リストは
認定の手続を大いに促進する。しかしながら、ス
ウェーデンのリストは伝染性疾病に関するものだけ
なので、スウェーデンでは通常、被災者は自らが罹
患した疾病とその業務の間の関係に関する証拠
を提出しなければならない。
さらに、スペインを除き、本報告で取り上げた全て
の国は、リストに登録されていない疾病の認定のた
めの補完的システムをもっている。この場合には、リ
スクへの曝露の証明及び因果関係は、完全に被

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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災者が提供しなければならない。
各国ごとの状況を検討する前に、欧州職業病リ

スト（2003年9月の委員会勧告2003/670/EC）が、
石綿肺、中皮腫及び石綿肺合併症としての気管
支がんを特定していることを明記しておくべきであ
ろう。付録2、すなわち「労働関連の原因が疑われる
もので、報告がなされるべきであり、欧州リストの付
録1への包含が将来検討される可能性のある疾
病の補足的リスト」には、アスベスト粉じんの吸入に
よる喉頭がんが登場している。

下表は、4つの主要なアスベスト関連疾患につい
て、その業務関連性の認定の手続―当該疾病が
国の職業病リストに登載されている場合には、それ
が指示された時期を示している。

石綿肺は、国の職業病リストに登録された、最初
のアスベストに起因する疾病であり、ドイツで1937
年から、イタリア（1943年）及びフランス（1945年）

がそれに続いた。石綿肺をリストに加えた最後の
国は、ベルギー（1969年）、ポルトガル（1973年）、そし
てスペイン（1978年）である。
その石綿肺との関係の発見を踏まえて、アスベ

ストによる肺がんが、職業病リストに含まれるように
なった。再びドイツが先駆者（1942年）となったが、
表3の欧州12か国のうちの6か国は、1980年代に
なってからしかこの疾病を含めなかった。しかし
ながら、そうした最後の3か国（1985年にフランス、
1994年にイタリア、1999年にベルギー）は、すでに
1970年代以降、石綿肺を合併する場合にはアスベ
スト関連肺がんの業務性を認めていたことは指摘
しておかなければならない。

ノルウェー（1956年）及びデンマーク（1959年）
を除き、中皮腫の認知は遅れ、フランスの1976年か
らイタリアの1994年の間となっている。これは、この
疾病が非常に長い潜伏期間（20年から40年）によっ
て特徴づけられるという事実によって説明できるか
もしれない。

国名 石綿肺 アスベスト起因肺がん 中皮腫 胸膜プラーク

ドイツ 1937 1942 胸膜及び腹膜：1977
心膜：1993 1988

オーストリア 1955 1955
胸膜：1976
腹膜：1977
心膜：1990

―

ベルギー 1969 1999（1969-1999：石綿肺合併の場合のみ） 1982 1999

デンマーク 1959 2005年1月1日にリストに再登載
スペイン 1978 ―
フィンランド 指示的職業病リストにおいて「アスベスト粉じんに起因する疾病」

フランス 1945 1985（1976-1985：石綿肺合併の場合のみ） 1976 1985（1976-1985：呼吸機能障害がある場合のみ）

イタリア 1943 1994
（それ以前：石綿肺合併の場合のみ） 補完的システム

ノルウェー 1956
ポルトガル 1973 1980
スウェーデン 立証システム
スイス 1953 1984（それ以前：補完的システム）

表3  アスベスト関連疾患の認定の道筋及び国の職業病リストへの登載時期
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胸膜プラークは、確かにアスベスト曝露の徴候
であるとはいえ、通常は人体に害を引き起こさな
い。そのことが、認定という観点から、上述の疾病よ
りも、一様に扱われなかった理由である。

オーストリア及びスペインでは、胸膜プラークの
職業病としての認定は不可能である。他の全ての
諸国では、リストシステムによるか（ドイツ、ベルギー、
デンマーク、フィンランド、フランス、ノルウェー、ポ

ルトガル、スイス）、補完的システム（イタリア）また
は立証システム（スウェーデン）によるかいずれかに
よって、可能である。
しかしながら、フランスだけが、胸膜プラークの存
在のみの証明によって、補償が与えられる。認定を
認めている他の諸国は、通常の事例ではみられな
い、胸膜プラークの結果として肺の能力が低減し
たことを必要としていることから、例外的な事例に
ついてのみ金銭給付を支払っている。補償なしの
認定の長所は、後にこの物質に起因する他の疾病
に苦しめられるにいたった場合の、アスベスト曝露
の立証を促進することである。
さらに、フランスにおいてだけであるが、胸膜肥

厚が職業病として認定されることに注意されたい。
表3は、石綿肺、中皮腫、肺がん及び胸膜プラー

クが、いまや総合的にみてよく知られ、また、アスベス
ト繊維の吸入に起因する職業病として認知されて
いることを示している。
しかし、アスベストに起因することが疑われる他
の種類のがんも存在しており、ヨーロッパにおける
それらの業務起因性の認知は、全体一致とはほど
遠い状況である。
本報告で取り上げたスペインを除く全ての国

が、そのもとで被災者がいかなる病気でも業務関
連性を認めさせることが論理的には可能な、補完
的システム（または、スウェーデンのみは立証シス
テム）をもっている。しかし、これは、被災者が証拠
を提出することを要求することから、この手続は現
実的にはきわめて困難である。結果はまた、事例を
調査する保険機関内の実体の好意的または非好
意的な姿勢に大いに左右される。この姿勢は、国
際的な科学的研究に基づくものではあるが、また
当該疾病の被災者に対する支援に関する社会的

合意も反映している。

上表は、ヨーロッパにおいて認知がある、その他
の種類のアスベスト関連がんのリストである。補完
的システムのもとで結果的に認定された疾病につ
いては、いままでに実際に認定された事例をもつ国
のみがふれられている。

この表は、国による重要な違いを示している。あ
る国がそのような、または表のそのような部分でふ
れられていないという事実は、保険機関の非好意
的な姿勢あるいは認定請求がないということによっ
て説明できるかもしれない。

ノルウェー、デンマーク、オーストリア、より最近
ではドイツ及びベルギーにおいて、職業病リストに
書き込まれていることから、喉頭がんについてだけ
は相対的に合意がある。イタリア及びフランスに
おいては、補完的システムのもとで認定されており、
フランスでは、国のリストへの搭載について議論が
行われている。

C―認定基準

以下の情報は、各国において適用される基準を

表4  その他のアスベスト関連がんの認定の道筋

がんの種類 リスト・システムの
もとでの認定

補完的システム
のもとでの認定

耳鼻咽
喉系

喉頭

ノルウェー（1956）
デンマーク（1986）
オーストリア（1990）

ドイツ（1997）
ベルギー（2002）

フランス
イタリア

咽頭 ― フランス

気管 ―
ドイツ

デンマーク
フランス

洞 ― フランス

消化器
系

食道 ― フランス
胃 ノルウェー（1956） フランス
結腸 ― ノルウェー
直腸 ― フランス

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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余すところなく述べようとするものではないが、各国
に共通または独特のものを強調しつつ、用いられる
慣行の概観を提供するものである（詳しい情報につ
いては付録1-4を参照）。
認定手順は各国ごとに独特である。各国の職
業病に対する保険機関は通常、診断のチェック、
被災者のアスベスト粉じんへの曝露の評価、及び
可能な場合には業務と当該病理の間の関連の判
定を可能とするような、書面化した認定請求を受領
する。それでもなお、曝露及び診断に関する要求
事項は、国ごとによって異なっている。

石綿肺

石綿肺は、X線写真により診断することが相対
的に容易であり、国際労働機関のじん肺X線写真
国際分類がこの面における参考として活用するこ
とができる。
概して、各国は、常に（一定の曝露）期間を条件と

して要求することはせずに、アスベスト粉じんへの
明らかに著しい曝露を要求している。
潜伏期間に言及する諸国は、10から15年の最
短期間を条件としている。
多くの国が、石綿肺の被災者の健康状態に対

する心肺への帰結についてのみ補償を支払って
いる一方、デンマーク及びスウェーデンでは、呼吸
機能の低減が認定の必須要件となっている。

アスベスト関連肺がん

中皮腫とは異なり、肺がんは、煙草喫煙や、多環
式芳香族、クロム、ニッケルへの曝露といった、アス
ベスト以外の環境または職業要因などの多様な要
因によって起こる場合がある。そのため、この疾病
を診断すること自体は難しくないものの、それを職
業病と診断することは難しい。
そのことが、様 な々国において、判定にあたって
最も重要なことがアスベスト曝露の存在であること
の理由である。それらの多く（ドイツ、オーストリア、
ベルギー、フィンランド、ノルウェー、スウェーデン

及びスイス）においては、著しい曝露が立証される
か（ヘルシンキ基準または25繊維/ml/年の敷居
値）、あるいは、肺がんに石綿肺または胸膜の著し

い変化が伴うことのいずれかという、二つの選択
基準がある。南欧諸国（スペイン、フランス及びイタ

リア）は、それら諸国が単に最低期間を条件として
いることから、曝露基準については相対的に厳しく
ないように思われる。

喫煙の役割

ほとんど全ての欧州諸国において、煙草の乱用
は、アスベストに起因した肺がんの認定手順に含
められていない。
しかしデンマークでは、アスベスト曝露に関する
疑いがある場合、重大な煙草の乱用は、認定請求
の却下につながる。また、被災者が1日に7g以上ま
たは10パック-年［1日1パックなら10年超の意］を超え
て1年の煙草を消費している場合、アスベスト関連
肺がん及び喉頭がんの補償について考慮され、被
災者に与えられる給付総額に対して50％の留保
が適用されることになろう。
煙草乱用についてのこうした留保は、被災者の
病歴が、気道を詰まらせている疾病または慢性気
管支炎を明らかにしている場合には、石綿肺につい
ても適用される。これに反して、中皮腫及び胸膜プ
ラークの事例では、煙草乱用要因は関連がなく、そ
れゆえ（アスベストへの最低限の曝露が証明された
状態については）考慮に入れられることはない。

中皮腫

中皮腫は、その兆候及び症状が肺がんの初期
状態と区別がつきにくいことから、診断が相対的に
困難な疾病である。
診断方法は、全ての国で同じであり、医学画像

（X線写真、コンピュータ断層撮影）及び組織検査
（生検）である。この種の検査が実行可能でない
事例については、胸膜液が採取され、分析される。
いくつかの諸国（ドイツ、オランダ）では、全国規模
で全ての疑われる事例の評価を実施する、「中皮
腫パネル」と呼ばれる専門病理医のグループが存
在する。
曝露に関する要求事項は、全ての国におい

て最低限であり、アスベスト粉じんへのわずかな
［modest］曝露（数週間）でも十分である。
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胸膜プラーク

職業病として認定を公認している全ての国にお

いて、診断はX線検査に基づいてなされる。アスベ
スト粉じんへの、わずかであっても、一定の
曝露で十分である。

国名 医学的基準 アスベスト粉じん曝露基準 潜伏期間

ドイツ X線写真検査（ILO分類に従う）またはCT/HRCTにより証明さ
れた肺線維症 長年 最低限10

年

オーストリア X線写真検査（ILO分類に従う）またはCT/HRCTにより証明さ
れた肺線維症 明らかに著しい曝露 通常最低

限10年

ベルギー
X線写真検査またはCTにより証明されたびまん性肺線維症
＋
組織学的観察または曝露基準

累積曝露≧25繊維/ml-年
（調査または鉱物学的分析
により確認）

最低限10
年

デンマーク
X線写真により証明された肺線維症＋肺機能の制限的減
少及び/または拡散能力の減少（何らかの疑いがある場合、
HRCT検査が診断を明らかにすることができる）

ヘルシンキ基準 ―

スペイン 臨床組織学、X線写真検査 明らかに著しい曝露（業務
の例示的リスト） 通常10年

フィンランド

画像検査（X線写真、必要ならCTまたはHRCT）により証明され
た石綿肺と一致するじん肺
肺組織はもちろん、気管支肺胞洗浄液または組織標本中に確
認されたアスベスト粒子は、アスベスト曝露を評価するツールと
なり得る。胸膜プラークの診断はたいてい石綿肺に先立つ。

著しい曝露、例えば、アスベ
スト保温またはアスベスト吹
き付け作業、に少なくとも1
年、または、建設作業など、
曝露を受けやすい作業に
10年

―

フランス 肺機能検査に変化があるかどうかに関わらず、特定の放射線
学的徴候に基づいて診断された肺線維症 2年（業務の限定的リスト）

責任期間：
最終曝露
から35年

イタリア ―X線写真、HRCT
―肺活量検査、血液検査、心電図

明らかに著しい曝露（業務
の限定的リスト） ―

ノルウェー X線写真検査（ILO分類に従う）により証明された胸膜または肺 明らかに著しい曝露
曝露の長
さにより10
から15年

ポルトガル X線写真検査及びCT 業務の例示的リスト 10年

スウェーデン
以下の2つの基準
―拘束性疾病を指示する肺生理
―間質変化を伴う胸部X線写真
―持続性の呼吸器末端の捻髪音

明らかに著しい曝露
曝露の程
度により10
から15年

スイス 臨床学的及び放射線学的観察、可能性のある追加検査（気管
支肺胞洗浄） 明らかに著しい曝露 ―

付録1  石綿肺の認定基準

ヘルシンキ基準（アスベスト曝露）
―高度の曝露（アスベストセメント工場における業務、著しいアスベスト曝露またはアスベストの直接取り扱いを伴う解体
作業）の場合、少なくとも1年

―中等度の曝露（例えば、港湾の密閉された場所での作業、常時アスベストセメント屋根に接触する作業、常時アスベスト
曝露を伴う配管作業、頻繁にトラックのブレーキライニングを交換しなければならない整備工の作業、屋外で行う作業よ
りも屋内で行う作業、間接曝露よりも直接曝露）の場合、5-10年
―または、少なくとも25繊維/ml-年と見積もられる曝露、すなわち、少なくとも1繊維/cm3で25年超あるいは2繊維/cm3で
12.5年超

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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国名 医学的基準 アスベスト粉じん曝露基準 潜伏期間

ドイツ
―石綿肺を伴う肺がん（組織学的観点から、最低限の石綿肺で
も可）またはアスベストに起因する胸膜の重要な変化
―代替条件：｢曝露基準」参照

25繊維/ml-年の曝露（医
学的基準に対する代替）

少なくとも
10年

オーストリア
―石綿肺を伴う肺がん（組織学的観点から、最低限の石綿肺で
も可）またはアスベストに起因する胸膜の重要な変化
―代替条件：｢曝露基準」参照

25繊維/ml-年の曝露（医
学的基準に対する代替） ―

ベルギー

代替条件：
―石綿肺またはアスベストによるびまん性両側性胸膜肥厚の
存在

―光学顕微鏡で示された、乾燥肺組織1g当たり少なくとも
5,000本の石綿小体または気管支肺胞洗浄液1リニアー・メー
ター当たり少なくとも5本の石綿小体。観察された石綿小体
に関して重大な疑いがある場合は、電子顕微鏡でアスベスト
が確認されなければならない
―電子顕微鏡で確認された、乾燥肺組織1g当たり少なくとも
500万本の長さ1μ超の石綿繊維または乾燥肺組織1g当たり
少なくとも200万本の長さ5μ超のアンフィボール繊維

―その他の代替条件：｢曝露基準」参照

25繊維/ml-年の曝露
または
業務の限定的リスト
または
25繊維/ml-年の曝露と同
等の医学的基準

10年

デンマーク 顕微鏡検査による診断が望ましい；それがない場合、臨床経過
表及び病状経過に基づく可能性診断 ヘルシンキ基準 ―

スペイン 石綿肺を伴う肺がん；それがない場合、生検、顕微鏡による気
管支肺胞洗浄液検査

10年（石綿肺を伴う肺がん
を除く） 10-20年

フィンランド
病理医による気管支または肺の悪性腫瘍の診断
石綿肺（検死時組織の顕微鏡検査による結果でも可）があれば
自動的に認定

ヘルシンキ基準（石綿肺が
ない場合）

10年（石
綿肺がな
い場合）

フランス 組織学的検査、それがない場合、指示的な臨床経過及び画像
に基づく診断

10年の曝露＋業務の限定
的リスト

責任期間：
最終曝露
から40年

イタリア
―X線写真、HRCT
―肺活量検査、血液検査、心電図
―細胞診

― ―

ノルウェー 顕微鏡により実施された公式診断がなければ、事実上一定の
診断で十分（臨床経過表及び病状経過による） ヘルシンキ基準 15年

ポルトガル X線写真、CT、気管支鏡検査、生検 業務の指示的リスト 10年

スウェーデン 通常生検または細胞診及びX線写真に基づき確定された診断
石綿肺を伴う肺がんまたは「曝露基準」

アスベスト曝露が明らかな
業務に少なくとも15-20年ま
たは累積量（生涯曝露）約
10繊維/ml-年

15年

スイス
放射線学的、気管支鏡及び/または組織学的観察に基づき確
定された診断
肺がんが石綿肺またはその他のアスベストに起因する胸膜の
変化を伴っているかどうかの認定または「曝露基準」

25繊維/ml-年の曝露（医
学的基準に対する代替） ―

付録2  アスベスト関連肺がんの認定基準

ヘルシンキ基準（アスベスト曝露）
―高度の曝露（アスベストセメント工場における業務、著しいアスベスト曝露またはアスベストの直接取り扱いを伴う解体作業）の場合、少なくとも1年
―中等度の曝露（例えば、港湾の密閉された場所での作業、常時アスベストセメント屋根に接触する作業、常時アスベスト曝露を伴う配管作業、頻繁
にトラックのブレーキライニングを交換しなければならない整備工の作業、屋外で行う作業よりも屋内で行う作業、間接曝露よりも直接曝露）の場
合、5-10年

―または、少なくとも25繊維/ml-年と見積もられる曝露、すなわち、少なくとも1繊維/cm3で25年超あるいは2繊維/cm3で12.5年超
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国名 医学的基準 アスベスト粉じん曝露基準 潜伏期間

ドイツ 検証された診断（病理組織学的が好ましい、また、X線写
真、CT） わずかな曝露でも可 通常最低限

10年
オーストリア 病理組織学的な検証 数週間 ―

ベルギー 組織学的検査、それがない場合、例示的な臨床経過及び
画像に基づく診断 わずかな曝露でも可 ―

デンマーク 病理学的解剖学的診断 わずかな曝露でも可 ―

スペイン 生検 わずかな曝露でも可 最低限10-20
年

フィンランド 病理学的解剖学的診断 数週間 最低限10年

フランス 組織学的検査、それがない場合、例示的な臨床経過及び
画像に基づく診断

最低限期間なしで日常的曝
露（業務の例示的リスト）

責任期間：
最終曝露か
ら40年

イタリア ―X線写真、HRCT
―肺活量検査、血液検査、心電図 わずかな曝露でも可 ―

ノルウェー 病理学的解剖学的診断 わずかな曝露でも可 最低限20年
ポルトガル X線写真、CT 業務の例示的リスト 5年
スウェーデン 生検または臨床診断と結び付けた細胞診 わずかな曝露でも可 最低限15年

スイス 組織学的/細胞診、それがない場合、X線写真＋断層撮影
及び臨床経過表 わずかな曝露でも可 ―

付録3  中皮腫の認定基準

国名 医学的基準 アスベスト粉じん曝露基準 潜伏期間
ドイツ X線写真、CTまたは組織病理による診断 わずかな曝露 ―
ベルギー CT わずかな曝露 ―
デンマーク X線写真が胸膜の明らかな変性を示さなければならない わずかな曝露 ―

フィンランド 胸膜上の両側性線維素性沈着物または肺の画像検査（X
線写真またはCT）で診断された線維形成 数か月 ―

フランス 肺機能検査で変化の有る無しに関わらず、CTで確認された
場合、石灰化の如何を問わず、心膜または胸膜のプラーク

最低限期間なしで日常的
曝露（業務の例示的リスト）

責任期間：
最終曝露か
ら40年

イタリア X線写真 わずかな曝露 ―
ノルウェー X線写真検査により証明された診断 わずかな曝露 20年
ポルトガル X線写真またはCT 業務の例示的リスト 10年
スウェーデン X線写真またはCT わずかな曝露 10年

スイス X線写真によるアスベストに起因すると考えられる胸膜プラー
クの診断 わずかな曝露 ―

付録4  胸膜プラークの認定基準

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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アフター・ヘルシンキ：1997-2004年に報告された研究に
重点を置いたアスベスト曝露と肺がんの関係の学際的レビュー

2004年  ダグラス・ヘンダーソン他

抄録

たくさんの文献が出版されているにも関わらず、
アスベスト曝露と肺がんの関係は、今なお論争の
的であり、これはアスベスト関連肺がんの多くが喫
煙者でもある者に生じていることと関連している。
なぜなら、喫煙は確認できる肺がんのリスク要因の
中で最も強力なもので、産業化された社会のいた
るところで稀ではなく、喫煙とアスベストの肺がんリ
スクに関する複合（相乗）効果の分析は、アスベス
ト吸入と中皮腫の関係よりもより複雑な課題だから
である。広く受け入れられた証拠に関する以前の
レビュー［1997年と2000年］に引き続くものとして、こ
のレビューでは、肺がんと中皮腫の比率、喫煙とア
スベストが複合した場合の相互効果、（石綿肺→が
んモデルに対抗するものとしての）ヘルシンキ基準
及びAWARD基準で示された肺がんについての
累積曝露モデルを含めた、より最近の―1997-2004
年に報告されたもの―この関係に関する調査研究
を、喫煙とアスベスト双方による肺がんについての
遺伝的感受性/抵抗因子の相違に関する議論とと
もに、批判的に評価したものである。
筆者らは、①広く受け入れられた証拠は累積曝
露モデルを強く支持している、②肺がんの保温材
やアスベスト・セメント建材などのアスベスト含有製
品の製造及び最終消費の結果としての混合アス
ベスト曝露への蓋然的帰属の基準―ヘルシンキ及
びAWARD基準で表現された―は本レビューで
検討した新たな証拠と一致しており、またそれらに
よって一層強化される、③クリソタイルの採掘/精製
及びおそらく摩擦材製品製造などのその他のクリ
ソタイル単独曝露については、アンフィボール単独
または混合アスベスト曝露よりも異なる帰属基準（例

えばより大きな累積曝露）が適当である、④喫煙の
結果としての、及びもしかするとアスベスト曝露の
結果としても、肺がんリスクに対する遺伝的感受性
/抵抗因子に関する現出しつつある証拠は、遺伝
子型の多様性が潜在的に関連性の強さに、またそ
れゆえ個々の対象における原因寄与の蓋然性に、
影響を及ぼす付加的混同要因かもしれないことを
示唆しているが、そのような抵抗/感受性要因に関
連したアスベストを仲介した肺がんリスクの変化に
関する意義のある何らかの結論を下すのに十分な
証拠は現時点ではない、と結論付けた。

前書及びアスベスト関連肺がんに関する概評

アスベスト労働者における肺がんの報告は、中
皮腫のアスベスト起因がんとしての認知よりも遡る
（1935-1955年対1960年）が、アスベストと肺がんの
関係の分析は、いくつかの理由から、常により大き
な問題になってきた。
1.  中皮腫の大部分については、アスベストが唯
一の確認できる原因である。その関係はきわめて
明確であり、中皮腫の発症率は社会の過去のアス
ベスト使用の指標とひろくみなされている。とりわけ、
中皮腫の発症には、喫煙が寄与するという証拠は
ない。それに対して、肺がんについては喫煙が最
も大きなリスク要因であり、また、多くのアスベストの
影響による肺がんがアスベストと喫煙への二重曝
露の結果であることから、アスベストと肺がんの関
係は、アスベストと中皮腫よりも特異性が少ない。
肺がんのおよそ4-12％かそれ以上がアスベスト
への職業曝露に関連したものであると推定され
ている。肺がんの疫学のレビューの中で、Alberg
とSametは、肺がんの約90％は喫煙と、9-15％は
職業曝露と、10％はラドン、及びおそらく1-2％は大
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気汚染と関連すると主張している。Axelsonは、
スウェーデンにおける肺がん事例の4分の1超が
職業曝露と推定し、また同程度がフィンランド、ノル
ウェー及びデンマークで報告されている。多くの場
合に2以上の原因要因が関連し、それらの要因の
複合効果は相加的以上であると考えられることか
ら、個々の要因に関連する曝露者における寄与
割合（AFE）の合計は1.0（100％）を超えるかもしれな
い（AFEは、当該リスク要因に帰属する曝露事例の
割合として定義され、rate fractionと同義であり、
また、｢曝露が原因だと仮定して、曝露を除去す
れば、特定の時期において予防できたであろう疾
病事例の割合と解釈することができる｣。AFEは、
相対危険度［RR］－1、RR：［RR－1］/RRで与えられ、
通常パーセンテージに転換される）。Rockhillらが
言うように、…たとえ直感には反するにせよ、個々の
［AFE］の合計は1.0を超えることはあり得るだろう
…人口［AF］は、疾病の個別事例についての因果
関係の蓋然性を扱うものでも、疫学者に検討され
ているリスク要因によって引き起こされた事例とそう
でない事例を識別することができるようにするもの
でもない。したがって、ある肺腺がん患者に、RR8.0
を与えて喫煙のAFEに87.5％を、さらにアスベストに
75％を割り当てたとしても、当該対象がRR4.0を与
えるのに十分なアスベスト曝露も維持しているので
あれば、そこには矛盾はない。
アスベスト労働者のコホートにおける過剰肺が
んの中皮腫に対する比率は、およそ0.5：1から30：1
まで様 に々推定されてきたが、2：1という比率がひろ
く引かれている。例えば、Raffnらによるデンマーク
のアスベスト・セメント労働者の研究では、アスベス
ト・セメント労働者における肺がんの標準化発症率
（SIR）が1.80（観察値＝162； 期待値＝89.81）、同じコ
ホートの胸膜中皮腫についての観察値及びその
期待値に対する比率は10及び1.83であり、これら
の数値から、過剰肺がんの中皮腫に対する比率を
8.8：1と計算することができる。シガレット・フィルター
製造者の研究でTalcottらは、期待値に対する比
率0.7である11例の肺がん、及び期待値に対する
比率0.01である5例の中皮腫を観察した。したがっ
て、過剰肺がんの中皮腫に対する比率は2：1で

あった。アスベスト関連肺がんと中皮腫の間の量
－反応曲線の傾斜の相違を考慮に入れるならば、
過去何年間にもわたるアスベスト曝露の全般的減
少及び喫煙習慣の変化の結果として、この比率は
およそ1：1以下に低下するように思われる。
アスベストと喫煙の相互作用について乗法型モ
デルに基づけば、以下の事例に示されるような、喫
煙習慣の相違から、過剰肺がんの中皮腫に対す
る比率について、男性と女性の間に相違が存在
することを計算することもできる。あるコホートが肺
がんのアスベストに関連したRR（RRLCA）5.0をもち、
個々人の生涯中皮腫リスクが男女共5.0％である
と想定してみよう。喫煙習慣の相違の結果として
の肺がんの期待リスクは、女性について1％、男性
について3％で、過剰肺がん率は女性について（5－
1）％＝4％、男性について（15－3）％＝12％であり、過
剰肺がんの中皮腫に対する比率は女性について
0.8：1、男性について2.4：1となる。さらに、この過剰
肺がんの中皮腫に対する比率は、アンフィボールま
たは混合曝露よりも、クリソタイル単独曝露につい
ての方が著しく大きくなる。
Petoらは、西欧6か国（イギリス、フランス、ドイツ、

イタリア、オランダ及びスイス）で、1999年頃から35
年の期間における約19万の中皮腫による死亡を
予測した［1999年11月号36頁参照］。肺がん：中皮
腫の比率が1：1だとすると、約19万のアスベスト関
連肺がんも予測することができ、比率が2：1であれ
ば38万のアスベスト関連肺がんとこの数字は増大
する。Tossavainenは、北米、オーストラリア及び西
欧7か国とスカンジナビア（合計人口～8億人）にお
いて、毎年、約2万のアスベスト関連肺がんと1万の
中皮腫が発生していると推定している。
Howieによれば、1929-1996年の間のイギリスに

おける公式に登録されたアスベスト起因疾患によ
る死亡には、17,999の中皮腫（男性＝15,298、女性＝
2,701）及び1,878の肺がんを含み、中皮腫に対する
肺がんの比率は0.1：1であった。この比率は、安全
衛生委員会（HSC）により報告された統計において、
わずかな変化はあるものの、1988-2000年について
も維持されている。
しかし、1995年に発行された人口センサス事

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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務所（OPCS）/安全衛生庁（HSE）の文書では、
1968-1991年の期間に、アスベスト曝露がほぼ同
数の過剰肺がん死亡（～200、観察値749、期待値
549）及び中皮腫（183）を報告しており、比率は1.09：
1である。初回曝露から30年以上追跡した、ロンド
ン東部の5,100人のアスベスト工場労働者におけ
るがん死亡率に関する研究では、過剰肺がんの中
皮腫に対する比率は1.55：1であった。
安全衛生に関する1999年及び2001年の報告の

なかでイギリスのHSCは、｢アスベストによる肺がんを
アスベストが関連していない事例と決定的に識別
する臨床的な特徴は存在しておらず、それゆえそれ
らの事例の多くが被災者または医師によってアスベ
ストに関連したものと認識されていない可能性があ
る｣、また、｢…これらの数字［アスベスト関連肺がん
に関するイギリスの障害給付認定］がこの疾病の
現実の程度を著しく過少評価しているという証拠が
ある。高度に曝露した人 に々おいては決まって、存
在していた中皮腫よりと少なくとも同数の、しばしば5
倍もの数の、過剰肺がんが存在していた。この比率
は様 な々要因によっており…そのため総体的比率
を正確に言うことはできない。合理的な経験則によ
れば、中皮腫1件に対して1または2件の過剰発がん
と言うことができるだろう…」と述べている。
また、10年以上の職業曝露に基づいた補償基
準を導入する前のフランスにおいても、アスベスト関
連肺がんが過少認定されていた証拠がある。同
様の過少認定は、イタリア及び日本でも生じている。
オーストラリア・ニューサウスウェールズ（NSW）で

も、補償を受けたアスベスト関連疾患のなかに占め
る肺がんが過少であると思われる。例えば、NSW
粉じん疾病委員会の1998年の報告書は、1997-98
年度2,338件の障害認定の結果として、9件の｢ア
スベストに起因する肺のがん」に対して96件の
中皮腫を記録しており、肺がん：中皮腫の比率は
0.09：1であった。オーストラリア（2003年の人口～2
千万人）におけるアスベスト関連障害の予測には、
1945-2020年の期間に、約18,000例の中皮腫及び
30,000-40,000例の肺がんが含まれている。
1992年にTeschkeとBarroetavenaは、1980-1989
年の間に、カナダのブリティッシュコロンビア、サス

カチェワン及びオンタリオにおいて、肺がん事例の
0.15-0.76％が職業性障害として補償を受けたと報
告している。比較すると、職業要因に帰属する肺
がんについての推定人口-寄与リスクパーセンテー
ジ（PAR％）は、この3州において3-17％であり、アス
ベストは肺がんの請求の36％に掲げられていた因
子であった。TeschkeとBarroetavenaは、認定さ
れた肺がんの請求は、アメリカ及びイギリスの疫学
研究からの推定PAR％の最低値よりも4以上低く、
したがってカナダにおける肺がんは過少補償となっ
ており、主な理由は過少認定及び補償委員会へ
の過少報告であると結論づけている。
ドイツでは、1992年にアスベスト関連肺がんの補
償に25腺維/mL-年基準を導入して以降、肺がん
（1997年以降はプラス喉頭がん）の中皮腫に対す
る比率は、1995-2000年について1.24：1に上昇した。
2.  多くのアスベスト関連肺がんがアスベスト及び
喫煙の複合効果に帰属することから、アスベスト関
連肺がんの（過剰）数を推定するために、アスベスト
曝露のない参照人口との比較において喫煙を考
慮に入れることが必要となった。また、肺がんは産
業化社会のどこでも一般的であることから、肺がん
発症率またはリスクの小さな増加が、中皮腫のよう
なこれまで稀ながんの検出よりも、大きな統計的困
難を生じさせる。関連性に関するコホートまたは症
例対照研究は、それらが量－反応効果を示す場
合には、たいてい説得力がある。
3.  多くの研究が、小さな集団を扱っていることか
ら、RRLCAの小さな増加を検出する統計的力が弱
かった。例えば、NurminenとTossavainenは、一
般人口における胸膜プラークを伴う肺がんのRRは
1.1くらいの低さで、統計的意義のあるレベルでこの
RRLCAを検出するためには、アスベスト曝露があり
そうもない及びありそうな男性における胸膜プラー
ク及び肺がんの有所見率を考慮に入れて、約30
万人の人口サンプルを必要とすると計算した。こ
の筆者らは、環境曝露が概して低いレベルで、胸
膜プラークを有する全対象者がアスベストに曝露
したのではなく、また胸膜の異常がすべてアスベス
ト関連プラークというわけではないコホートを対象
にPartanenらによって行われた研究に注目した。
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そこでは、604の胸膜プラークを有する対象者のう
ち25の肺がんに対して、604の参照対象のうち28
の肺がんがあり、それらの何人かはアスベストに曝
露した可能性があった（RRLCA＝1.1、95％信頼区間
［CI］＝0.6-1.8）。この研究は、明らかに、またはおそ
らくアスベスト曝露のあった部分集団に焦点をあ
て、同じ統計によるサンプルの大きさの計算及び推
定の結果は以下のとおりであった。0.05のレベル及
び80％の力で、アスベスト曝露者及び非曝露者の
集団の大きさは、RRLCA2を検出するのに538＋538、
RRLCA3では175＋175である必要がある。この点で
は、小さなコホートにおける低いリスクは、にもかか
わらず、疾病が大きな集団に広まる場合には、相当
数の疾病となるかもしれない。ひとつの例として、肺
がんのような一般的な疾病についてのリスクの10％
の増大を表すRR1.1は、100万または1,000万の人
口に広まる場合には、相当の負荷の罹患率及び死
亡率となる可能性がある。言い換えれば、大きな集
団に影響を与える一般的な疾病の発症率におけ
る小さな増加は、より小さな集団に影響を与える他
の疾病のより高い頻度よりも明らかに多数を生じさ
せるかもしれない。
4.  肺がん―及びその他のアスベスト起因障害
―の量－反応関係の分析は、量－反応関係につ
いてのコホート間の不均質、及び曝露データの不
確実性によって複雑化される。累積曝露の初期の
推定は―過去のコホートの曝露が、より最近の類
似の規制された産業におけるよりも概して大きかっ
た場合―百万粒子/立法フィート（mppcf）で示され
た大気中粉じん濃度測定に基づいたものであるの
に対して、現在もっともひろく適切な曝露の指標とし
て受け入れられているのは、後の5μM超の繊維に
ついて繊維/mLで示される測定である（長さ＞5μm
かつアスペクト比≧3：1で定義されるこのタイプの
繊維がしばしば｢WHO繊維」という言い方をされ
る）。mpccfを繊維/mLに転換するために、1.4から
3.0、6.0までの換算変数が、異なる調査研究で用い
られてきた。mass/gravimetric measurements 
（mg/m3）を用いたものもある。アスベストの種類な
どのコホート、長さや直径の分布などの繊維の寸
法に関して、曝露の他の面にも不確実性がつきまと

う。例えば、（原繊維からなる長くて細い繊維を放出
する）トレモライト及びアクチノライトというアスベスト
状の変種は別としても、その寸法の分布は他の鉱
物と異なるものの、WHO繊維の定義を満たす切
片だけを放出する非アスベスト状の変種も生じる。
（中略）

ヘルシンキ基準

個々の事例について、ヘルシンキ基準は、原因
確率［POC：probability of casation］50％―民事
立証基準―に等しい寄与割合［AF：attributable 
fraction］＞（2-1）/2＝0.5である、肺がんのRR
（relative risk：相対危険度）を2.0以上に増大させ
るのに十分な曝露推計値または相関条件を設定
している。ある種の職業性肺がんの場合には、（2よ
りも）1.1の相対危険度が、民事訴訟における「原因」
よりも因果関係への物質の寄与の示度として受け
入れられている。
ヘルシンキ基準は、肺がんのアスベストへの寄与

について、石綿肺の存在を要求しておらず、かわり
に臨床的（例えば推定累積曝露量）あるいは病理
学的（例えば石綿小体または肺組織内の非被覆繊
維濃度）に評価されるアスベストへの蓄積曝露に
焦点を当てている。
「一般人口における肺がんの高い発症率のため
に、個々の患者について、石綿肺が存在する場合
であってさえも、アスベストが原因であるという決定
論的条件を完全に証明することは可能ではない。
しかし、原因帰属は、特定の因子（アスベスト）が当
該疾病を引き起こした、または実質的に原因となっ
ているという蓋然性の根拠に関する合理的な医学
的確実性を必要とする。アスベスト曝露が本質的
な寄与をなした可能性は、曝露が増大した場合に
増大する。蓋然性に基づいた累積曝露はしたがっ
て、アスベストによる肺がんリスクへの本質的寄与の
帰属に関する主要な基準として考慮されるべきで
ある。例えば、相対危険度は、25繊維-年の累積曝
露または同等の職歴のアスベスト繊維に曝露したコ
ホートについて、およそ2倍になり、このレベル［の曝
露］においては、石綿肺が存在し、または発見可能
かもしれないし、あるいはそうでないかもしれない」。

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準



安全センター情報2007年5月号   47

具体的にはヘルシンキ基準は、以下を含んでいる。
1. 石綿肺（例えば、臨床的、放射線学的―高解
像度（HR）CTを含む）―または組織学的に診断
された石綿肺）が存在していること。このスキー
ムにおいて、石綿肺は、主として以下に設定され
た曝露指標と同等の累積曝露の代用としての
意義を有する。
または
2. 乾燥肺組織1グラム当たり総数5,000から
15,000本以上の石綿小体（AB）、または、乾燥肺
組織1グラム当たり200万本以上のアンフィボール
繊維（長さ＞5μm）または500万本以上の＞1μm
のアンフィボール繊維という同等の非被覆繊維の
負荷。この組織のAB総数は気管支肺胞洗浄液
中（BAL）1mL当たり5-15本のABとおよそ等しい。
ヘルシンキ基準はまた、AB濃度が乾燥肺1グラム
当たり＜10,000本の場合には、電子顕微鏡を用
いた非被覆繊維負荷分析により計数が補足され
るべきであると勧告している。これらの非被覆繊
維数は、アンフィボール・タイプのアスベストだけに
関連するものである。同基準は、クリソタイルは、
相対的に除去速度が早いために、アンフィボール
と同程度には肺組織内に蓄積しないと言ってい
る。クリソタイルはアンフィボールよりも早く肺組織
から除去されることから、相当程度高いクリソタイ
ル繊維濃度は関連性のある曝露を暗示している
と想定する向きもあるかもしれないが、除去プロセ
スの一部として繊維が縦に裂けることは、計数さ
れる繊維の数を増やすであろうし、この所見に重
要性を与えることは困難である。したがって、職歴
（曝露の繊維-年）の方が、繊維負荷分析よりも、ク
リソタイルによる肺がんリスクのよりすぐれた指標
であると考えられる。
または
3. 25繊維-年以上のアスベストへの推定累積曝
露
または
4. それによって潜伏を評価することのできる手段
としてのみの、1年間のアスベストへの高度曝露（例
えば、アスベスト製品製造、アスベスト吹き付け、ア
スベスト材を伴う保温作業、古い建築物の解体）、

または5-10年の中等度曝露（例えば、建設または
造船）の職歴。ヘルシンキ基準は続けて、曝露が
著しく高度の場合（例えば、アスベスト保温材の吹
き付け）には、継続期間が1年未満でも2倍の肺が
んリスクに達する可能性があると述べている。
及び
5. 10年の最低間隔期間
ヘルシンキ基準によれば、胸膜プラーク自体は、肺
がんのアスベストへの蓋然的な帰属にとって不十分
である。「なぜなら、胸膜プラークは低レベルのアス
ベスト曝露と関連付けられるかもしれず、肺がんの
アスベストへ曝露の帰属は、相当の曝露の職歴ま
たはアスベスト繊維負荷の計測［のような他の曝露
パラメーター］によって支持されなければならない。
しかし、両側性「びまん性」胸膜肥厚は、石綿肺
を引き起こすのに十分な高度曝露にしばしば適度
に関連することから、帰属目的にとって、石綿肺の
場合と同等の重要性が与えられた。イギリスにおい
ては、「両側性」肥厚の要件は、1997年に「片側性」
びまん性胸膜肥厚に取って代えられた。にもかか
わらず、Smithらは、びまん性胸膜腺維症は、高度
曝露の指標としては信頼できないと示唆している。
（中略）

曝露評価：国のアプローチ及び今後の方向

石綿肺を要件とせずに、肺がんの［原因］帰属
についての25繊維-年以上という累積曝露がベル
ギーでも、また、他のスカンジナビア諸国では同等の
職歴が適用されている。フランス及びベルギーで
は、ヘルシンキ基準によって叙述されたものと同等
の職歴も、［原因］帰属の基礎を形成している。オー
ストラリアでは、裁判所は、［原因］帰属の基礎として
の累積曝露モデルを支持する判決を下しており、
同様の基準がAWARDワークショップ［2000年10月
に15人のオーストラリアのアスベスト関連障害専門
家によってヘルシンキ基準のオーストラリアへの適
用可能性が検討されたアスベスト関連疾患に関す
るアデレード・ワークショップ］でも支持された。
補償に関する意思決定が現在ヘルシンキ基
準アプローチを支持していると思われることから、
Burdorf及びSwusteあるいはFaserjahreが述べ
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ているようなデータベースの構築が、数量化され
た曝露の証拠を［職］歴に置かなければならない場
合の、アスベストによる肺がんの公正な補償にとっ
て非常に重要である。オランダにおけるアプロー
チは、異なる曝露レベルの可能性の蓋然的評価
を持っており、ドイツのシステムよりもより定性的であ
る。そのようなシステムなしには、判定委員会や裁
判所は、過去の曝露の不確実性や専門鑑定人た
ちの矛盾した意見の評価に法外な時間を費やし
続けることになるだろう。この種のデータベース・シ
ステムの目的は、業種、職種及び時期別にアスベス
ト曝露を明らかにするマトリックスをつくることであ
る。各々の値を組み合わせることによって、以下の
範囲にわたる信頼性のレベルを割り当てることが
可能となる。
1. 直接計測
2. 補間計測
3. 類似施設における計測
4. 類似施設からの補間
5. 合意に達せない場合の推定
実際問題として、オーストラリアのような国ではよ

くあることとして、特定の作業現場における大気中
繊維濃度の直接計測がない場合に、専門家はし
ばしば、①合計して暦上の時間のおよそ20％から
なる作業シフトの数及び期間、②同じまたは類似
の種類の他の作業現場の作業から導き出された
大気中繊維濃度についての報告されている低い
及び高い価に基づき、またありそうな平均推定を導
き出して、繊維-年の低い/高い範囲のかたちで、
推定累積曝露を示している。
広く受け入れられている証拠に基づいて、アス

ベストによる肺がんの発症に関する累積曝露モデ
ルは、疫学研究からの量－反応データや肺組織の
繊維計測に基づいた症例対照研究などの、様々
の異なるタイプの調査研究にまたがったデータの
首尾一貫性を持った、因果関係の評価に対する
現代的なアプローチに従っているように思われる。
証拠にはまた、試験管実験及び動物を使った肺気
管支上皮上実験によるアスベスト及び喫煙の単独
及び複合の細胞系における染色体異常誘発及び
変異誘発効果を含む、様々な病理学的所見も含

んでいる。一般化に関しては、累積曝露モデルは、
説明的-予測的価値を持っていると考えられ、25繊
維/mL-年基準が導入されてから―［原因］帰属が
主として行政によるものであることから、対立的な
裁判所を起訴にした補償システムよりも、意思決定
がよりゆがめられることが相対的に少なそうな―ド
イツでは、中皮腫に対して肺がんが上回る比率が、
多数の疫学的調査研究から得られたものと同じ比
率に近い一致を示すようになっている。
最後に、ヘルシンキ基準で示された推定累積曝
露（25繊維-年または同等の職歴）は、アンフィボール
及びアスベスト紡織曝露に、また混合曝露（とりわけ
クリソタイルとアンフィボール［双方］を含有したアスベ
スト・セメント及び保温材）にも―とわれわれは信じて
いる―適用可能で、ケベックのクリソタイル鉱夫/精
製労働者には適用可能でなく、また、摩擦材製造や
ある種のその他のクリソタイル単独曝露、あるいは
おそらく混合物が（すなわち大気中の繊維のタイプ
との割合が）正確にわかっている混合曝露に対し
ては適切でないかもしれないということを、われわれ
は強調しておく。肺組織内の繊維濃度は、主として
混合曝露に関連したアンフィボールの含有量と関連
しており、アンフィボール単独曝露に関してはより高
い濃度が要求されるが、一般的にクリソタイル単独
への累積曝露の推定に対しては、肺組織内のアス
ベスト繊維計測は不適当である。今後、肺がんへ
の遺伝的感受性のプロフィールが同一と確認でき
る者のなかにおける肺がんのアスベストへの帰属に
関して、25繊維/mL-年または同等の職歴より低い
累積曝露が受け入れられるかもしれず、また、アス
ベストの発がん影響に対する防護措置を与える遺
伝子型が同一と確認できる者のなかにおいて同一
の肺がんリスクを引き起こすためには、より高い累積
アスベスト曝露が必要とされるだろう。ある種のが
んに対するリスク評価に95％信頼区間を用いること
は、個々人の疾病の因果関係に対する蓋然性アプ
ローチに関して、おそらくGS/GRの相違を含む多く
の要因に関連するリスクにおける相違に対処する
のに何らかの助けになる。曝露推定の個別化また
は先天的感受性/抵抗因子の検討なしに、
この手段を用いることは、そうではない。

アスベスト関連疾患の補償―対象疾病と認定基準
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前回まではほぼ時系列で、私がアジアの女
子労働に関ってきた経過を記してきて、アジアも
国内も、第一線での活動を後継者にひきつぐと
ころまで辿りついた。これで連載も終ってもいい
かなと思ったが、1976年から7年間に、正確な回
数は覚えていないほど、アジア各国を訪ねたり、
国際集会を開催したり参加したりしてきたので、
とくに印象の強かった場面を、思い出すままにも
う少し記してみようと思う。

職業病のかけこみ寺―ECOSH

思いがけなかったのは、この活動にとりくんだ
ために、アメリカに行くことが多くなったことであ
る。集会に招かれたのが3回、自主的に行った
のが2回だった。
今では誰でもアメリカ西海岸に、シリコンバ

レーがあるのを知っているだろうが、私は28年
前にその存在を知った。在日のアメリカ人から、
日本の電子労働者の実態について話をききた

いという人が来日しているので、会ってもらえる
かという依頼を受けた。
日本では、キリスト教関係のネットワークで、労
働問題に関っているのは私くらいだから、そうい
う話はすべて私のところに来る。
私は電機労連の仕事もしていたから、多少

は現場も見ていたので、お会いした。
来訪者は、シリコンバレー地域のマウンテン

ビューという町にある、“電子労働者の健康と安
全に関する委員会（ECOSH）”というNGOの女
性スタッフだった。彼女はこの地域を兵器産業
地帯とも呼んでいた。ここで働く電子労働者の
85％が女性、70％近くがメキシコなどラテンアメ
リカ各国、フィリピンなどアジア系、ベトナム難民、
黒人などマイノリティの人びとで、英語のわかる
人も少なく、すべて未組織労働者なのだという。
したがって労使の力関係のバランスがとれるわ
けはなく、一方的に企業がやりたい放題で、賃
金もアメリカの最低水準だが、それにもまして深
刻な問題は、仕事による健康障害で、化学物質

1980年の米シリコンバレー訪問
塩沢美代子

連載第52回
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による職業病だそうである。しかし労組もないか
ら、身体をこわしても泣き寝入りで、やめていくし
かない。しかもどういう化学物質を使っているか
もわからないので、一般の医師には治療もでき
ない。
こういう状況を知ったクェーカーというキリスト
教団体が中心になって、仕事で体調が悪くなっ
た労働者の、かけこみ寺をつくったのである。
病気をどう治療するかが優先課題なので、産
業衛生専門の医師、会社と交渉する弁護士な
どの有志で構成されている。さまざまな方法で、
その存在をPRし、24時間対応の電話番号を伝
えている。
実際に訴えの電話がはいると、医師が詳しく

きいて専門の医療機関に紹介したり、会社との
交渉に労働弁護士が乗り出したり、保健関係
の公的機関に連絡して、その職場の点検を要
請するなどの活動をしているそうである。

電子産業労働の日米の相違

電子労働者に女性が多いのは日本でも同じ
だった。仕事による健康問題は、視力の低下、
頸肩腕障害、自由にトイレに行けないために起る
“縛尿症”と名付けられた膀胱の障害などがあ
るが、化学障害というのは、一般労働者につい
てはきいたことがなかった。
日本の大手電機では、当時は高卒で集団就
職した女性が多かったが、眼の疲れや肩こり
や、テンポの早い単調労働などが苦になってく
るとやめてしまうので、勤続2～3年で退職とい
うケースが多かった。それで化学障害に至ら
なかった面もあろうが、私は現場の換気装置な
ど、職場の安全衛生の対策が、シリコンバレー
の工場では、日本より劣っているのではないかと
思った。
したがって彼女の知りたかった化学障害に
ついては、役に立たなかったのだが、私はシリコ
ンバレーとECOSHの話にたいへん興味をもっ

たし、彼女もぜひ見にきて下さいといって別れ
た。

英語の話せない労働者たち

1980年になると、労基法改悪は阻止できたか
にみえた。私は労働運動の先進国であるアメリ
カでは、長時間労働や深夜業についての法的
規制は、どうなっているのかを知りたいと思って
いた。その頃、市川房枝さんが私のやっている
活動のことを知って、何かに役立てて下さいと、
私個人に多額のカンパを下さった。CCAの活
動はテレサの手に移っていたので、このお金で
シリコンバレーに行こうと考え、過日の来訪者に
連絡をとると、すぐにことは運んだ。私は英語の
上達も目的のひとつだったので、2か月くらいの
滞在を計画していたら、“あなたのホームステイ
を歓迎する人が多いので、滞在費はほとんどい
らないから、気楽にいらして下さい”ということに
なった。

1980年の8月に渡米すると、最初に迎えてく
れたのは、サンフランシスコで、第三世界の女性
の問題に関る、小さなNGOの代表者である独
身女性レイチェルの家だった。昼間は彼女のオ
フィスに同行し、機関紙発送のあるときなどは手
伝ったり、そこに集う人たちと話したりした。また、
彼女は仕事で訪れる先や、参加する集会など
すべてに私を連れていった。その度に自己紹
介をすると、私の経歴にみんなが興味をもってく
れるので、いろいろと話しあう機会が多く、英語
の練習にはもってこいだった。
ところが私が“アジアでは、労働者と直接に話
すことはできないが、アメリカならできるので話を
ききたい”というと、誰もが、あなたはスペイン語
ができるのかという。全くできないというと、それ
じゃあ労働者と通訳なしで話をきくことはできな
いよといわれてしまった。私を世話してくれた人
達は、スペイン語を勉強しているようだった。シ

塩沢美代子「語りつぎたいこと―日本・アジアの片隅から」 52
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リコンバレーの労働者は、中・南米からの移民
が最も多いらしい。電子工場などでは、単純反
復労働が多いから、それほど言葉は必要ない。
移民はある程度まとまって住むから、英語は覚
えなくてもすむらしい。後に経験したことだが、
サンフランシスコにある大きな公立病院に、職業
病を専門にしている女医さんがいるというので、
紹介してもらい訪ねたことがあった。入口を示
す矢印に、英語の他に中国語を含む、4種の文
字が記されていた。お会いした本人は白人だっ
たが、私が案内図を見て、“英語のわからない
人たちもいるのですね”というと、“患者の3分の1
は英語が通じない”という。私が“問診ができな
くては、診察ができないのではないですか”とき
くと、“通訳を頼む”というので、“何か国語くらい
通訳ができるのですか”ときくと、18か国という。
私は8か国のきき間違いだと思って念をおすと、
やはり18か国だといった。私がおどろいている
様子をみて、彼女は“それでも完全ではないよ”
とつけ加えた。
どうやらその病院で働いている医師・看護
師・検査技師・事務職員その他もろもろの人た
ちのできる言語をトータルすると、18種類になる
らしい。

様々な活動家宅でホームステイ

次に私を迎えてくれたのは、スタンフォード大
学の統計学の教授宅だった。森林公園のよう
なキャンパスのもっとも奥にあり、正門まで歩くと
30分近くかかった。教授の奥さんが、たいへん
熱心な平和活動家で、私を招きたいということ
だった。
なるほどガレージの壁には、全く隙間のないほ

どベトナム戦争反対の無数のポスターやチラシ
などがはってあった。その量の多さに、10年とい
う戦争の長さを改めて思い出した。息子さんが
ワシントンで労働組合で働いているので、その
部屋を与えられ、おいしい家庭料理をごちそう

になった。大学の構内というのに、朝は小鳥の
さえずりで目覚めるのも楽しかった。
年輩の教授も温かく迎えて下さったが、寡黙

な方で、もっぱら奥さんが様 な々話をして下さっ
た。彼女は日本に多くの米軍基地があることを
知っており、日本の状況に関心が深かった。そ
こで私も、とつとつと日本の戦後史を語ることに
なった。私はその頃から、日本の民主主義はも
う御臨終かという危機感をもっていたので、“自
衛隊と呼ぶ軍隊は強化されているし、日本人の
政治への関心がきわめてうすいので、平和憲
法をいつまで維持できるかわからない”と率直に
話した。

5日ほどここに滞在した後、ECOSHの専従者
である女性の家や、アングロサクソン系の白人、
メキシコ人、黒人の6人の単身の女性が、家賃
をシェアして住む大きな家、日系3世の女性と、
ユダヤ系白人との夫婦の家などに次 と々滞在し
た。私を招きたいという家が、もう2軒ほどあった
のだが、日系3世の女性ジェーンが、転 と々する
のは疲れるから、帰るまで家にいなさいと主張し
たので、彼女の家に半月あまり滞在した。
この夫婦の出会いは、ベトナム反戦運動だっ
た。同じ州立大学の経済学部で学んでいた夫
ポールに、ジェーンは好意をもっていた。
ある日ポールに明日の晩は空いているかとき
かれ、ジェーンは有頂天になって、どこで食事し
て、どこへ連れていってくれるのかと、映画館や
音楽会をイメージしていた。ところが実際は、ベ
トナム戦争反対のチラシを各家庭のポストにい
れる作業を、ひと晩中手伝わされたそうである。
彼女の祖父母や両親は、太平洋戦争中は
強制収容所にいれられたそうで、後にきいたの
だが、アメリカ政府がこの件に関し賠償金をはら
うことになった裁判で、お父さんが証人のひとり
として出廷したそうである。
ジェーンは英語しか話せないのだが、日本人
の話す英語に近くとてもききやすい。先祖が使っ
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ていた言語によって、口の解剖学的遺伝がある
のだろうかと思った。

日本の労使関係に対する関心

ECOSHの専従者の家に移った頃から、私は
全く思いがけない仕事で忙しくなった。
日本の労使関係について、本当のことを話し
てくれる日本人が来ているという噂が広まって、
会って話をききたいという人やグループが続出し
たのである。
その頃は自動車産業を中心に、日米の貿易
摩擦がはげしくなっていた。それで自動車会社
や電機会社の経営者が、トヨタやマツシタの生
産現場やQCサークルのビデオを労働者に見せ
て、このように働けとはっぱをかけていた。その
労働密度の高さといい、自動車工場など月100
時間もの残業があることといい、アメリカ人には
信じがたいことだったらしい。どうして日本の労
働者は、そんな過酷な労働条件に、おとなしく
従っているのかと、不思議でならないと思ってい
たのである。
私の話をききたいというのは、労働組合、労働
関係誌にかかわっている人たち、労働弁護士、
ECOSHをサポートする教会の人やボランティア
の医療関係者などなどだった。

当時の日本では終身雇用が基本であり、労
働組合は企業単位につくられていた。つまり雇
用形態と労働組合の組織形態が全く違うから、
そこから説明しなくてはならない。
私はいくつもの大きな表をつくって、日米の違

いをわかりやすくするようにした。対象はいつも
白人だった。
彼等は大手企業には社宅や独身寮があると

いうだけでもおどろく。私はトヨタやマツシタレベ
ルの企業なら、社宅はおろか、安くつかえる保
養所や医療施設なども整っている。だからアメ
リカの労働者は解雇されて失うのは賃金だけ

だろうが、日本では賃金のみならず、住居も厚
生施設も失い、勤続が長いほど得になる退職
金もわずかになってしまう。しかも基本的に中途
入社はむつかしいし不利である。日本では住
宅費がとても高いから、極度に安い社宅を失う
と生計が立てにくい。企業は多くの恩恵を与え
て、忠誠心を培っていくというような解説をした。
労働組合については、労働者本人の意志に
関わらず、入社すると自動的に組合員となるユ
ニオンショップ制で、組合費もチェックオフ制の
企業内組合が多いというと、“それじゃあ労働組
合の機能を果たせない”とわかりが早かった。日
本にも自動車総連とか電機労連とか産業別組
織があるから、そこがオルグして個人の意志で
加入するのとは全く違うことが、はじめてわかっ
たようだった。また日本ではアメリカのようにきっ
ぱり解雇することは少ないが、“肩たたき”のある
ことも話した。“肩たたき”をどう訳したらいいか
わからないから、仮定の例をいくつも並べた。す
るとボランタリーリタイヤメントのようにするのかと
いっていた。

サンノゼ大学夜間部に講座？

ECOSHの専従者は、あちこちからの依頼を
受けて、毎日のように私をその場所に連れてい
かねばならなかった。シリコンバレーの中心部に
あるサンノゼの市立大学は、夜間にさまざまな
講座があるので、有名だった。
彼女は、“ミヨコは同じ話をしに、あちこちに行

くのなら、いっそサンノゼ大学の夜間部に｢日本
の労使関係｣という講座を開いたらいいよ”と私
をからかった。私が“冗談じゃない。この下手く
その英語で講座なんか”というと、彼女は真顔で、
“あそこで中国文化の講義をしている中国人
は、あなた程度の英語だよ。英語がうまいかど
うかは問題じゃないのよ。私たちは知りたいこと
がわかればいいんだから”といった。この言葉
で私はたいへん気が楽になったのである。

塩沢美代子「語りつぎたいこと―日本・アジアの片隅から」 52
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中皮腫患者に対するより迅速な補償計画
Department for Work and Pensions, the U.K., 2007.3.14

【イギリス雇用年金局プレスリリース　2007年3月

14日】

雇用年金担当大臣ジョン・ハットンは今日（3月14
日）、中皮腫と診断された全ての人 に々、より迅速な
補償を提供するための提案を提示した。
現在、労働におけるアスベスト曝露によってこの
疾病に罹患した人だけしか、国からの補償金を請
求する資格がない。提案は、以下の人 を々含め、こ
れまで資格のなかった人々に、（6週間以内に）前
払いの金銭的支援を提供しようとするものである。
・ 親族（例えば、彼らの仕事着）からのアスベスト
曝露

・ 環境からの（例えば、アスベスト使用工場近隣
に住んでいたことによる）アスベスト曝露

・ 自営業者、及び
・ どこでアスベストに曝露したかわからない人々
ロンドンで開催された中皮腫サミットにおいて、ジョ

ン・ハットンは、「いかなる額の金員であっても、中皮
腫に罹患した個人及び家族の苦しみや喪失を埋
め合わせることはできない。しかし、患者やその家
族が、1ペニーの補償を手に入れるのに何年も待た
なければならないだろうと心配しなければならないよ

うなことがあってはならない。とりわけ、中皮腫患者
の多くの場合、何年も待つ時間をもっていない。
これが、中皮腫患者の誰もが、その雇用歴に関
わりなく、補償を受けられるようにすることにわれわ
れが打ち込んでいる理由である。この立法措置
は、いったん診断がなされれば、全ての患者が、請
求してから6週間以内に相当な支払いを受けること
ができるということを意味するだろう。」
現在は、労働災害障害給付を受ける人々だけ

が、1979年じん肺等（労災補償）法のもとで国の補
償を受ける資格がある。提案は、この労働とのリン
クを断ち切り、立法措置が議会を通り次第、中皮腫
罹患者の全てが、その雇用形態に関わりなく支払
いを受ける資格があり、すでに人身障害請求を通
じまたは使用者から受け取ってはいない補償を提
供されるだろうということを意味している。
この提案による変更の費用は、補償金の回収に

よって充足されるだろう。
現在、国の支払った分は民事賠償から取り戻

されていないために、使用者または保険業者はし
ばしば、国から個々人にすでに支払われた総額に
よって、補償を減額及び保留する責を負うべきだと



54  安全センター情報2007年5月号

考えている。後に民事賠償請求が成功した場合
には、国の支払い分が取り戻されるようにするため
に、補償金回収手順が導入されることになろう。
こうした資金は、新たな中皮腫請求者に対する
前払いの支給を行うために使われることになる。支
給は、当初は、見込まれた補償金回収総額からま
かなうことのできる金額に対応することになろう。―
しかし、資金が許すようになるにしたがって、支給を
増やしくていくだろう。
様 な々関係者が参加した今日のサミットは、補償
問題の長期的解決策を探るための協議の一環で
あり、立法措置の提案の詳細を策定するために活
用される。

編注

＊ 2006年7月に雇用年金担当大臣は、中皮腫罹
患者に対する補償の支払いをスピードアップす
るためのいくつかの措置を発表した。同時にま
た、この病気の被災者が、可能な限り生存中に、
補償を受けることができるようにするための長期
的解決策が導入されるだろうと発表した。

＊ 昨年中の進展には以下が含まれる。
―歳入国及び関税局は現在、10日間の使用者
記録を、それ以前25-30日と対照させて、調べ
ている。
―金融サービス補償機構（FSCS）が企業または
保険業者によりすでに全額支払われた請求
に貢献するのを妨げていた規制を取り除い
た。現在は、FSCSが補償のいくらかに責任の
ある場合には、当該企業はこの支払いを回収
することができることになって、資金を支払うこ
とができる。
―いまでは2006年補償法が、請求者が関連のあ
る使用者のどれかから全ての補償を取り戻せ
るようにするために、過失のある複数の使用者
は連帯して及び別 に々、中皮腫の事例におい
て責を負うべきこと規定している。これは、バー
カー事件の評決―被災者は個々の使用者を
別 に々訴えなければならないこととされた―を繰
り返すことがないようにするための措置である。

＊ 1979年じん肺等（労災補償）法に基づく支払い

を、事後に成功した民事賠償請求から回収する
ことができないということはおかしなことである。
ほとんどのその他の給付については、現在では
補償金が回収されている。

中皮腫について

＊ 中皮腫は、肺または腹部の内膜のがんであり、ほ
ぼ全てがアスベストに関連したものである。常に
致死的で、診断から死亡までの時間は、平均約
9か月である。

＊ アスベスト曝露と中皮腫の発症との間には長い「タ
イムラグ」があり、最低限約10年からより長い年月
まで様 で々あり、平均間隔は30-40年台である。
＊ 確認されている業務上の死亡原因としては第1
位である。現在、年に約1,800件の死亡で、2010
年から2015年頃の流行のピーク時には約2,500
件に上ると予測されている。2006年から2020年
の間に、イギリスで最大3万人がこの病気によっ
て死ぬだろうと予測されている。

＊ イギリスにおける中皮腫の事例は、かつては（大
量のアスベストを使用した）造船や重工業及び
アスベスト製品製造業で働いたことのある人々
に主に発生した。この理由から中皮腫は、これら
の産業の本拠地だったスコットランド、東北及び
南イングランドなどでより多発している。

＊ 最近診断される事例でその割合が増加してい
るのは、建設業（大工、電気技師、解体作業者
等）のような相対的に低い程度の曝露を受けた
人々、及び、アスベスト建材が使用されていて、何
らかによって粉じんが飛散した建物の中で働い
た人々である。これらの人々がいまでは新規（発
症）事例の大多数を占めており、したがって、アス
ベストに曝露したことに気付かないままリスクにさ
らされている膨大な数の人々がいると考えられ
ている。
※http://www.dwp.gov.uk/mediacentre/
pressreleases/2007/mar/hsc023-130307.asp
 http://www.dwp.gov.uk/mediacentre/
pressreleases/2006/jul/dcs031-200706.asp等
も参照されたい。

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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1. 政府は、この恐ろしい病気にかかった人々のた
めの公正かつディーセントな成果を確保するため
の共働の利益のために、各々の相違点を脇にお
いて、広範囲にわたる様 な々見解と課題を提起し
てくれた関係者の努力に大いに感謝している。
2. パートナーシップによる作業によって、われわれ
はすでに多くのこと（付録Aが一定の詳細を提供
している）を成し遂げてきた。しかし、まだやらな
ければならないことが残っている。
3. 中皮腫罹患者に対する長期的解決策に関
しては、すでにこれまでに協議を重ねており、個
人、企業あるいは保険業者、使用者、法曹界
や支援グループを代表する組織から、約60件
の応答を受け取っている。応答の要約は、雇
用年金局（DWP）の下記ウエブサイトを通じて
公表されている。http://www.dwp.gov.uk/
publications/dwp/2007/iidb/mesothelioma-
casesconsultation-report.pdf
4.  これらの応答を踏まえて、われわれはいまや前
に進む明確な考えを持つにいたった。応答から、
ここに示すわれわれの提案に幅広い支持がある
ことを知っており、このサミットでさらに議論したい
と考えている。われわれは、あなた方の意見を蒸
留して得た、2段階のアプローチを策定した。これ
らの2段階は、付録A及びBに概要を示してある。
5. われわれは、この提案が、中皮腫罹患者のた
めに請求が扱われる方法を劇的に改善し、また、
以下のような多くの利点をもつものと信じている。
・ 効果的かつ能率化された民事賠償を主要な要
素として伴い、現在の民事及び国の制度を改善
する変更のための提案の高まりに合致する。

・ より迅速に民事賠償をもたらし、請求の早期
解決を促進する。

・ 第2段階は、とりわけ、金銭の前払いをもたら
し、したがって、われわれが受け取った他のど
の提案よりもより迅速なものである。

・ どちらの段階も、IIDB（労働災害障害給付）の
見直しに着手しつつあるDRPから提起され
た、可能な戦略的方向を著しく制限することは
ないであろう。

6. 自動車保険局（MIB）タイプの調停制度、ある
いはアイルランド人身障害評価委員会にならっ
た制度を提案した応答もあった。大臣たちは、
現時点ではこのアイディアの検討を進めるべきで
はないという結論を下した。理由の簡単な説明
を付録Cに示した。
7. われわれは、今回のサミットが皆様方に、さらな
る検討とこれらの提案に対する意見の投入、実
用性の検査、及び、昨年われわれ全てがそれに
向けて共働してきた変化をもたらするために取り
組むべき課題を確認する機会とともに、これらの
アプローチに対する支持を提供するチャンスを
与えることとなることを希望している。

付録A

第1段階―定められた請求処理手順

8. 国の給付及び民事賠償双方に対する請求の
全期間を通じた、相互に結合された、請求者中
心の「端から端まで」定められた請求処理手順

中皮腫サミット―パートナーシップによる作業
中皮腫事例を扱う請求の改善

2007年3月14日  イギリス雇用年金局
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 民事賠償

・ 新たな提訴前手順規定及び、適切な場合に
は、民事手続規定/実行指示を通じた、能率
化された中皮腫請求手順

・ 改善された手順は、システムをスピードアップし、
また、例えば以下のことを提供することによっ
て、訴訟なしに紛争を解決することをめざす。
・ よりよい早期の情報交換
・ 早期の責任自認
・ 責任自認前の法的作業の軽減
・ 審理前に一定の諸手続を実行するための
限定された期間

・ 関連情報の標準化
・ 合意された専門家リスト
・ 合意された期間による最終補償支払い期
間の著しい短縮

・ 責任及び因果関係が確認された早い機会
の仮支払い

・ 請求を解決できない場合には、未解決問題を
確認する手順をもった後、現行の有効な裁判
所における中皮腫迅速化システムにより解決
することができる。

 国の給付

・ イギリス全体を通じて完了及び使用方法の
一貫性を確保するためのIIDB及び1979年法
について標準化された請求様式

・ 入手可能な様 な々国の給付間のよりよい連結
・ 証拠の提供についての能率化されたアプロー
チ

・ リーフレット及び請求様式における改善され
た情報提供

・ 給付回収手順の監視（IIDBの給付が遡って
行われる場合の所得関連給付からの回収）

これまでの進展

9. 2006年7月20日、雇用年金担当大臣は、中皮腫
罹患者に対する補償の支払いをより迅速にする
ためのいくつかの当面の措置を発表した。これら
の当面の措置は、このアプローチの目的に合わせ

る方向に向けてすでに一定動き出している。
・ 中皮腫提訴前手順規定： 提訴前手順規定に
取り組んだことは、よい結果をもたらしつつあ
り、DCAは短時間でより幅広い関係者の見解
をつかむことができる。

・ 利用可能な援助を解説した請求者向けリー

フレット： APIL、TUC（労働組合会議）及び英
国肺財団が、本サミットに間に合わせてリーフ
レットの草案を作成している。

・ 金融サービス補償機構（FSCS）が被告である

使用者/保険業者に直接金銭を支払うことが

できるようにしたこと： 12月6日に立法措置が
行われ、またFSA規則が変更されて2006年
12月22日から施行された。

・ （それ以前25-30日と対照させた）10労働日間
の歳入国及び関税局による使用者記録の調

査：が、2006年7月に導入された。
・ 使用者責任強制保険を調査する実施基準： 
ABIは、この基準の活用に関するリーフレット
の草案、中皮腫請求のより容易な把握のため
の照会様式の更新、迅速に調査された事例
についての指定された投書箱を改善する新
しいシステムを試行し、また、専用の電話相談
を維持するための連絡先を指定、再度/多重
請求を取り除き、基準の活用方法を保険業者
に訓練し、ベスト・プラクティスを共有し合うこと
に同意した。これらの多くはすでに実行されて
おり、基準見直し委員会のメンバーが今年進
展状況を見直すことになろう。

・ ELCIの方針にアクセスするために支払い不

能企業を復活させることの必要性を取り除い

たこと： DCAは、保険業者に対する第三者の
権利に関する他の司法委員会とともに、ひとつ
のパッケージの一部としてこれを行うための立
法判断を待っているところである。

今後検討が必要な事項

10. このアプローチを全面的に達成するための取
り組みには、以下のことを検討することが含まれ
るだろう。
・ 整理統合された請求様式、例えば、IIDBに対

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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する請求と1979年じん肺（労災補償）法に基づ
く請求を結合するための、行政的または立法
的いずれかの解決策

・ 双方の請求に必要とされる情報の重複を取り

除く

・ 中皮腫が関連する場合のDLAやAAなど、
他の給付についての能率化された請求

・ （IIDBが給付された場合の所得関連給付か
らの）給付回収システムのスピードアップ

・ 国中を通じた諸様式の完了及び使用方法の

首尾一貫性の確保

  われわれは、これらを達成可能であると考えて
おり、今後これらを進展させていくのに関係者を
巻き込んでいくつもりである。

付録B

第2段階―迅速な金銭的支援

1. このアプローチはより複雑であり、立法的措置
を必要とする。そのため、第1段階の諸行動ほど
素早く導入することはできない。それは、1979年
じん肺（労災補償）法にあるような前払いの金銭
的支援を提供するものである。われわれは、労働
とのリンクを断ち切ることにより、全ての中皮腫罹
患者が請求できるようにすることを提案する。現
実にはこれは、その雇用形態や雇用歴に関わり
なく、使用者に対する人身障害訴訟によってそ
の状態に関する補償をすでに受け取ってはいな
いという条件で、全ての中皮腫罹患者が1979年
法と同様の支払いを受ける資格があるということ
を意味する。
2. このアプローチのための財政的数理モデル
の検討の結果は、長期的には、補償の回収によ
る節約が、上述したような幅広い人々に対する
支払いに十分足りるであろことを示唆している。
だが、導入コストをめぐる諸問題はある。しかし
ながら、当初は、見込まれた補償金回収総額か
らまかなうことのできる金額と釣り合う率（額）で支
払うこととし、資金が許すようになるのにしたがっ
て、1979年法のもとで他の人々に支払われる金

額に見合う支払いに増やしていくこととすれば、よ
り速やかにこれを導入することができる。

どのようにこれを実現するか

3. これには、以下のことが含まれるだろう。
・ 二重支給を防止し、「汚染者が支払う」という
方針を維持していくために、事後に民事賠償
請求が成功した場合には、1979年法のもとで
の全ての支払いを回収することができるように
するための、補償金回収手順を導入する。

・ 現在1979年法からの支払いを受けていない
全ての人々に対する補償金の支払いを導入
する。これは、当初は、見込まれた補償金回
収総額からまかなうことのできる内容と釣り合
う率になるだろう。

・ その後、資金が許すようになるのにしたがっ
て、1979年法のもとで他の人々に支払われる
内容に見合う額に増やしていく。

誰が影響を受けることになるか

4. 現在民事賠償と1979年法のもとでの給付の
双方を受けている者がいるが、これはもともと起
こることが想定されていなかったことで、結果的
に過補償になる場合がある。補償金の回収を
導入することは、今後、受け取る補償は、損害を
正確に反映したものとなり、また、政府の方針と
一致したものとなることを意味するだろう。
5. 一方で、DWPを返済することなしに、1979年
法のもとでの給付総額までを、支払う民事賠償
の総額から減額することに成功している責任保
持者もいるが、今後はそのようなことをすることは
できなくなる。

付録C

独立機関

1. 自動車保険局（MIB）タイプの調停制度、ある
いはアイルランド人身障害評価委員会にならっ
た制度を提案した応答もあった。そのような機
関がどのように機能するかの詳細についてはふ
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れない者もいれば、それについて様々な意見を
述べる者もあった。
2. われわれは、以下の理由から、現時点ではこ
のような機関の検討を進めるべきではないという
結論を下した。
・ 主な目的は請求手順のスピードアップであっ
て、独立的な機関は、訴訟なしに解決される
請求の数を増やすかもしれないが、（段階）1及
び2の選択肢よりも速やかにできるかどうか議
論の余地がある。

・ 独立的な機関は、毎年約2千人の人々のため
になるために、相対的に単純な方針を確立す
るためのやや幅広く、複雑かつ未検証の構造
を必要とするだろう。

・ 合意に至らない事例にとってなお必要とされ

る現行のシステムに取って代わることはでき
ず、並んでふたつのシステムを動かすことは余
分な費用を必要とするだろう。

・ 独立的な機関は、開発するのがより複雑であ
り、それゆえこの文書に示した2段階アプロー
チよりも速やかに登場することはできない。

・ 政府―及び納税者―が最後には頼みの綱の
保険者となる必要性を満たすのに、賦課が不
足しはしないかという懸念がある。

・ どこに将来及び過去の責任があるかに関す
る情報が不足していることから、公正な賦課シ
ステムを設定するのはきわめて困難である。

・ これは、試みられたことも、検証されたこともな
い選択肢である。

時間規制撤廃と“労働ビッグバン”を許さない
東京●3.23集会と国会請願デモに500名が参加

3月23日夜、「労働時間の規制
撤廃と“労働ビッグバン”を許さな
い！ 3.23集会」が開催され、約500
人が参加した。主催は、棗一郎、
中野麻美、古谷杉郎3氏の呼び
かけにより、約50団体等が参加し
た集会実行委員会。
まず主催者を代表して、日本
労働弁護団事務局次長の棗一
郎弁護士が、世論の高まりのなか
でホワイトカラー・エグゼンプション
の今国会提出を断念させたこと
はひとつの勝利だが、政府与党、
財界は決してあきらめてはいな
い。緒戦の小さな勝利をつぶし
に必ず巻き返してくる。それを絶
対に許さず、よりよい労働法制を
勝ち取っていくために国民的共

アスベスト禁止をめぐる世界の動き

同で長く戦い続けようと訴えた。
続けて国会での闘いの報告を
兼ねて、民主党の鈴木寛参議院
議員、共産党の高橋ちづ子衆議
院議員、社民党の福島みずほ参
議院議員が各々力強く挨拶。
25-26日の石綿被害救済新法
一周年行動で来日した韓国・労
働健康連帯のイ・サンユン政策局

長らも参加して、資本家は世界
同じで、労働者の健康と命が長
時間労働等によって損なわれて
いる。韓国では週44時間労働制
が導入されたが、現実はOECD
で一番の長時間労働、契約職は
2年で正規にという法律ができた
が1年8か月で解雇されている、さ
らに派遣を広げようとしている。
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各地の便り

3.23 集会アピール
政府・与党は、労働時間規制の緩和を狙った「自己管
理型労働制」（日本版エグゼンプション）の今通常国会へ
の法案提出を断念した。
この法案は、長時間労働を是正する法的根拠を労働
者から奪い取り、過労死を促進し、残業代をゼロにするも
のである。政府・経済界は、その本質を国民の目から隠し
通すことはできなかった。
日本版エグゼンプション反対の声は、昨年後半から急
速に広がり、マスメディアの反エグゼンプション・キャンペー
ンが繰り広げられ、法案にはいったんストップがかかった。
圧倒的な与党有利の国会情勢下で、この大きな勝利

は、私たちに勇気と確信を与えてくれた。ひとりひとりが自
分の働き方と生活を真剣に考え、声をあげれば、悪法は
阻止できるし、よりよい法制度を創っていくこともできるとい
う勇気と確信である。
しかし、政府・経済界は、日本版エグゼンプションの導入
を決して諦めたわけではない。もし、わたしたちが、ここで、
気を抜くようなことがあれば、一気に立法化されてしまうだろ
う。あらゆる手段と工夫を講じて、反対の声を広げていこう。
今国会は「労働国会」と呼ばれている。しかし、審議が
予定される法案は、いずれも働く人の要求に応えるものに
なっていないばかりか、かえって労働条件を悪化させか
ねないものまで含まれている。
80時間以上の時間外労働に対して割増率を引上げ

る労基法改正案は、「過労死ライン」を超えた労働の存
在を国家が容認するものである。パート法の改正案は、
正社員とまったく同じ働き方をしているごく少数の例外的
なパート労働者だけに均衡待遇を義務付けるものにすぎ
ず、それ以外のパート労働者に対する差別を固定化す
る危険性すら指摘されている。最低賃金法改正案も、
先進国最低の最低賃金の大幅な引上げには到底つな
がらない骨抜きの法案にすぎない。労働契約法案は、就
業規則による一方的な労働条件の設定・変更を中心に
据えた「就業規則法」とでもいうべき内容であり、労働契
約法の名に到底値しない。
経済財政諮問会議の労働市場改革専門調査会が
標榜する「労働ビッグバン」は、労働者を個 に々分断し、

国内の大企業とグローバル多国籍企業に完全に隷属さ
せる仕組みの完成を狙っている。
日本版エグゼンプションは、長時間労働に対する規制
を破壊して、過労死・過労自殺を自己責任にすりかえる。
解雇の金銭解決制度は、不当解雇を容認して、解雇自由
を実現する。派遣法改正は、偽装請負を合法化し、非正
規雇用を拡大・永続化する。アメリカ型交渉単位制度は、
少数組合から団体交渉権を奪う。これらの労働ビッグバ
ンが実現すれば、国内外のグローバル多国籍企業がわ
が国の労働市場をわがもの顔で跋扈するに違いない。
彼らは、日本の労働者・家族の生活には何の関心もな

い。彼らの関心はマネーだけである。
かれらの論理は、人間らしい働き方とは相容れない。
労働ビッグバンとの闘いは、人間らしい働き方を取り戻す
ための闘いであり、労働者の国際的な連帯へとつながる
闘いでもある。
そのために、私たちは以下のことを目指していく。
①   労働時間の上限を設定させ、8時間労働制を守ら
せること

②   解雇制限法理を充実・強化させること
③   登録型派遣を廃止させ、労働者派遣法の規制を
抜本的に強化させること

④   偽装請負を撲滅すること
⑤   最低賃金を大幅に引上げさせること
⑥   労働法規によって保護される労働者の範囲を拡大
させること
⑦   就業規則の変更による労働条件の切り下げに対し
て厳格かつ有効な法規制をさせること
⑧   すべてのパート労働者の均等待遇を実現すること
⑨   間接差別を含むあらゆる女性差別を撤廃させること
⑩   外国人労働者を監視するための登録通報制度の
導入を許さず、外国人労働者の権利を保障するため
の制度を構築させること
労働ビッグバンを不発に終らせ、普通の人が普通に働

けば余裕をもって人間らしい生活ができるような社会の実
現に向けて、楽しく、創意あふれる取組みを強めていこう。

2007年3月23日  労働時間規制の撤廃と
“労働ビッグバン”を許さない3．23集会

労災年金は減らされ、労働者の
死因を個人の死として企業や国
の責任を認めようとしない。労働
者は団結して、法改悪阻止、国
際的連帯で闘おうと訴えた。
続いて、全国コミュニティ・ユ

ニオン連合会（全国ユニオン）・
鴨桃代会長、全石油昭和シェル
労働組合・柚木康子副委員長、
全日本金属情報機器労働組合
（JMIU）・生熊茂美委員長、全
港湾・伊藤彰信書記長が各々、

偽装請負、スポット派遣、ワーキン
グプア等々の実態を指摘しなが
ら、決意表明を行った。
集会は、別添のアピールを採択

し、シュプレヒコールで締めくくり、
国会請願デモが行われた。
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労基署の不誠実な対応
大阪●実例あげて労働局に申し入れ

「人らしく働き生活できる労働
法制を！共同行動・大阪」は3月
6日、大阪労働局に申し入れを
行った。「労働局に本来の行政
機能を発揮することを求める」申
し入れと題し、内容は、関係労
組などに相談があった事例より、
労働基準監督署に相談や申告
を行ったにもかかわらず、十分な
対応がとられず、相談した労働
者の不利益になるような対応が
あった事例を具体的にあげ、これ
ら怠慢とも取れる対応について
見解を求めるものだった。
申し入れ書は問題点につい

て、①とにかく親身になってくれな
い、②窓口にいる人が相談員か
監督官か分からない、③労働者
の泣き寝入りを待っているとしか
思えない、④特に相談員は門前
払いの役割をしているとしか思え
ない、⑤相談者の側にいろいろ
な調査を自分でせよと押しつけく
る、⑥必要な調査もせず、企業
の事情を代弁をする、⑦すぐに
労基局ではなく、裁判に行けと言
う、⑧具体的な違法行為すら問
題にしない、⑨監督署が本来す
べき必要な判断をしてくれない、
⑩労働組合が嫌いらしく「労働組
合だ」というと対応しない、⑪まる
で会社に抜け道を教えている、
⑫監督署にあるはずの就業規

則、36条協定すら見せてくれな
い、と列挙した。
申し入れ書に添付した具体的

な事例に目を通した大阪労働局
側は、「あってはならないこと」と
言ったものの、今後どうするかに
ついては後日、継続交渉のなか
であきらかになるだろう。

労基署の不誠実対応の事例
◆事案の要点◇問題点や要望

①大阪中央労基署―賃金/20
06年5～9月/ユニオンぼちぼち
◆キャバクラで働く女性から、退
職した最後の月の給与が支払わ
れていない、給与額が曖昧で雇
用主もよくわからない、との相談。
直接交渉ではややこしくなるかも
しれないので、行政から言っても
らおうと申告。店は給与の半分
以下の金額を提示し「給与体系
が変わった」と監督署に報告。◇
「双方の言い分が違うので、こ
れ以上は監督署はタッチできな
い」と言われ、「早く終わりたい」と
も言われた。雇用主を監督官に
聞くと「他に漏らさないという条件
で聞いた」と拒否。守秘義務を
言うなら、最後まで責任を持て。

②大阪中央労基署―解雇・賃
金/2006年10月～/ゼネラルユニ
オン◆会社の「業務委託」と組
合の「労働者性」とで主張対立。

各地の便り

会社に労基署が訪問したら、最
初は調査を拒否され、後に「労
働者ではない」との反論が届い
た。◇「雇用である面と委託であ
る面の両方あり、二面性がある」
として勧告を見送ったまま。判断
を避けるのは間違っている。

③大阪中央労基署―解雇
/2006年1月/ゼネラルユニオン◆
解雇予告手当を要求したところ、
労働者ではないと言われたの
で、労基署に申告。判定は難し
いと勧告を見送り。◇会社は「予
告手当としてでなければ同額を
支払う」と言い、労基署も「それ
を受け取ってほしい」と本人に指
導。雇用か委託（請負）かは、い
ずれにせよ判定すべきことだ。他
の名目で金員を受け取れと言う
のはおかしい。

④北大阪労基署―解雇/2006
年10月/全港湾建設支部◆解
雇予告を受けたユンボのオペ
レーターの相談。免許はあるが
経験のない車輌のオペで現場
に出ることを指示され、危険だと
断ったら解雇を言い渡された。
◇労基法に書かれた解雇制限
について判断をしない。明らか
に権利の濫用に当たる不合理な
解雇については、法に基づいて
指導すべき。

⑤北大阪労基署―解雇・賃金
/2007年1月/RINK◆中国人男
性からの相談。派遣会社を通じ
て1か月半ほど勤務したが、派遣
元から突然解雇を通告された。
賃金も契約より低かった。◇会
社の反論書類に偽造の疑いが
あったので本人から説明しようと
したが、話にも書類にも投げやり
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な対応。双方の主張が違うので
判断できないと言われた。その
後、本人の娘が電話したときも「監
督署に来ても無駄」と言われた。

⑥北大阪労基署―賃金/派
遣労働ネットワーク◆在宅介護
ヘルパーの女性の相談。時給
1,350円の募集だが、1時間半だ
と1,100円に下がる。給与の支払
いも1か月遅れになっていた。◇
「ここは労災しか扱っていない。
大阪府の高齢介護室介護支援
課に行け」との電話番号を教え
るだけの対応。ややこしそうだか
ら追い返そう、という気配が明ら
か。相談も受けてくれないのが
相当ショックのようだった。

⑦天満労基署―賃金/2006
年6月/ユニオンぼちぼち◆英会
話学校の営業（顧客の獲得）を
個人請負でしていたケース。す
でに退職しているが、残業代の
未払いを請求できないか相談。
◇相談員らしき人が「個人請負
か労働者か曖昧なところだが、
すでに辞めているので対応でき
ない」という対応。せめて調査に
は入ってほしい。

⑧大阪西労基署―賃金/2006
年11月/ユニオンおおさか◆医
薬品の配送業務についていた
が、会社は「みなし労働時間」と
して30分の配送手当を支給。し
かし、毎日1時間以上の早出残業
となっていたので、残業代の支
払いを申告した。◇始終業時刻
の確認もせず、会社の「勝手に
早出残業している」との説明を受
けて問題なしとした。そのうち労
基署が会社と組合の間に入るの
で、労基署内で話し合いをして

決着してくれ、と言い出した。調
査をして37条違反なら是正勧告
すべき。

⑨大阪南労基署―解雇・賃
金・労働時間/2005年12月/天六
ユニオン◆会社が36協定を見
せないので、労基署で見せてほ
しいと言うと、「見せられない」「情
報公開請求してください」との返
答。労基法上の違法実態を示し
ても、解釈だけで動こうとしない。
「不満があるなら裁判を」と言わ
んばかり。◇組合が一緒に行っ
ても、これほど官僚的で冷たい
対応。弱い労働者が救済を求め
て行っているのに、反対に使用
者に味方するような対応だった。

⑩大阪南労基署―賃金・労
働時間/2006年6月～2007月2月
/天六ユニオン◆社長を告訴。
有給休暇分未払い、脅し、健康
診断義務違反など。◇事情聴
取でしばしば「告訴するほどのこ
とでもない」「誣告罪を知っている
か」などと監督官が発言。2回目
の聴取は大阪労政課にクレーム
付けて開始した。

⑪泉大津労基署―解雇/せん
しゅうユニオン◆会社から突然
の諭旨退職を言われ、労基署の

相談員に話を聞いてもらった。◇
労基法20条をコピーして説明さ
れたが、やむを得ない事由がある
場合はこの限りではないと書かれ
ているし、それ以上は立ち入れな
いと言われた。その後、いくつか
の行政機関や法律相談所に出
向き、ようやくユニオンに到達。

⑫岸和田労基署―賃金/2006
年11月/ドッグマンユニオン◆
サービス残業代請求の計算方
法について相談したが、真摯に
相談にはのっもらえず、民事訴
訟をするしかないと突き放されて
ガックリした。◇法律について初
心者だから相談に行ったのに、
諦めさせるような対応だった。

⑬大阪労働局なんでも相談ダ

イアル―2006年4月/せんしゅうユ
ニオン◆過重な労働を強いられ、
工夫して残業時間も伸びている
のを短縮し、持ち帰り残業等もこ
なして工夫し続けてきたが、行政
で実地調査できないだろうか。◇
「創意工夫とマネジメント力でなん
とかしなさい」の一言。親身になっ
て聞いてくれた気はせず、上から
モノを言って「ハイ終わり」
みたいに感じた。

（関西労働者安全センター）

マーチインマーチで渋谷をデモ
東京●春の外国人労働者総行動

3月11日（日）午後、生活と権利
のための春の外国人労働者総
行動実行委員会は、「雇用保障

と平等な社会をみんなに！第3回
マーチ・イン・マーチ」の集会とデ
モを行った。全国一般東京南部
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の語学学校の外国人教職員や
神奈川シティユニオンの日系ラテ
ンアメリカ労働者、全統一労組外
国人分会の南アジア、アフリカの
組合員ら約250名が参加した。
渋谷宮下公園での集会では、
外国人組合員によるバンド演奏
やダンスが披露され、参加団体
労組からのアピールを受けた。ま
た語学学校NOVAのキャラク
ターであるピンクのバニーの着
ぐるみも登場。NOVAやECCな
ど大手語学学校での社会保険
未加入や解雇、労働条件切り下
げ、不当労働行為など、数々の
組合攻撃を跳ね返すパフォーマ
ンスが演じられると会場から大き
な拍手が沸き起こった。
約1時間の集会を終えると、参
加者はめいめい日本語と外国語
で書いたプラカードやむしろ旗、
組合旗を掲げてデモに出発。全
国一般東京南部の外国人オル
グが、「外国人への差別をやめ
ろ！」「日本人とがは連帯してたた
かうぞ！」と力のこもったシュプレヒ

コールをあげると、デモ隊も「闘う
ぞ！」と応えながら、渋谷の街中を
デモ行進を行った。

●常勤外国人講師の社会保険
加入問題

翌12日は、衆議院第一議員会
館で外国人労働者問題に関係
する省庁との交渉を行った。まず
最初は外国人講師問題につい
て、文部科学省と厚生労働省及
び社会保険庁に、対し、語学学
校の常勤外国人講師を社会保
険の被保険者として認め、語学
学校に加入促進を図るよう要請
した。語学学校ではフルタイムの
事務職員の就労時間を基準とし
ているため、常勤の外国人講師
であっても社会保険に加入させ
ていない。そのうえ40時間勤務
していた外国人講師の時間数
を29.5時間に引き下げ、社会保
険の適用のがれを行っている。
社会保険庁は、常勤外国人
講師は通常の正社員ではない
とする会社側の説明を鵜呑みに

し、会社への指導はできないと
述べ、適用拡大は新たな制度で
対応していくと回答した。
全国の市町村の教育委員会

に対し、外国語指導助手（ALT）
が学校で教える場合、民間企業
の業務委託契約ではなく直接
雇用するよう求めました。ALT
は学校長の指揮監督のもとにあ
ることから、「民間会社との業務
委託は偽装請負に該当するは
ず」と迫ったが、文科省は「問題
が起きないことを願いたい」と述
べ、責任ある回答を避けた。

●コントラティスタの偽装請負

続いて、外国人労働者の権利
に関して厚生労働省との交渉。
日系ラテンアメリカ労働者の多く
は、輸送機器、電気機器、食品な
どの工場で働いている。工場規
模が大きくなるほど直接雇用は
減り、大半は「コントラティスタ（英
語のブローカーに相当）」と呼ぶ
違法な労働者供給業者を通じ
て送り込まれている。
その結果、残業割増分の未
払い、有給休暇の未付与など
数々労基法違反、労働災害の
多発、受注変動による安易な解
雇、雇用保険、健康保険、厚生
年金未加入など違法状態が常
態化している。
厚生労働省職業安定局は、
偽装請負には厳しく対処し、元
請企業への直接雇用も含めて
労働者の雇用の安定を図ると回
答した。業者が請負契約から派
遣契約に切り替える際に、一方
的に時給単価をカットする労働
条件の切り下げに対し、監督課は
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「法令違反是正にはなじまず、
個別的労働紛争解決制度で対
応したいと」と回答した。

●外国人研修・技能実習生の
権利侵害

午後には外国人研修・技能実
習生問題について厚生労働省、
外務省、法務省、警察庁、国税
庁との交渉を行った。
研修期間中の「労働」実態に

ついてどのように判断するのか
問い詰めたところ、厚生労働省
は能力開発課しか来ていなかっ
たため明確な回答ができなかっ
た。厚生労働省は研修生は在
留資格上労働者ではないとし
て、研修実態の適否について第
一義的には法務省が判断する
と回答している。法務省が指針
に基づき不正行為を認定するの
は当然だが、労働者性は厚生労
働省でなければ判断できないは
ずである。
青森県の中国人研修生は、
追加研修・補修と称して年間
2,000時間（！）もの残業をさせられ
ていた。地元支援団体の代表は、
「青森労働局にかけ合っても明
確な判断をしてくれない。こんな
ことでいいのか」と訴えた。
厚生労働省は、次年度（財）
国際研修協力機構（JITSCO）
が半数以上の受入れ企業の
巡回指導を行うと回答したが、
JITSCOには監督権限はなく実
効性のある指導はできない。相
変わらず研修生・技能実習生の
パスポートの強制管理、強制貯
金が横行している。なぜなら、
JITSCO発行のガイドブックには

「預り証」フォームが掲載され
ており、これを活用すればトラブ
ルは回避できると受入れ企業に
「指導」しているからである。
また、中国ルートでは「保証金」
を支払って来日することが一般
的になっており、研修・技能実習
生が権利救済を求められない足
かせとなっている。ある実習生が
日本の受入れ企業から違法な
管理費を返還させたものの、帰
国後にその分の保証金を削られ
たという。ということは、実習生か
ら搾取した管理費が中国側の
送り出し機関に還流していること
になる。こうした実態を法務省、
外務省が的確に見抜き、保証金
契約を厳しく審査するよう要請し
た。昨年、千葉県木更津で起き
た中国人研修生による殺傷事

件は、まさにこのような研修・技能
実習生をめぐる社会的背景を抜
きに考えることはできない。

●雇用対策法改正による危険な
「外国人雇用状況報告」制度

最後に内閣官房、法務省、厚
生労働省に対し、「単純労働者は
受け入れない」とする基本政策
を見直し、移住労働者の受け入
れ体制を整備すること、オーバー
ステイ労働者に対する摘発政策
を改め、在留資格を付与すること、
「不法滞在等の外国人情報」に
関するメール通報制度を中止す
ること、雇用対策法改正案に盛り
込まれている「外国人雇用状況報
告」の目的を明らかにする
ことなどを要請した。

（東京労働安全衛生センター）

石綿小体の本数が少ないと不支給
兵庫●神戸東監督署で相次ぎ2例

石綿に曝露する作業に従事
し、肺がんで亡くなられた方の遺
族が労災申請を行っていた件で、
「石綿小体の数が少ない」との
理由で不支給となる事例が続い
ている。
Hさんは、検数員として輸出入
貨物の積み卸しの際に、貨物の
個数や破損状況等の確認を行
う作業に約20年間従事した。船
倉内では石綿の袋が破損し、袋
からこぼれ出て雪が舞い散るよ
うに降り、前方が注視できない霞

んだ状況だったそうだ。2003年6
月に神戸労災病院を受診し「肺
腺がん」と診断され、2006年1月
に加療の甲斐なく亡くなられた。
労災申請を行ったが、昨年8月

に神戸東労基署は不支給を決
定し、直ちに審査請求を行ったが
昨年末に、「審査請求を棄却す
る」との決定が出された。理由は、
「乾燥肺1g当たり741本/gの石
綿小体が検出されたのみであり、
一般人の暴露レベル」（岡山労
災病院）と判断されたのだった。
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Nさんは、造船所で約10年間
溶接工として働き、別会社で「は
つり」の仕事を約2年間、そして
川鉄物流で約25年間勤めた。
川鉄物流では、天井クレーンの
運転や工場内のごみを集める
整理班として働いた。クレーンの
コントロールボックスは、絶えず火
花が出るため、石綿が使用され
ていた。また、蒸気パイプには石
綿が巻かれており、取替えは業
者の方が行うが、作業後の片付
けは整理斑が行うこととなってお
り、Nさんは石綿を手でつかみ集
めて回っていたそうである。
Nさんは、2002年9月の定期健
康診断で胸部X線検査の所見
が認められ、「扁平上皮がん」と
診断され、2004年1月に亡くなられ
たた。昨年8月に遺族が神戸東
労基署に労災申請を行ったが、
今年1月に「明らかに石綿曝露に
起因する疾病であることは認めら
れない」と不支給となった。

Nさんの場合も病院に組織が
残っており、監督署が神戸労災
病院に検査を依頼したが、「石
綿小体の数が400本だった」との
理由で不支給となったのだった。
昨年2月に改正された認定基
準では、石綿曝露作業が10年
以上の場合、「石綿小体又は石
綿繊維が認められること」と書か
れており、認定には何本以上が
必要といった記載はない。にもか
かわらず、どうも「1,000本以下は
一般人の暴露レベル」との事務
連絡が存在するようである（その
後14頁の事務連絡が出されて
いたことを確認）。新潟では石綿
小体が401本で労基署が不支給
とした事例を、審査会が覆す決
定を行っている。認定における
二重帳簿は許されないし、曝露
暦重視し総合的に判断するべき
である。

（ひょうご労働安全衛生センター）

旧朝日石綿横浜工場でも
神奈川●周辺住民2名が中皮腫死亡

2月12日、神奈川労災職業病
センターは、旧朝日石綿横浜工
場の周辺住民2名が中皮腫で亡
くなっていたという事実を公表し
た。2人とも工場周辺に長期間
居住しており、環境曝露が原因と
して石綿新法で認定された。

●区役所職員だった高橋さん

3年前に中皮腫で夫を失った
高橋玉江さんは、昨年7月25日、
NHKで旧朝日石綿横浜工場の
周辺住民被害が報道されたの
を見て、「もしかしたら夫も被害
者かも」と、センターに相談を寄
せた。高橋さんの夫は1960-69
年、鶴見区に居住し鶴見区役所
で働いていた。旧朝日石綿横浜

工場が閉鎖され、茨城県に移転
したのが1975年。
発症までの潜伏期間30-40
年を考えれば、石綿曝露した時
期とピッタリ重なる。住んでいた
独身寮も、区役所も同工場から
500mの距離だ。尼崎のクボタ旧
神崎工場周辺に多発した中皮
腫の被害者が1.5km内に居住し
ていたことと照らし合わせても、
同工場の石綿による曝露の可
能性が十分に考えられる。
高橋さんは、ただちに「石綿に

よる健康被害の救済に関する
法律」に基づいて環境再生保
全機構に、特別遺族弔慰金等の
給付請求を行った。
しかし、よく考えると、距離的に
より近い鶴見区役所で勤務中
に曝露した可能性も考えられる。
それならば公務災害ということに
なる。石綿新法ではせいぜい一
時金300万円が給付されるだけ
で、公務災害の遺族補償年金と
比べるとかなりの差がある。そう
いう現状では公務災害として認
定されるに越したことはない。勤
務中となると、区役所の建物に使
用されていた石綿が原因である
可能性も考えられた。そこで、高
橋さんは、鶴見区役所旧庁舎の
設計図面を取り寄せて調べた。
その結果、あまり人が立ち入るこ
とのない倉庫や機械室には吹き
付けアスベストが使われていた
が、庁舎内の天井や壁には使用
されていないことがわかった。
だとすれば、やはり近隣の旧朝

日石綿横浜工場の石綿が飛散
してきたのだろうか。先述のクボ
タの工場周辺の被害者の中に
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は、環境曝露による市役所職員
もおられる。高橋さんは、昨年12
月22日に石綿新法による認定通
知を受け取ったが、公務災害の
申請手続きも準備中である。

●20年前に亡くなった原田さん

原田義一さんは、昨年11月に
鶴見区で開催された講演＆シン
ポジウム「クボタ問題から住民の
アスベスト被害を考える」に参加
された。この講演は、クボタ旧神
崎工場周辺の石綿被害につい
て疫学調査を行った車谷典男氏
（奈良県立医科大学教授）を講
師に迎えて開かれ、鶴見区民も
多数参加していた。その会場ア
ンケートの相談欄に、原田さんが
「母が悪性中皮腫で死亡」と書
いたことをきっかけに、センターに
相談された。
診断書によると、母親の故原

田サワ子さんは、「左肺は完全に
虚脱し、CTでは著名な胸膜肥厚
と胸水貯留を認めた。胸水を排
除、胸膜生検の結果、悪性胸膜
中皮腫と診断した」とある。亡く
なられた1989年当時、悪性胸膜
中皮腫は大変めずらしいという
ことで、県立がんセンターの主治
医から頼み込まれて解剖された
が、まったく研究目的の解剖で、
病気の原因はおろか、補償につ
いて何の話もなかったという。
それから20年が過ぎ、ある日
突然クボタのアスベスト被害が
発覚し、住民被害も明らかになっ
た。義一さんは、母の死が旧朝
日石綿横浜工場と関係があるの
ではと思い、講演会に参加した。
故原田サワ子さんは、1916年

に横浜市港区で出生、37年に
結婚し同市鶴見区に居住、45年
に同区豊岡町に移住した。そし
て、75年に旧朝日石綿横浜工場
が閉鎖されるまで、同工場から
100m程しか離れていない場所
で暮らしていた。夫は事務職で
あり、家族曝露の可能性もない。
やはり環境曝露によるものだと
確信した原田さんは、昨年11月
22日に石綿新法に基づく申請を
行い、1月30日に認定の通知を受
け取った。

●行政や企業の情報公開は不
可欠だ

尼崎のクボタの工場周辺では
あれだけ問題になった住民被
害。だが、横浜ではまだまだ関
心が薄く、マスコミにもあまり取り
上げようとしないのが現状であ
る。先の2つの事例は、センター
が、旧工場周辺でチラシを各戸
配布したり、講演会等を開催した
りする中で掘り起こされたもので
ある。痛感することは、アスベスト
被害の発生源となる石綿工場が
どこにあるか、住民には十分知ら
されていないということだ。工場
がすでに閉鎖されていればなお
さらである。その意味でも、企業
や行政の情報公開が不可欠で
あると考える。

●横浜市が環境省の健康リス
ク調査に協力

2月14日、横浜市は、旧朝日石
綿横浜工場（横浜市鶴見区）の
周辺住民を対象にした健康診
断の結果、56人中28人が胸膜
肥厚斑と診断されたと公表した。

既報のとおり（2006年12月号
参照）、同市はこれまで、「工場
周辺住民の健康調査はしない」、
「環境省の調査結果を見守り
たい」と回答するのみだった。し
かしその後、マスコミの影響や環
境省との調整の中で、市は、国の
健康リスク調査に協力せざるを
えない立場に追い込まれ、今回
の公表に踏み切ったのだろう。
私たちが求めている調査は、

アスベスト被害の疫学的な総合
調査である。とりわけ中皮腫の
死亡小票に基づく疫学調査は
重要である。この調査は、遺族
へのアンケートや詳細な聞き取
り、過去の石綿工場の配置状況
の調査を行ってアスベストの曝
露経路を明らかにするものであ
る。環境省が兵庫県、大阪府、
鳥栖市等と協力して既に実施し
ている。また現在、奈良県、秋田
県、茨城県でも実施されている。
横浜市も、旧朝日石綿横浜工場
周辺で中皮腫の死亡事例が出
てきたことを踏まえて、アスベスト
被害の疫学的な総合調査を実
施する必要があるだろう。
健康リスク調査については、こ

れも既に環境省が兵庫県、大阪
府、鳥栖市などと協力して実施し
ている。横浜市は、国任せにす
るのではなく、独自の考え方を明
確に示す必要がある。対象とす
る地域や人数、協力医療機関の
選定や費用負担の有無など、自
治体独自のやり方が求められる。
そのためにも、被害住民の意見
を十分に聞いたうえで調査計画
を立てる必要があると思う。

（神奈川労災職業病センター）
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船員手帳で証明は十分
兵庫●船会社を転々事例の困難さ

兵庫県芦屋市にある「芦屋市
立芦屋病院」でアスベストによる
肺がんで闘病中の船員がいる。
彼、吉村省三さんは1946年に

山口県萩市で生まれて、その後
家族とともに神戸市に転居してき
た。そして、児島海員学校を卒
業後船員になった。吉村さんが
船に乗り始めた当初、気象観測
線「春風丸」にも1年間乗船して
いたという。多くの船会社に勤務
したが、主として内航・限定近海
の船に乗った。
吉村さんは、繰機手・機関士と

して永年働いてきた。しかし、あ
るとき荒れた海の航海中に胸を
強打して治療を受けることになっ
た。皮肉にもその時の治療検査
で「肺がん」が見つかったのだ。
彼の胸には、アスベストを吸ったと
きにできる「胸膜プラーク」が確
認されている。明らかな「アスベ
スト肺がん」なのに労災申請の
段階で大変に苦労している。
というのは、彼は大手の船会
社で永年勤務してきた方たちと
は違って、「同僚証言者探し」に
苦労し、心ある同僚証言者が得
られても、船舶会社から「昔のこ
とで資料が無い」、「どのような
作業をしていたのかわからない」
という返事。吉村さんが働いて
年金をかけてきたことを証明する

「年金記録」には20数箇所の船
会社が記載されているが、その
多くは既に存在していない。現
在、社会保険事務局の船員保
険課からは該当船会社への問
い合わせが出されているが返事
は未だ来ない。一日も早く、それ
ぞれの船会社が過去の作業内
容の証言をしてほしいものだ。
現在、日本郵船OB会の方た

ちは、「船員手帳があれば同僚
証言など必要ない。船に乗って
航海に出れば、皆で働かなけれ
ば船を動かすこともできないし、
太平洋の真ん中で仕事をサボる
こともできない。船に乗船してい
たというその事実以外に何の証
明がいるのか」と訴えている。
吉村さんが乗船したのは、阪
急汽船・八伸船舶・オリエンタル

船舶・三恵海事工業・八光海運
など他にも書ききれないくらいあ
るが、近年では、幸盛海運・昌和
鉱油、が挙げられる。吉村さんの
「被保険者記録」に記入されて
いる多くの船会社の名前を見て
いると、何故、船員手帳を所持し
ていることが仕事の証明になら
ないのか不思議だ。
アスベスト吸入後数十年も
経って発症する「遅発性疾病」
の問題は、一般の労働災害とは
異なった対応が必要だと痛感さ
せられている。病院でお話を伺っ
ている間も点滴のチューブは付
けたままで、その管から痛み止め
の薬は24時間投与されている。
発病から約6か月。収入の道を絶
たれた吉村さんは病院での治療
費支払いを待ってもらっている。
「その当時はアスベストが危
険だと知らされていなかった。自
分たちは何も知らないで働いて
きた。国はちゃんと責任を取って
欲しい」と、吉村さんが何回も訴
えたのが印象的だった。
＊記事の編集作業中に無事認
定されたとの知らせがあった。
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干86卜21DS熊本市秋津町秋田344ト20秋津レークタウンクリニック TEL (096) 360・l991/FAX(096)368・6177

大 分 ・社団法人大分県勤労者安全衛生センター E-mail OITAOSHC@elf.coara.or.jp 
干870・1133大分市宮麟953-1（大分協和病院3階） TEし（097)567・5177/FAX (097) 503-9833 

宮崎・旧松尾鉱山被害者の会 E-mail aanhyuga@mnet.nc.jp 
干883-0021日向市財光寺283-211長江団地1-14 TEL (0982) 53-9400 /FAX (0982) 53-3404 

鹿児向 ．鹿児島労働安全衛生センター準備会 E-mail aunion@po.synapse.ne目jp

〒899・5215姶良郡加治木町本町403有明ピル2FTEし（0995)63-l 700 /FAX (0995) 63ぺ701

N• 制 ．沖縄労働安全衛生センター
干900-0036那板市西3-8-14 TEし（098)866-8906 IF AX (098) 866-8955 

自治体 ・自治体労働安全衛生研究会 E-mail sh-net@ubcn巴t.or.iP 
〒102-0085千代田区六番町1自治労会館3階 TEし（03)3239-9470 /FAX (03) 3264-1432 




